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１ 法人の概要

（平成20年5月1日現在）

（１）名称 公立大学法人岡山県立大学

（２）所在地 岡山県総社市窪木１１１番地

（３）法人設立の年月日 平成１９年４月１日

（４）設立団体 岡山県

（５）中期目標の期間 平成１９年４月１日から平成２５年３月３１日

（６）目的及び業務

ア 目 的

公立大学法人岡山県立大学は、人間を取り囲むさまざまな環境の中で調和のとれ

た発展を期し、地域の課題や社会の要請に的確に応えるため、「人間・社会・自然の

関係性を重視する実学を創造し、地域に貢献する」ことを基本理念とする。

この理念に基づいて、学術の進展と教育の振興を図り、福祉の増進、文化の向上、

地域産業の発展等に寄与する研究活動に取り組むとともに、知性と感性を育み、豊

かな教養と深い専門性を備えて新しい時代を切り拓く知識と高度な技術を身につけ

た実践力のある人材を育成する。

イ 業 務

(ア) 岡山県立大学を設置し、これを運営すること。

(イ) すべての学生に対し、修学、進路選択及び心身の健康等に関する相談など学生

生活に関する相談その他の援助を行うこと。

(ウ) 民間企業や試験研究機関等との間の共同研究や受託研究、技術指導等を実施す

るなど、法人以外の者と連携して教育研究活動の推進に取り組むこと。

(エ) 地域社会に貢献するため、公開講座を開設する等、地域住民に幅広く学習機会

を提供するとともに、大学における研究の成果を普及し、及びその活用を促進

すること。

(オ) 前各号に掲げる業務を効果的かつ効率的に実施するため、附帯して必要となる

関連業務を行うこと。

（７）資本金の額 １２０億 ９,１６３万 ２,９４３円

（８）代表者の役職氏名 理事長 三宮 信夫

（９）役員及び教職員の数

ア 役員 理事長 １人

副理事長 １人

理事 ３人

監事 ２人

役員計 ７人

イ 教職員 教員 １６６人（専任教員数。ただし、学長を除く。）

職員 ３４人

教職員計 ２００人
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（10）組織図

【法人部門】

経営審議会

理事長（学長）

副理事長（事務局長）

役員会 理事（地域共同研究機構長）

理事長（学長） 委員（非常勤：学外者）４人

副理事長（事務局長）

理事（学生部長）

理事（地域共同研究機構長） 教育研究審議会

理事（非常勤：学外者） 理事長（学長）

副理事長（事務局長）

理事（学生部長）

理事（地域共同研究機構長）

委員（保健福祉学部長）

委員（情報工学部長）

委員（デザイン学部長）

委員（附属図書館長）

委員（全学教育研究機構長）

委員（非常勤：学外者）２人

【大学部門】

看 護 学 専 攻（博士前期課程）

栄 養 学 専 攻（博士前期課程）

保健福祉学研究科

保 健 福 祉 学 専 攻（博士前期課程）

（大学院）

保 健 福 祉 科 学 専 攻（博士後期課程）

電 子 情 報 通 信 工 学 専 攻（博士前期課程）

情報系工学研究科 機械情報システム工学専攻(博士前期課程)

シ ス テ ム 工 学 専 攻（博士後期課程

ビ ジ ュ ア ル デ ザ イ ン 学 専 攻（修 士 課 程

デザイン学研究科

工 芸 工 業 デ ザ イ ン 学 専 攻（修 士 課 程）

看 護 学 科

保 健 福 祉 学 部 栄 養 学 科

保 健 福 祉 学 科

（大 学）
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（大 学） 情 報 通 信 工 学 科

学 長 情 報 工 学 部 情 報 シ ス テ ム 工 学 科

ス ポ ー ツ シ ス テ ム 工 学 科

デ ザ イ ン 工 学 科

デ ザ イ ン 学 部

造 形 デ ザ イ ン 学 科

語 学 セ ン タ ー

全学教育研究機構

情 報 教 育 セ ン タ ー

産 学 官 連 携 推 進 セ ン タ ー

地域共同研究機構 保 健 福 祉 推 進 セ ン タ ー

メディアコミュニケーション推進センター

附 属 図 書 館 図 書 班

企 画 広 報 班

総 務 課 総 務 班

学 部 事 務 班

事 務 局

経 理 班

教 務 班

学 生 部 長 教 学 課

学 生 班

（11）法人が設置運営する大学の概要

大学の名称 岡山県立大学

大学本部の位置 岡山県総社市窪木１１１番地

学長の氏名 三宮 信夫（公立大学法人岡山県立大学理事長）

学部等の名称 修業 入学 収容 開設年度

年限 定員 定員 備 考

年 人 人

保健福祉学部

看護学科 ４ ４０ １６０ 平成５年４月

栄養学科 ４ ４０ １６０ 平成５年４月

保健福祉学科 ４ ６０ ２４０ 平成５年４月

情報工学部

情報通信工学科 ４ ５０ ２００ 平成５年４月

情報システム工学科 ４ ５０ ２００ 平成５年４月

スポーツシステム工学科 ４ ４０ １６０ 平成18年４月 学科新設
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デザイン学部

デザイン工学科 ４ ４０ １６０ 平成18年４月 学科再編

造形デザイン学科 ４ ５０ ２００ 平成18年４月 〃

保健福祉学研究科

（博士前期課程）

看護学専攻 ２ ７ １４ 平成９年４月

栄養学専攻 ２ ６ １２ 平成９年４月

保健福祉学専攻 ２ ７ １４ 平成９年４月

（博士後期課程）

保健福祉科学専攻 ３ ３ ９ 平成15年４月

情報系工学研究科

（博士前期課程）

電子情報通信工学専攻 ２ ２０ ４０ 平成９年４月

機械情報システム工学専攻 ２ ２０ ４０ 平成９年４月

（博士後期課程）

システム工学専攻 ３ ６ １８ 平成11年４月

デザイン学研究科

（修士課程）

ビジュアルデザイン学専攻 ２ ８ １６ 平成10年４月

工芸工業デザイン学専攻 ２ ８ １６ 平成10年４月

附属施設等 附属図書館

全学教育研究機構

地域共同研究機構

学生数 １,７８４人

教員数 １６６人（専任教員数。ただし、学長を除く。）

職員数 ３４人

【大学の沿革】

平成 5年 4月 岡山県立大学（保健福祉学部・情報工学部・デザイン学部）開学

岡山県立大学短期大学部開学

平成 9年 4月 大学院保健福祉学研究科，情報系工学研究科 （修士課程）開設

平成10年 4月 大学院デザイン学研究科（修士課程）開設

平成11年 4月 大学院情報系工学研究科（博士後期課程）開設

平成12年 6月 共同研究機構設置

平成14年 4月 保健福祉支援センター設置

メディアコミュニケーション支援センター設置

平成15月 4月 大学院保健福祉学研究科（博士後期課程） 開設

平成15年 6月 サテライトキャンパス設置（～平成18年７月）

平成17年 8月 全学教育研究機構設置

平成17年10月 地域共同研究機構設置

平成18年 4月 情報工学部スポーツシステム工学科設置

デザイン学部の学科再編

（ﾋﾞｼﾞｭｱﾙﾃﾞｻﾞｲﾝ学科・工芸工業デザイン学科 → デザイン工学科・造形デザイン学科）

平成19年 3月 岡山県立大学短期大学部閉学

平成19年 4月 公立大学法人岡山県立大学設立

保健福祉学部保健福祉学科改組
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２ 平成２０年度に係る業務の実績に関する自己評価結果 
 

 
(１ ) 総合的な評定  
 

評 定  中期計画の進捗状況は  順調  

 
法人化後２年目において、平成 19 年度に整備・見直しを行った運営組織及び理事長(学長)

のトッ  プマネジメントにより、19 年度に着手した改革の継続、また、中期計画達成に向けた

新たな取組を進めた。 

   中期計画の項目と比較して、未着手のものも一部に見受けられるが、関連する項目との調整

もあり、着手に遅れのあるものも中期計画期間内に達成可能と考えられ、これらの状況を考慮

すると中期計画の総合的な進捗状況は順調であると思われる。 

総合的な評定においても、このことと各大項目ごとの得点を考慮し、「順 調」と判定した。 
 

 
(２ ) 評価概要  
ア 全体的な状況  

「Ⅱ  大学の教育研究等の質の向上」については、中期計画の進捗状況は「順調」と判定され

た。最小項目の一部に「やや未達成」が見受けられるものの、「概ね達成」が多数を占めたこ

とによるものである。 

   「Ⅲ  業務運営の改善及び効率化」及び「Ⅳ  財務内容の改善」については、中期計画の進捗状

況は「順調」と判定された。最小項目の「概ね達成」が「年度計画をやや未達成」を二倍以上

上回ったことによるものである。 

また、「Ⅴ  自己点検・評価及び改善並びに当該情報の提供」及び「Ⅵ  その他業務運営」につ

いては、「順調」と判定された。最小項目の全てが「年度計画を概ね達成」しており、項目数

は少ないが、これをそのまま評価  基準により算定した結果である。  

 

 

イ 大項目ごとの状況  
 (ア ) 大学の教育研究等の質の向上に関する事項  
 

 評 定  中期計画の進捗状況は  順調  

 
【教 育】 

   ①  本学の教育に関する目標は、「１．法人の概要」で述べたように、「人間、社会、自然の

関係性を重視する実学を創造し、地域に貢献する。」ことにある。この目標を達成するた

めに、各学部・研究科は次のような取組を行った。 

    ・ 保健福祉学部各学科では、その目標の第一として、国家資格試験の合格率を目標値と

して設定しているが、平成 20 年度は概ね達成することができた。 

      ３学科が共同して取り組む新しい教育プログラム企画「チームガバナビリティ育成教

育」においては、密度の高い演習教育を経験させることができた。また、同プログラム

企画から新しい大学教育への提案（課題）や新たな教育科目の設置等の効果も見られた。 

    ・ 情報工学部では、これまでどおり学科ごとに共通する科目の統合や最近の新入生の実

情に応じた物理リメディアル教育の実施、学部内の共通性や社会ニーズの変化に応じた

見直しを進めた。 

    ・ デザイン学部では、実学の創造を志向し、地域社会や学外機関との連携により、ワー

クショップ等実践的な教育プログラムを実施するとともに、教育に係るこれまでの指導



- 6 - 

内容及びその成果の検証方法として、全国レベルのコンペ等における学生の成績も考慮

することとした。 

    ・ 大学院研究科（博士前期課程、修士課程）では、学部教育との連携を図りつつ、専門

分野での高度な知識と応用力を身につけた人材の育成を目指し、学外有識者による専門

的講義の実施、学会等での発表を経験する等、各種取組を行った。 

      これらの取組の中で、平成 20 年度において特記すべき事項としては、これまで、保健

福祉学研究科看護学専攻において看護職のリカレント教育の充実を進めてきたところで

あるが、このリカレント教育を希望する社会人の就業環境を考慮した学習しやすい制度

として、「長期履修学生制度」を整備し、全学的に 21 年度からの導入を決定した。 

      また、情報系工学研究科及びデザイン学研究科においては、18 年度に設置（改組）し

た学部学士課程のスポーツシステム工学科、デザイン工学科及び造形デザイン学科卒業

生の進学を想定し、学士教育との連続性に対応した大学院博士前期課程及び修士課程の

開設をそれぞれ計画し、22 年度から実施できるよう事務を進めた。 

    ・ 大学院研究科（博士後期課程）では、それぞれの専門分野における指導者の育成を目

指し、学際領域での研究の推進、学会や学術雑誌等への参加（発表、投稿）を積極的に

進めた。 

    ・ 全学教育研究機構では、これまでにも全学教育科目（教養科目)と各学部教育科目（専門

科目)の関係について様々な見直しを行ってきたところであるが、平成 20 年度において

は、学部教育における全学教育科目の必要性を調査し、「全学教育がめざすもの」とし

てまとめた。内容は、中央教育審議会２００２以降において求められた「新しい時代に求め

られる教養教育の在り方について」の実行を念頭に、本学の全学教育制度見直しの必要

性が述べられるとともに、21 年度以降への課題を提案したものである。 

      その他では、新しい組織として、健康・スポーツ推進センターを設置し、健康・スポ

ーツ推進センター理念の構築、施設利用に係るマニュアルの作成等に取りかかり、21 年

度以降その実現を図ることととした。 

   ② 学生の授業理解度を深め、豊かな人間性を形成する取組としては、これまで行ってきた、

新入生を対象にした入学前のリメディアル教育（特別選抜合格者のみを対象。）、少人数

での指導及びオフィスアワー制度を継続して実施した。これら業務について大きな変更点

はないが、学部学科によって違いはあるものの、その方法や観点について詳細な見直しや

実績の検証を行う等継続的な改善に努めた。 

 ③ 学生の成績評価として、シラバスに明記された各授業科目ごとの到達目標、成績評価基

準の継続的な点検を行った。 

   評価の方法については、各学部学科の事情により、その取組方法や内容は様々であるが、

新たな評価方法の検討又はそれらの試験的実施を継続的に行っているところである。  
     また、厳格な成績評価の実施として、５段階評価及びＧＰＡ制度導入の検討に着手し、

平成 21 年度以降の検討すべき内容をまとめた。 

 ④ 教員配置として、法人化に伴い設置された人事委員会を中心に教員の選考、配置を行っ

た。平成 20 年度の特記事項としては、長期間空席となっている教員ポスト（バッファポス

ト）を特定の学部の枠にとらわれることなく、全学的視点で時限的に有効利活用する方針

を定め実行した。 

 ⑤ 教育環境として、語学センターや情報教育センターにおいては、ＡＬＣや教育ソフトの

バージョンアップを進めるとともに、ネットワークの正常運用やトラブル時の早期対応に

努めた。 

     また、附属図書館において、電子ジャーナルの普及を推進し利便性の向上を図るととも

に、非常勤講師が行う授業に関連する人文・社会科学系図書の充実を図った。 

 ⑥ 教育の質の改善としては、学生による授業評価及び教員相互の授業参観を継続して行う

とともに、平成 20 年度は学外のＦＤ有識者を招聘し、管理監督者及び一般教員をそれぞれ

対象とした研修会を実施した。20 年度からＦＤが義務化されたこともあり、教員へのさら

なる周知を徹底し、ＦＤへの取組意識の醸成に努めた。 
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また、教員の個人評価については、以前から実施している「教員の個人評価調査書」の

19 年度実績を利用し、「教育」、「研究」、「地域貢献」及び「管理運営」の４区分に分

けて評価を行い、その結果を各教員へ示した。今後２年間の試行結果を踏まえ、23 年度か

ら本格的な教員の個人評価を実施することとした。 

 

【学生への支援】 

   ⑦ 学生のキャリア形成支援として、これまでどおり、インターンシップ推進会議を核に学

生への啓発を実施したが、参加者は例年どおりであった。学生に対し、インターンシップ

の意義の周知や参加の啓発が今後の課題とされている。 

     また、学生のコミュニケーション能力の向上を目指し、全学教育研究機構の授業科目に

劇団員の非常勤講師を招き、コミュニケーションスキルに関する特別講義を行った。劇団

員としての視点や演技で求められる明瞭かつ高度なコミュニケーションスキルは、学生の

コミュニケーション意識の醸成に効果的であると認められたことから、平成 21 年度には全

学教育科目「コミュニケーションティーチング演劇演習」を開講することとした。 

 ⑧ 学生の就職支援として、これまでどおり、各種就職ガイダンスやセミナーの開催、就活

バスの運行及び希望者を対象とした自己分析検査や就職模擬試験を実施した。また、10 月

には、就職相談員を設置し学生へ周知するとともに、その活用を図った。 

     平成 20 年度の本学の就職率（3 月 31 日現在）は保健福祉学部 98.3％（対前年  -0.1）、

情報工学部 100％（対前年  ±0）及びデザイン学部 88.1％（対前年  -6.5）となっている。

世界的な経済状況の悪化もあり、今後の雇用情勢は非常に厳しいものと想定されるところ

であり、学生の自主的な就職活動に加えて、大学側（学科及び事務局）による的確かつ早

期な対応が望まれる。 

 ⑨ 留学生の支援として、各種奨学金に係る情報提供を行うとともに、慣れない日本での生

活サポートや日本語教育のために、オフィスアワーを利用した日本語教育やチューターの

配置を行った。 

 

【研 究】 

   ⑩ 教員の研究水準の向上策として、全学的な取組においては学域横断的な「領域・研究プ

ロジェクト」を推進し、これらに対し、学内競争的研究費の優先配分を行った。当プロジ

ェクトは、本格運用から２年が経過し、7 領域／10 プロジェクトに拡大したところである

が、今後は、新規案件の発掘と併せて、これまでのプロジェクトの成果の見極めと見直し

による新たな展開が必要と考える。 

   各学部においては、各種研究セミナー等の開催、連携大学院の活用又は学内外における積

極的な研究成果の発表を進め、現状の維持・向上に努めてきた。平成21年度計画では、研究

に対する教員の意識の醸成を新たな課題とし、学会等における発表件数の目標数値を各学部

(学科)ごとに設定することとした。  
 
【地域貢献】 

   ⑪ 地域貢献として、地域共同研究機構を中心に産学官連携推進センター、保健福祉推進セ

ンター及びメディアコミュニケーション推進センターがそれぞれの分野において、これま

での事業を継続・充実するとともに、各学部学科を含め全学的な協力の下に、アクティブ

キャンパス等において、社会人に向けた講座や専門分野に関する研究会を開催した。なお、

平成 21 年度のアクティブキャンパスから、これまでの後援・共催によるイベント参加型で

はなく、社会人向けの講座の開講やワークショップ等を本学教員が主体的に企画する本学

主体の活動にシフトさせていくこととした。 

     これら地域貢献活動のテーマには、これまでの実績に基づいて継続していくべきものや

地域の要望を新たに取り入れたもの、あるいは社会のニーズにマッチしたもの等様々な設

定が行われている。また、これらの内容及び開催実績は前年度以上に充実したものである

と判断する。 
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【産学官連携】 

   ⑫ 地域共同研究機構産学官連携推進センターを中心に、各学部学科の協力を得て産学官連

携による研究活動を推進した。【研究】の項目で述べた「領域・研究プロジェクト」にお

いては、共同研究や受託研究等外部資金の獲得が  ３１件、７千７百万円強と前年度より増

加している。これは、移動型の研究・技術相談を行うアクティブラボや１００社訪問キャラ

バン隊等の活動充実によるものと思われる。平成 20 年度の特記事項としては、領域・研究

プロジェクトの中に、若手教員を中心とした提案型共同研究の実現が挙げられる。 

 

【国際交流】 

   ⑬ 国際交流として、保健福祉学部が中心に中国延辺大学との国際交流協定を締結し、これ

までの累計を６大学とした。 

     また、国際交流協定締結校との連携事業として、各学部学科において共同研究の推進、

教員招聘によるセミナー開催及び学生の受入等を進めた。 

   中期計画で目標とする国際交流協定締結件数は未達成ではあるが、今後、新たな締結と併

せてこれまでの実績を検証する必要がある。  
 
 

(イ ) 業務運営の改善及び効率化に関する事項  
 

評 定  中期計画の進捗状況は  順調  

 
  【運営体制の改善、戦略的な仕組みの形成】 

   ① 平成 19 年度に構築した理事長(学長)及び学部長等を中心とする機動的な運営体制によ

り戦略的な組織の運営に努めるとともに、21 年度予算の編成においては、岡山県の財政構

造改革大綱２００８の影響を大きく受けることとなったが、編成に係る基本方針を従来どおり

堅持した。各種経費の削減を行う中で、業務内容による予算配分の見直しを行い、選択と

集中を実行する予算編成とした。 

 ② 地域に開かれた大学づくりとして、これまでどおり、マスメディアへの情報提供、ホー

ムページ掲載や情報誌の発行等により積極的な情報発信を行った。 

     また、附属図書館においては、一般を対象とした企画展「総社が生んだ傑物  古川古松軒」

の開催や図書館報「OpuL（オープル）」の創刊、また、図書館の一般開放について検討し、

平成 21 年度から実施することとした。 

 ③ 評価制度の活用による業務の改善として、岡山県地方独立行政法人評価委員会、監事及

び監査法人等による評価、指導を基に見直し改善を図った。特に、平成 19 年度の業務実績

に対する岡山県地方独立行政法人評価委員会で議論のあった教員の任期制導入について

は、再任要件の詳細基準を設ける等充実を図った。 

 

【人事の適正化】 

   ④ 人事の適正化として、今後は、ＦＤ活動の一環として試行を開始した「教員の個人評価」

を中心に進めていくこととした。中期計画の目標の中で、「教員の人事評価(評価により教

員の給与、研究費等へインセンティブが与えられるもの。)」や「裁量労働制の導入」の検

討に遅れが見受けられるが、これらは「教員の個人評価」と併せて検討すべきであり、中

期計画の期間中に実現される予定である。 

     この他では、岡山県からの派遣職員の削減が予定されるため、事務局職員の人事方針を

定める等、法人職員の採用について検討した。  
 

【事務等の効率化・合理化】 

   ⑤ 事務の効率・合理化として、平成 19 年度に作成した経理関係業務に係る業務フロー図を
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基に、教職員が、適正かつ効率的な予算執行を行うための教職員用の経理業務マニュアル

を整備した。 

     また、外部委託の可能性については、継続的に検討をしているものの、本学では、開学

当初から業務委託可能なものは委託しており、現時点で委託すべきものはなかった。今後

も他大学の例を参考に継続的な検討を行うこととしている。  
 
 

(ウ ) 財務内容の改善に関する事項  
 

評 定  中期計画の進捗状況は  順調  

 
  【自己収入の増加】 

   ① 外部資金獲得として、文部科学省の科学研究費補助金の申請を教員へ積極的に勧めた結

果、応募件数は、保健福祉学部３０件（対前年  +３件）、情報工学部３０件（対前年  +６件）

及びデザイン学部６件（対前年  -１件）であった。 

     なお、平成 20 年度の文部科学省科学研究費補助金の新規採択率は１７％で、19 年度採択

率３０％に比べ大きく落ち込んだ。19 年度不採択者の申請書に改善のアドバイスを行ってき

たが結果に結びついてはいない。 

     採択率は中期計画での目標数値とはされてはいないが、採択率の向上に向けての継続的

な努力が必要である。 

   ② 文部科学省科学研究費補助金と対照的に、共同研究費、受託研究費等外部資金について

は、共同研究  ３１件（対前年  +８件）、受託研究  ３８件（対前年  +１７件）、教育研究奨励寄

付金に係る研究  ３０件（対前年  -２件）を獲得しており、３研究費の合計では前年度実績を

大きく上回った。産学官連携推進センターを中心とした学外機関との連携活動による効果

が見受けられる。  
③ 研究費以外について、講習会や研修会等の有料化を検討しているが、平成 20 年度の実績

は前年度程度であった。ただし、産学官連携推進センターが実施した「商品力強化実践塾（ア

クティブキャンパス）」は新設の講習会であり、有料化の検討は継続されている。 

 

【資産の管理運用、経費抑制】 

   ④ 平成 19 年度決算で認められた目的積立金等について、安全性及び効率性を考慮し、定期

預金による運用を行い財務収入の増加を図った。 

     施設・設備の管理として、電気使用量削減を目的に光熱水費の配分方法を見直し、各学

部に対し、努力により削減された電気料金の一部を還元する仕組みを整備した。また、岡

山県からの運営費交付金削減を考慮し、21 年度から長期的な改修計画等の見直しを行うこ

ととした。 

     健康・スポーツ推進センター設置に併せて、体育施設の一般開放を検討したところであ

るが、体育施設の貸付基準の検討や適正な使用料設定については引き続き検討することと

した。  
 
 

(エ ) 自己点検・評価及び改善並びに当該情報の提供に関する事項  
 

評 定  中期計画の進捗状況は  順調  

 
【評価充実】 

   ① 大学評価・学位授与機構に対し、平成 21 年度認証評価の実施（受審）に係る申請を行い

受理された。また、認証評価に先立ち、20 年 11 月～12 月に各学部（一部に学科）単位で
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の外部評価を実施した。その際の指摘事項等は今後の検討課題としている。 

 

【情報公開】 

   ② ホームページの法人情報掲載項目(区分)を改善（リニューアル）した。 

    また、本学の法人運営に係る各種情報(中期目標・計画、年度計画実施状況及び評価委員会

による評価結果、法人運営に係る諸会議議事録等)をホームページ又は「大学概要」に公表

した。  
 
 

(オ ) その他業務運営に関する重要事項  
 

評 定  中期計画の進捗状況は  順調  

 
【施設設備の整備】 

   ① 施設・設備の改修等については、上記（ｳ）の【資産の管理運用、経費抑制】のとおり。 

 

【安全衛生管理】 

   ② 関係法令に基づき、安全衛生管理体制を整備・運営するとともに、教職員を対象にメン

タルヘルスやセクシャル（キャンパス）ハラスメントに関する研修会を実施した。また、

総社市消防署員指導の下に消防訓練を実施した。  
 
 
(３ ) 対処すべき課題  
   法人化後２年目を迎え、業務実績報告の総合的評定(自己評価)は､平成 19 年度の「中期計画

の進捗状況は概ね順調」に対し、20 年度は「順調」との評価となった。19 年度評価では、５個

の大項目評定のうち２項目が「順調」、３項目が「概ね順調」と評価が分かれていたのに対し、20

年度は５項目とも「順調」との評価となったたためである。これらのことから、法人化による

改革の結果、整備された新しい体制が順調に活動を始めていると見ることができる。 

   しかし、法人化は未だ緒に就いたばかりで、大学という組織が新体制となっても、そこで活

動する教職員に意識改革が行われていなければ、順調な進捗状況は維持できない。組織は比較

的容易に改革できても、人間は真に順応するまでには一定の時間（これを時定数と呼ぶ）が必

要である。ただし、昨今の大学を取り巻く社会環境は激しく速く変動しているので、それに適

応するためには人間の時定数をそのまま認めていては、組織として大学間競争に後れをとるこ

とになる。そこで、本学のさらなる発展に向けて、次年度以降に対処すべき課題について、全

学的な課題、学部別課題及び教員個人の課題に分けて述べる。  
 
 
ア  全学的課題  
 
① 平成 20 年度に発生した大学を取り巻く社会変動として、６月に発表された岡山県財政危機

宣言及び秋から冬にかけて始まった世界同時不況を挙げねばならない。このことにより、21

年度から４年間（すなわち､本中期計画の最終年度まで）に本学の収入の２/３を占める運営費

交付金が本学予算の１０％程度削減されることになった。 

    これは法人化されて間もない大学にとって極めて厳しいものであるが、これを大学に課せ

られた試練と見なし、21 年度の予算では選択と集中の視点に立ってかなり大幅な予算配分の

見直しを行うこととした。ただし、単にすべてを一律に１０％ずつ削減するのでは活力は生ま

れない。選択と集中の成果を、業務実績において報告することが 21 年度の最大の課題である。 

② 平成 20 年度の年度計画Ⅲ -1-(1)-アに示しているように、全学的な経営戦略として CC 戦略  
[Competition(競争) and Collaboration(協働) Strategy]を掲げたが、21 年度以降にはこれを実



- 11 - 

行して得られた活動成果を期待したい。特にこの戦略はアの①に述べた財政危機の状況下で

は必須であり、先ず大学内においても（学外ではもちろんのこと）教員は競争の意識で活動  

に取り組むとともに、最終的には協働の精神を発揮して全学で困難に立ち向かうことを目指

す必要がある。  
 
 

イ  学部別課題  
 

  ① 保健福祉学部 

・ 保健福祉学部では、平成 18 年度に採択された現代 GP が 20 年度に終了した。この間，通

常の授業では得ることのできない演習教育を学生に経験させ、またその成果を演劇という

形でいくつかの地域で発表することにより地域貢献及び学生のキャリア形成支援の役割を

も果たした。今後もこのような多様で新規性のある試みを提案実行して、学部のみならず

全学的な協働のリーダーシップを発揮することが期待される。 

   ・  保健福祉学部は，文部科学省の科学研究費補助金の採択件数も多く、共同研究等の外部資

金獲得にも健闘している。この学部はそれぞれ専門が異なる３学科からなり、それにより相

互に競争意識をもって活動する状況が昔から自然に芽生えていたのではないかと思われる。

今後もこの意識が絶えることのないよう継続することが重要である。  
・  平成 19 年度の業務実績報告においても課題として述べたことであるが、各学科とも国家

試験合格率を教育目標とし、目標を達成するための努力がなされ、その成果も得られてい

るのは結構なことであるが、同時に資格以上の教養及び専門に関する教育が必要である。

学生は取得単位の上限設定により、多くの授業を受講できないので、各教員は個々の授業

の中に興味ある豊富な内容を盛込む工夫が望まれる。また、研究面においては、保健福祉

学部教員は従来から現象分析に関する研究が多かったが、それに止まることなく政策提言

のような提案型研究に発展させることが求められる。この研究内容を授業に反映させるこ

とで、学生の関心を高めていくことも可能であると思われる。 

   ・  平成 25 年度から始まる第２期中期計画に向けて、学科やコースの見直し、他大学や各種

施設等との連携、大学院の充実などの議論を始める時期が来ていると思われる。 

 ② 情報工学部 

   ・ 情報工学部は全国各地の大学に比較的多く設置されていて、その意味では全国的な大学間

競争が激しく、生き残るためには独自性を示す必要がある。本学は平成 18 年度にスポーツ

システム工学科を情報工学部に設置し、３学科とも人間を中心に据えた社会の形成に貢献

できる技術者の育成をめざして丁寧な教育活動を展開し、入学者の確保及び就職の内定と

いう学部教育の入口及び出口から見た評価においては満足すべき結果を得ている。この傾

向は今後とも継続できるよう努力が必要である。 

   ・ 一方、大学院博士後期課程については、ここ数年間入学者が募集定員に満たない状態が続

いている。このことは、「情報系工学研究科が高度教育研究機関としての魅力を備えてい

ない。」と学生が評価したと受け取られかねない。この点について､大学院における研究指

導体制の見直しを進める必要がある。 

   ・ 情報工学部における文部科学省の科学研究費補助金の採択件数は、保健福祉学部の１/２以下

である。また共同研究等の外部資金獲得件数も他の２学部に比べると少ない。これらの原因

として、情報工学部の教員の中で外部資金獲得に積極的でかつその成果を挙げている教員は

いるものの、それが少数派で止まっているものと考えられる。情報工学部内には競争意識が  

やや希薄で、教育研究の目標設定が比較的低いところで安住している雰囲気があるのではな

いかと危惧される。奮起を期待したいところである。  
③ デザイン学部 

   ・ デザイン学部は、他大学にあまり設置されていないため、その意味でもユニークな存在で

あり、その活動も国内外の展覧会で発表、受賞する等優れた成果を挙げている。また、地

域貢献の観点からもそれぞれの専門分野を活かして多方面に積極的な活動を行っており、
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共同研究等の外部資金は他学部に比べて最多の件数を獲得している。このような活動を今

後益々発展させ、特に若手、中堅教員には制約に縛られることなく自由な発想による活躍

が望まれる。 

   ・  デザイン学部では、各教員が独自の価値観と活動の場をもつことは学問の性質上良いとし

ても、学部内教育コースにおける相互交流は必要である。各教員は自分の城を堅固にするに

止まらず、周囲を見渡してデザイン学部内で協働する術を相互に身につければ、より発展す

る力を秘めていると思われる。例えば、本学のデザイン学部が代表校となって、戦略的大学

連携支援プログラムの構想を他大学にアピールし､リーダーシップを発揮することなどが期待

される。  
 

 

ウ  教員個人の課題  
・ 平成 19 年度の業務実績報告において、全学的課題として掲げた項目の中に、学内コンセン

サス確保のため教員と学長によるフリートーキングの場の設定があったが、20 年度に４回実

施されるとともに、そこで提案された要望の中から、21 年度の業務計画として採択されたも

のもあった。ただし、このような機会の設定には限界があり、ホームページに掲載されてい

る諸会議の議事録や学長メッセージ等を参照し、なお不十分と考える場合には、各教員が自

ら行動することが重要である。その結果、大学の情報収集と意思決定のメカニズムに係る時

定数を小さくすることができる。 

  ・ アの①で述べたように、平成 21 年度の教員研究費の配分方式は、20 年度に比べて大幅な

改革が行われ、学長査定による競争的研究費の割合が拡大された。研究費の総額が削減され

る中、競争的研究費の枠は維持されており、教員自らが行動し､それが認められれば 20 年度

並みあるいはそれ以上の配分を受けることも可能である。各教員の奮起が望まれる。 

・ 平成 21 年度から准教授は教授会に参加することになり、また、○合 教員（大学院での論文

の主任指導が可能とされた教員）であれば准教授でも大学院生の主任指導が行えることにな

ったが、これにより､今後は若手、中堅教員が自主的に教育研究活動を行う基盤が定められた

といえる。各教員には、全学的視点に立ち､信念に基づき行動するとともに、本学全体の活性

化とレベルアップに努めることが期待される。  
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 ３ 中期計画の各項目ごとの実施状況 

 

 Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

  １ 教育に関する目標 

    「人間・社会・自然の関係性を重視する実学を創造し、地域に貢献する」という基本理念のもと、高度な

専門性と豊かな人間性を身に付けた人材を育成する。 

  （１）教育の成果に関する目標 

 

 

中 

期 

目 

標 

 ア 学士教育 

 （ア）  保健福祉学部においては、高度で多様な能力を有し、地域社会における人々の健康の増進と

福祉の充実に貢献する人材を育成する。 

  （イ） 情報工学部においては、情報技術を活用して、人間を中心に据えた社会の形成に貢献できる

技術者の育成を目指す。   

  （ウ） デザイン学部においては、あらゆる人間生活の場で、文化面での質を向上させる多様で社会化

志向の強いデザイナーを育成する。 

 イ 大学院教育 

 （ア）保健福祉学研究科 

   【博士前期課程】 

    保健・医療・福祉分野において、社会の要請に応えうる新しい知識や理論を修得する教育研究を

行い、優れた指導者、管理者、実践者等を育成する。 

    【博士後期課程】 

        人間の健康問題を生命・栄養・看護・福祉など多方面から科学的に解明するとともに、これら

諸分野の学術的な拠点を構築し、保健と福祉に関する諸問題を解決できる高度な見識を備えた教

育者、研究者を育成する。 

 （イ）情報系工学研究科 

   【博士前期課程】 

      情報工学とその関連分野である電子、通信、機械工学等の高度な知識と、柔軟な応用力をもつ

技術者、研究者を育成する。 

     【博士後期課程】 

      専門分野の深化と統合に留まらず、これを未知の分野に応用し、新たな問題発掘とその解決に

指導的な役割を果たせる教育者、研究者、技術者を育成する。 

 （ウ）デザイン学研究科 

    【修士課程】 

      デザイン理論の深化によるデザイン学の確立を目指すとともに、多様化したデザイン環境に対

応するため、高度な専門的知識・能力・技術と総合的視野を備えた指導的実務者、研究者として

のデザイナーを育成する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人

自己

評価

 

― 

Ⅱ 大学の教育研究等の質の向

上に関する目標を達成するた

めとるべき措置 

Ⅱ 大学の教育研究等の質の向

上に関する目標を達成するた

めとるべき措置 

Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に

関する目標を達成するためとるべ

き措置 

 

― 

 

 

― 

 

１ 教育に関する目標を達成す

るためとるべき措置 

１ 教育に関する目標を達成す

るためとるべき措置 

 

 

 

― 
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― 

 

ア 現代社会の一員として生

きる基礎能力を養う。 

 

ア フレッシュマン特別講義

や全学講義を受講させ、各分

野の専門家及び組織の管理

運営の担当者より、現代社会

で生きる心構えを学びとら

せる。 

 

ア フレッシュマン特別講義の一

分野として、劇団衛星の蓮行氏を

特別講師に招き「コミュニケーシ

ョンとは何か」と題して、 近の

学生に不足しているコミュニケ

ーションスキルについて教示し

た。（参加者 ３２０名） 

全学講義は、建築家の妹島和世氏

を招き「近作について-建築デザ

インにおける国際性と地域性」と

題して教示され、学生ばかりでな

く、建築専門家を含む一般聴講者

にも示唆に富むものであった。 

（参加者 ４８０名） 

 （今後の対応） 

   全学講義参加者の偏り、参加者

数の変動等の問題について様々

な工夫を行ってきたが抜本的な

解決に至らず、平成21年度から本

講義を休止することとした。今

後、本講義が目的とする「広く学

生に教養を高める」及び「地域文

化の向上に寄与する」にかなう講

義はどうあるべきか等の検討が

必要である。 

 

 

― 

 

 

― 

 

イ 専門性を修得させるとと

もに、専門を起点とする知識

拡がりを把握させる。 

 

イ 学部教育における専門科

目間の連携を毎年チェック

する。 

 

イ 看護学科では、平成21年度のカ

リキュラム一部改正にあわせて

専門科目等を準備し、教育目標と

授業科目の関係図を策定し、平成

21年度から適用することとした。

栄養学科では、専門科目間の連

携を示す図を作成し、平成21年度

履修案内に記載することとした。

保健福祉学科では、「社会福祉

士及び介護福祉士法」の改正に対

応する新しい教育課程を検討・策

定し、平成21年度から適用するこ

ととした。 

情報工学部では、学科教務委員

会および実験演習検討委員会を

定期的に開催し、授業科目間の連

携を確認した。 

デザイン学部では、専門科目間

の連携をチェックし、平成21年度

の「履修案内」から「学士課程教

育マップ」を掲載し、この連携を

学生に明示することとした。 

 

 

― 
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― 

 

ウ 創造力と統合力を修得さ

せる。 

 

ウ 卒業研究において、学生の

創造力と統合力を高める教

育方法を各学科で常に検討

する。 

 

ウ 看護学科では、それぞれの専門

領域の課題について、看護研究、

卒業研究科目担当者を中心に取

り組んだ。また、卒業論文を作成

し、抄録は「卒業研究要旨集」第

13号にまとめた。 

栄養学科では、卒業論文に取り

組む学生のために各教員の研究

内容を紹介し、学生が自主的に指

導教員を選べることとした。ま

た、卒業研究の公聴会を学科教員

と3年次以上の学生全員で聴講

し、意見交換を行うことで研究成

果を共有した。 

保健福祉学科では、３年次のゼ

ミナールと４年次の卒業研究を

一貫的に運営し、学生が自主的に

研究室を選び、時間をかけて研究

テーマを選べれるようにした。ま

た、卒業研究中間発表会（９月）

と卒業研究発表会（２月）を通じ

て、教員・学生相互の意見交換と

研究成果の共有を行った。 

情報工学部では、卒業論文の審

査に他研究室の教員をあて、相互

批判に耐えうる完成度とした。 

デザイン学部では、各学科にお

いて卒業研究中間発表を行った

外、各コースごとの途中チェック

を実施する等指導を強化した。 

 

 

― 

 

 

― 

 

エ コミュニケーション能力

と継続学習能力を育成する。 

 

エ 実験、演習、実習の科目に

おいて、学生間あるいは指導

者に対して自分の行為及び

結果を的確に話せる能力の

強化を図る。 

 

エ 看護学科では、教育方法にグル

ープ討議や課題学習の発表会を

積極的に取り入れコミュニケー

ション能力の育成に努めた。 

栄養学科では、実験実習と演習

科目（臨地実習・卒業研究を除く）

において学習成果に関するプレ

ゼンテーションの機会を準備し、

学生及び教員間の意見交換等コ

ミュニケーションの育成に努め

た。 

保健福祉学科では、８月・９月

に社会福祉援助技術現場実習を

行い、実習後に教員を交えてグル

ープ討議を重ね、11月27日に実習

指導者を招いて実習報告会を開

催する等コミュニケーションの

育成に努めた。 

 

― 
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情報工学部では、演習科目，実

験科目において学生のプレゼン

テーション、指導教員およびオブ

ザーバー教員への報告を積極的

に導入し、学生のコミュニケーシ

ョン能力育成に努めた。 

デザイン学部では、各コースに

おいて、作品の学外展示に際し、

そのプレゼンテーション方法等

の指導に努めた。学生間のコミュ

ニケーションについては、これを

授業に生かすための組織的取り

組みを検討していきたい。 

 

― 

 

（１）教育の成果に関する目標を

達成するためとるべき措置 

（１）教育の成果に関する目標を

達成するためとるべき措置

 

 

 

― 

 

― 

 

ア 学士教育 

所属学科・コース毎に専門

の学術を学ばせるとともに、

全学教育科目との間で教育

内容の連携を図りながら、

様々な社会の要請に的確に

対応できる人材を育成する。 

ア  学士教育 

各学部・学科においては、

学士課程カリキュラムの見

直し、再編を継続的に行うこ

とにより、多様化する現代社

会の変化や要請に応えうる

人材の育成を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

― 

 

 

― 

 

（ｱ）保健福祉学部 

 

（ｱ）保健福祉学部 

保健福祉学部では、各学科

共に国家試験対策を支援し、

学科組織の強化を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

― 

 

 
1 

 

① 看護学科 

・ ヒューマンケアリングが

実践できる能力を育成す

るための教育を充実する。 

・ 地域社会に貢献できる看

護師・保健師・助産師を育

成するための教育を充実

する。 

 

○ 国家試験の合格率 (％) 

看護師国家試験 

 現状  97 目標 100 
保健師国家試験 

 現状  87 目標  90 
助産師国家試験 

 現状  90 目標 100 
 

  ① 看護学科 

平成21年保助看法の指定

規則の一部改正を受けて、こ

れまでの教育効果を評価し

カリキュラムの一部を改正

する。それにより、教育目標

の実現に向け教育内容をよ

り充実させる。 

 

 

・ 平成21年保助看法の指定規則の

一部改正を受けてカリキュラ

ム改正を行い、文部科学省から

新カリキュラムの認可を受け

た。 

 

・ 看護師、保健師、助産師の国家

試験対策として模擬試験を5回

実施した。 

○平成20年度国家試験合格率

看護師 100％ 

保健師 100％ 

助産師 100％ 

 

・ 文部科学省の支援（現代ＧＰ）

により、保健福祉学部３学科で

取り組む新しい教育プログラ

ム企画「チームガバナビリティ

 

４ 
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育成教育」を展開してきたが、

平成20年度は計画期間の 終

年として、これまでの実績につ

いて検証を行った。 

  （効果） 

   1. 多くの新しい試みに取り組む

ことができ、その結果密度の高

い演習教育を経験することが

できたこと、 

     2. 指導者サイドにおいてＦＤ効

果が見受けられたこと等が挙

げられる。 

     3. 平成21年度から「ガバナビリ

ティ演習」を新規開講 

     4. 平成21年度から「コミュニケ

ーションティーチング演劇演

習」の新規開講 

       また、これらの効果とともに、

新しい大学教育への更なる取

り組みのための提案（課題）を

行った。 

   （概要） 

     1. 領域横断カリキュラムと学科

単独専門科目カリキュラムの

有機的な連携の必要性 

     2. 学外の人的資源を組み込んだ

新しい教育体制の編成 

     3. 学生に新しい教育の必要性を

理解させ、興味と参加意欲を持

たすための工夫 

     4 教育成果の地域への反映（貢

献） 

 

 

2 
 

② 栄養学科 

・ ライフサイエンスの理解

を基本にして問題発見・解

決能力を持つ管理栄養士

を育成するための教育を

充実する。 

・ 理論と実践の有機的な連

携及び一体化を目指し、実

践の場に則した教育の充

実を図る。 

 

○ 国家試験の合格率(％) 

  管理栄養士国家試験 

 現状  89 目標  95 
 

② 栄養学科 

・ 基礎学力を充実させるよ

うな履修モデルを履修案

内に記載するとともに、カ

リキュラムの見直しにつ

いてさらに検討を進める。

・ 学期末ごとの学生の成績

を学科独自で整理し、達成

度の低い学生について、ア

ドバイザー教員を通じた

指導を行う。 

・ 実習前における現場指導

者の特別講義を系統的に

組み込み、臨地実習の学習

環境を充実させる。 

・ 国家試験模擬試験の斡旋

 

・ 履修モデルとして全学教育科

目で学部教育の基礎となる化学

と生物の履修を薦める記載を履

修案内に掲載した。また、教職

教育科目のカリキュラムの開講

年次を変更し、科目内容の連続

性を保てるようにした外、学部

教育科目の選択科目に薬理学(2

年次生)を新たに開講した。 

・ 成績不良で実験実習にも参加

しなくなった学生について、学

科長、教務委員及びアドバイザ

ー教員が親を交えて指導等を行

った。 

・  臨地実習前に実習先指導者の

 

３
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を継続するとともに、教官

による個別指導体制の強

化を行う。 

 

特別講義を2回実施した。 

・ 国家試験対策として学内模試、

業者企画の模試を斡旋 (10回)

するとともに、指導教官に成績

通知時の個別指導を促した。 

○平成20年度国家試験合格率

 管理栄養士 88.1％ 

 

・ 現代ＧＰ教育プログラムを完

了し、新しい大学教育の取り組

みへの提案を行った。 

    Ⅱ－１－(１)－(ｱ)－①［1] の

とおり。 

 

 

3 
 

③ 保健福祉学科 

・ 子育て支援コース及び介

護福祉コースを設置し、社

会福祉学を基本にして少

子高齢社会に対応できる

専門職従事者の育成を目

指す。 

 

○ 国家試験の合格率(％) 

社会福祉士国家試験 

   現状  65 目標  80 
 

③ 保健福祉学科 

・ 学習動機・意欲の向上の

ため、学外の研究会・研修

会、ボランティ募集などの

情報を積極的に提供し、参

加を促す。 

・ 現代ＧＰの学習プログラ

ム（２年間）の学科として

の成果をまとめ、それらを

通じ実践力を高める教育

方法を検討する。 

・ 国家試験対策として、従

来通り年２回の模擬試験

受験を斡旋するとともに、

前年度の分析に基づいた、

模擬試験後の指導の充実

を図る。 

 

 

・ 学習動機・意欲の向上のため、

学外の研究会・研修会等の情報

提供を35件、ボランティアの情

報提供を18件行い、そのうちの

43件に学生の参加があった。 

  ・ 年２回の模擬試験を実施する

とともに、模擬試験後に国家

試験対策の指導を行った。ま

た、国家試験委員会が中心と

なり、随時学生の相談に応じ

た。 

   ○平成20年度国家試験合格率 

       社会福祉士79.4％ 

 

  ・ 現代ＧＰ教育プログラムを完

了し、新しい大学教育の取り組

みへの提案を行った。 

    Ⅱ－１－(１)－(ｱ)－①[1] のと

おり。 

 

 

３

 

 

4 
 

（ｲ）情報工学部 

科学技術の進展とグロー

バル化、地域・社会における

産業・技術の動向などを踏ま

え、環境変動に適切に対応で

きる技術者を育成するため、

教育プログラムを整備充実

させる。 

 

（ｲ）情報工学部 

複数の学科で共通する科

目で、学科ごとに個別に開講

している科目の統合を図る。

① 情報通信工学科、情報シ

ステム工学科 

物理リメディアル教育

の実施など、社会ニーズと

その変化を踏まえて、カリ

キュラムの検討を継続す

る。 

② スポーツシステム工学科

学年進行に伴い、教育内

容の充実について、詳細な

 

① 情報通信工学科と情報システ

ム工学科のコンピュータ入門

科目の名称を「計算機工学入

門」に統一し、情報システム工

学科の「アルゴリズムとデータ

構造」を情報通信工学科と同じ

「データ構造とアルゴリズム」

とした。 

平成19年度に見直した物理

リメディアル教育について、次

のとおり実施した。 

・ 情報通信工学科では，1年次

開講の物理学，基礎電磁気

 

３
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検討を重ねる。 

 

 

学，電気回路などの科目にお

いて，学生の高校物理習熟度

を判断した上で講義を進め

るように努めた． 

・ 情報システム工学科では、

フレッシュマン・セミナーに

おいて、物理リメディアルの

時間を設け力学系の演習を

行うこととした。 

② スポーツシステム工学科 

リメディアル教育のための

科目、サイエンスセミナーⅠ

(数学、力学)とサイエンスセミ

ナーⅡ(数学、電磁気学)を配置

した。 

 

 

5 
 

（ｳ）デザイン学部では、これ

からの時代と地域の課題

に対応した新たな問題発

見能力と、創造的な問題解

決能力を有する有為な人

材を育成するため、実技教

育、少人数教育の充実な

ど、教育体系や指導方法を

整備充実させる。 

 

（ｳ）デザイン学部 

・ デザイン学部の各学科、

各コースにおける、演習、

実習科目の履修登録状況、

成績等の基礎資料を収集

し、指導内容と指導成果の

検証法を再検討し、さらな

る充実に努める。 

・ 岡山県庁での学生作品等

の展示や総社市との包括

協定に基づく諸活動を通

じ、地域社会や学外機関と

の連携を深め、加えてフィ

ールドワークや調査研究、

ワークショップ等実践的

な教育プログラムを検討

する。 

また、学生作品のＷｅｂ

上での公開、閲覧を視野に

入れ、作品のデータベース

化を検討する。 

 

 

 ・ デザイン工学科では、検証手

段として全国レベルのコンペ

等に応募することとし、プロダ

クト及び建築デザインコース

の作品がＡＸＩＳギャラリー主催

の「『金の卵』学校選抜オール

スターデザインショーケース」

等で評価を得た。 

情報デザインコースでは、Ａ

pple社主催の「第２回学生デジ

タル作品コンテスト」で入選を

果たした。 

・ 造形デザイン学科では、実績検

証をワークグループで扱うこ

とを決定した。 

テキスタルデザインコースで

は、岡山県庁、総社市役所で作

品展示を行った。 

・ 学生作品のデジタル化にあた

り、学生にデジタル化を促す指

導を行うとともに、卒業研究の

図録デジタルデータについて

長期保存を考慮し、一部のＷｅ

ｂ公開を開始した。ただし、動

画作品のデータベース化は大

容量となるため、Ｗｅｂ公開を

前提としたＦＬＶファイル(容

量が比較的少量)で進めること

とした。 

（課題） 

デジタル化は膨大な作業量

と財源を必要とする。現状は、

 

３
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当該作業を学生に頼る状況で

ある。 

（効果） 

デジタル化により、Ｗｅｂ公

開等閲覧が容易になるととも

に、高校生へのＰＲ効果が期待

できる。 

 

 

－ 

 

イ 大学院教育 

学部教育との連携を図り

つつ、専門分野において、学

際領域の研究を行い、高度な

知識と柔軟な応用力をもち

指導的な役割を果たす技術

者、研究者を育成する。 

また、社会人・外国人留学

生等に対する教育・研究の拡

充を目指す。 

 

イ 大学院教育 

各研究科・専攻において

は、カリキュラムの見直しを

図り、大学院生が自分の専門

分野だけでなく、周辺分野の

知識も十分身につけられる

ように教育指導を行う。 

 

 

社会人の大学院入学を促すた

めに、長期履修学生制度について

規程整備を行い、平成21年度入学

生から適用することとした。 

 

 

 

 

 

― 

 

 

― 

 

（ｱ）保健福祉学研究科 

【博士前期課程】 

（ｱ）保健福祉学研究科 

【博士前期課程】 

 

 

 

 

― 

 

 

6 
 

 

① 看護学専攻 

・ 臨床に密着した研究方法

の修得を目指す。 

・ 看護職のリカレント教育

の充実を図る。 

 

 

 

① 看護学専攻 

・ リカレント教育を希望す

る社会人に対して、大学院

の入学を促す広報活動を

行う。長期履修制度の導入

を検討する。 

 

 

 

 

・ リカレント教育の充実として、

大学院入学を促す広報活動の

中で、平成21年度入学生から導

入が決まった長期履修制度の

周知を図った。 

（平成21年度入試受験者数） 

受験者  11人（Ｈ20入試 6人）

内社会人 11人（Ｈ20入試 4人）

 

３

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 栄養学専攻 

・ 高度の能力が要求される

栄養学分野に対応できる

人材の育成を目指す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 栄養学専攻 

・ 国内外で開かれる国際学

会での発表に旅費援助な

どを行える体制について

検討する。 

・ 学外講師による特別講義

を継続して行うことで、講

義内容を広げかつ深化さ

せる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 旅費の支援体制の検討 

韓国ウソン大学校で９月に開

催したウソン大学・中国四川大

学との合同セミナーへの参加

に対し、参加した教員が国際交

流学術交流促進費から渡航費

の援助を受けた。 

・ 高度な栄養学分野の人材育成

として、学外講師による特別講

義を次のとおり行った。 

特別講義（10月、12月） 

東京農業大学教授 本間清一

鹿児島大学教授 岡 達三 

講演会（2月） 

韓国ウソン大学校教授

Ki-Hong Yoon 

 

３
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 中国四川大学教授 方 定志 

 

 

8 
 

 

 

 

 

③ 保健福祉学専攻 

・ 臨床や現場における諸問

題を多面的な観点から探

索し、問題解決能力を有す

る高度な専門職従事者の

育成を目指す。 

 

③ 保健福祉学専攻 

・ 研究指導体制を検討する

とともに、学生が指導教員

以外のアドバイスを受け

られる機会を積極的に設

ける。 

 

 

・ 今後の研究指導体制について、

見直しを開始した。 

・ 修士論文中間報告会を２回実施

し、指導教授・所属大講座を超

えて学生を指導する機会を設け

た。 

 

 

３

 

 

 

 

 

― 【博士後期課程】 【博士後期課程】  

 

― 

 

9 
 

① 看護学領域 

・ 臨床が求める看護の知を

創造できる人材の育成を

目指す。 

・ 保健・医療の質の向上に

貢献できる看護管理の専

門家の育成を目指す。 

 

① 看護学領域 

・ 教員の指導体制を整備し、

研究指導の充実化を図る。

大学院生の研究成果の学

会等における発表を指

導・支援する。 

 

 

 

・ 学生の指導・支援にあたって、

主指導教員を中心に副指導教員

及び大講座の教員が協力し、そ

の充実を図った。 

・ 研究成果の発表を、国内学会７

件、国際学会２件に発表した。

 

３
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② 分子栄養学領域及び応用

栄養学領域 

・ 国際的な先端研究を遂行

でき、栄養学分野において

指導的立場に立つことの

できる教育者、研究者の育

成を目指す。 

 

 

 

 

 

 

② 分子栄養学領域及び応用

栄養学領域 

・ 指導体制をさらに充実す

るために、連携大学院教

授・准教授も適宜指導教官

となれる制度を模索する。

・ 学外講師による特別講義

を行い講義の充実化を図

る。 

 

 

 

 

 

・ 指導教官の判定基準に関する申

し合わせを見直し、より実状に

合わせた基準を策定した。 

・ 連携大学院教員による教育・指

導制度については、中国学園大

学からの非常勤講師4人による

授業科目を6科目新設し、平成21
年度からの開講に向けて指導体

制の充実を図った。 

・ 学外講師による特別講義び実施

については、Ⅱ-１-(1)-イ-(ｱ)

[7] 【博士前期課程】に同じ。

 

 

３

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11 
 

 

 

 

③ 保健福祉学領域 

・ 学際性・国際性・総合力

を兼ね備え、保健福祉領域

における学術の継承と発

展を担う教育者、研究者の

育成を目指す。 

 

③ 保健福祉学領域 

・ 大学院生の研究成果の学

会等における発表を指

導・支援する。 

 

 

・ 後期課程在籍の４名の大学院生

をそれぞれ筆頭著者として、学術

雑誌に４件の論文発表と学会で

１件の口頭発表を行った。 

 

３

 

 

 

 

 

― 

 

（ｲ）情報系工学研究科 

【博士前期課程】 

（ｲ）情報系工学研究科 

【博士前期課程】 

 

 

 

 

― 

 

 

12 
 

 

 

技術者に求められる対応

領域の多様化と高度化に適

合できるように、学士課程と

の間で教育内容の連続性に

留意しつつ、教育プログラム

大学院生の筆頭での学会

発表の義務化を促進し、活発

に学会発表を行う。 

 

 

・ 大学院生筆頭での学会発表を

推奨し、ほとんどの大学院生が

学会発表を経験している。 

（２年次での発表率） 

  電子情報通信工学専攻  88%

 

３
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の展開を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  情報システム工学専攻 100%
（発表件数） 

  論文 6件、 国際会議 6件 

  全国大会 25件、 

  中国四国地域 41件 

・ スポーツシステム工学科の博

士前期課程設置の概要を策定

し、文部科学省及び「大学設

置・学校法人審議会大学設置分

科会運営委員会」へ事前   

協議を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

― 【博士後期課程】 【博士後期課程】  

 

― 
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情報技術を多様な分野に

展開できる人材育成を図る

ために、教育の内容・方法・

実施体制等の見直しを行う。 

各種プロジェクトに大学

院生を参加させ、学術論文・

国際会議等に研究成果を発

表させる。 

 

 

科学技術振興機構戦略的創造研

究推進事業等プロジェクトへ２

名が参加した。 

    （発表件数） 

    論文 9件、 国際会議 5件 

    全国大会 9件 

    中国四国地域 7件 

 

 

２

 

 

 

 

― 

（ｳ）デザイン学研究科 

【修士課程】 

（ｳ）デザイン学研究科 

【修士課程】 

 

 

 

― 
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高度な能力を備えたデザ

イナーを育成するため、学部

に準じて研究科の機構改革

を行うとともに、将来に向け

ての博士課程新設も研究す

る。 

 

 

 

 

 

学部改組による 初の学

生が２年後に卒業し、大学院

へ進学することを想定して、

「 適な教育環境の中で高

度な教育を実践する」ポリシ

ーにのっとり、改組後の学科

及びコース構成（学科及びコ

ース教育）と適切に接続する

修士課程を構築すべく、専

攻・講座の再編作業を進め

る。 

 

学部改組に伴うデザイン学研究

科修士課程の設置概要について、

研究科長及び専攻長を中心とし

た改編準備委員会が若手教員の

調査・検討事項を参考にし、文部

科学省及び「大学設置・学校法人

審議会大学設置分科会運営委員

会」と事前協議を行い、規定の書

類を提出した。 

 

 

３
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 Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

  １ 教育に関する目標 

 （２）教育内容等に関する目標 

 

 

中 

期 

目 

標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ア 入学者受入方針（アドミッション・ポリシー） 

    全学及び各学部・学科並びに大学院各研究科・専攻における入学者受入方針を明確化するとと

もに、それに対応した入学者選抜試験を実施する。 

 イ 教育課程 

    学士課程では、全学教育科目と学部教育科目の間で教育内容の連携を図りながら、時代と社会の

様々な要請に的確に対応できる能力を育成する。 

    大学院課程では、学士課程との連携を保ちながら専攻分野に関する広範な専門知識の研究指導を行

い、高度な専門職に従事する人材、研究者を育成する。 

 ウ 教育方法                                           

    学士課程では、専門教育への準備不足の対応としての高大接続教育、入学前教育及び全学教育を充

実するなど、授業の理解度を深め、豊かな人間性を    培う教育方法を工夫する。 

    大学院課程では、広い視野に立って、専攻分野における研究能力又は高度の専門性を要する人材を

養成する観点から、教育目的と修了生像を明確にし    た研究指導を行う。  

 エ 成績評価 

    学生の学修効果を高めるため、成績評価基準の一層の明確化と厳格な成績評価に取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人

自己

評価

 

― 

 

（２）教育内容等に関する目標を

達成するためとるべき措置 

（２）教育内容等に関する目標

を達成するためとるべき措置 

  

― 

 

 

15 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 入学者受入方針（アドミッ

ション・ポリシー） 

全学及び各学部・学科並び

に大学院各研究科・専攻にお

ける「どのような学生を求め

るのか」を明記した入学者受

入方針を明示することで、本

学を志願する学生にわかりや

すく情報提供する。 

また、求める資質の入学者

を適切に選抜するため、入学

者選抜試験の見直し・改善を

図る。 

 

 

 

 

ア 入学者受入方針（アドミッ

ション・ポリシー） 

・ 平成19年度刊行された大

学案内英語版の見直しを

行う。 

・ 平成19年度入学者の修学

状況をみながら、多様な入

学者に対する選抜方法を

検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 広報専門委員会で大学案内英語版

の見直しを行い刊行した。 

・ 情報工学部では、平成20年度から

多様な入学生の確保のため一般選

抜を前期日程及び中期日程により

行った（これまでは中期日程の

み）。 

・ デザイン学研究科では、応募状況

改善のため、大学案内を補足充実

させる別のパンフレットを学科別

に作成し、各学科を構成するコー

スの教育内容、入試実技課題を紹

介した。またこれを、オープンキ

ャンパス等の機会を捉えて配布し

た。  

 

３

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

― 

イ 教育課程 イ 教育課程  

 

― 

 

 （ｱ）全学教育研究機構（全学教 （ｱ）全学教育科目の充実を図 （ｱ）教育研究活動委員会及び全学  
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16 
 

 

 

 

 

 

 

育の全学的な実施組織）が

主体となって、全学教育の

充実を図る。 

 

 

 

 

る。「学部教育への準備」

の検討を行う。 

 

 

 

 

 

教育担当教員により、全学教育の

充実及び全学教育と学部教育の

連携について、まず各学部教育に

おける全学教育科目の必要性を

調査し、次に課題を「全学教育が

めざすもの」としてまとめ、今後

の見直しのための基礎資料とし

た。 

 

３

 

 

 

 

 

 

 

 

17 
 

 

 

 

 

 

 

 

（ｲ）学生の入学前における学習

歴の多様化に伴い、高大接

続教育を意図した教育課程

の編成を行う。 

 

 

 

 

 

（ｲ）平成19年度入学者の修学

状況をみながら、専門科目

の履修に必要なリメディ

アル教育の導入ついて検

討する。 

 

 

 

 

 

 

・ 情報通信工学科では、1年次の

物理学、基礎電磁気学、電気回

路などの科目において、学生の

高校物理習熟度を判断した上で

講義を進めるように努めた。情

報システム工学科においては、

フレッシュマン・セミナにおい

て、物理リメディアルの時間を

設け、力学系の演習を行うよう

になった。 

 

 

２

 

 

 

 

 

 

 

 

 

18 
 

 

 

 

 

 

（ｳ）全学教育科目と学部教育科

目との間で教育内容の連携

を図りながら、様々な時代

的・社会的要請に的確に対

応できる能力を育成するよ

うに、教育課程の再編成に

ついて検討する。 

（ｳ）改組後の完成年度に向け

て、見直しが必要となるこ

とを念頭にカリキュラム

検討を継続する。（デザイ

ン学部） 

 

 

 

（ｳ）Ⅱ-１-(2)-イ-(ｱ) [16] のと

おり 

 

 

 

 

 

 

 

３ 

 

 

 

 

 

 

 

19 
 

 

 

 

（ｴ）英会話等実践的英語力の向

上を目指す。また、東アジ

ア圏の大学と交流を進めて

いることから、東アジア圏

の外国語教育にも重点を置

く。 

 

（ｴ）英会話Ⅰ、Ⅱのシラバス

及び成績評価の統一を図

る。 

 

 

 

（ｴ）特別研究に基づいて、英会話

Ⅰ、Ⅱのシラバスおよび成績評

価の統一を図り、平成21年度か

ら実施することとした。 

 

 

３ 

 

 

 

 

 

― 

 

 

 

 

 

 

（ｵ）社会の要請に配慮しながら

教員免許取得のための教育

課程の開設について検討す

る。 

 

 

 

 

（ｵ）教員免許取得に対する社

会の要請の強さを調査し、

取得課程実現の是非を判

定する。 

 

 

 

 

（ｵ）現状では、本学への教員免許

取得課程の設置要望は少なく、

当面は栄養学科(平成19年度設

置済)以外での新設は行わな

い。 

今後、社会情勢の変化を観察

し、適正な時期に再検討を行う

こととした。 

 

 

― 

 

 

 

 

 

 

 

20 
 

 

（ｶ）大学院課程では、学士課程

との連携を保ちながら、専

攻分野の深化を図るととも

に、幅広い領域に対する問

（ｶ） 

・ 既設の専攻を担当可能な

スポーツシステム工学科

教員を大学院担当とし、大

（ｶ） 

・ 情報工学部スポーツシステム工

学科及びデザイン学部デザイ

ン工学科、造形デザイン学科

 

３
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題の提起と解決能力を養う

ため、教育課程の再編成に

ついて検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学院の教育内容の充実を

図る。 

・ 学部改組による 初の学

生の卒業を２年後に控え、

「 適な教育環境の中で

高度な教育を実践する」ポ

リシーにのっとり、文科省

への申請を念頭に専攻・講

座の再編作業を進める。

（デザイン学部） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（いずれも平成18年度新設）に

対応する大学院新専攻の設置

作業を進めた。 

（経過） 

文部科学省へ事前相談（12
～1月）、大学設置・学校法

人審議会大学設置分科会運

営委員会」へ事前相談（2月）

を行い、設置概要が概ね了承

された。 

（計画概要） 

・人間情報システム工学専攻：

人間を中心とする工学分野

において、幅広い基礎知識と

豊かな知性と夢を持ち合わせ

た高度な専門技術者の育成を

図る。 

   ・デザイン工学専攻： 

デザイン工学の専門分野及

び関連分野に関する理論と技

術を修得し、各専門分野の諸

問題の解決とデザイン手法の

革新を図るとともに社会に貢

献できる指導的デザイナーの

育成を図る。 

・造形デザイン学専攻： 

造形デザインの専門分野及

び関連分野に関して幅広く履

修し、複合的な知識及び造形

デザイン技術の習得のもと、

社会に貢献できるデザイン提

案力を備えた人材の育成を図

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

― ウ 教育方法 ウ 教育方法  

 

― 

 

21 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ｱ）全学教育では、価値の多様

性の理解、学問の体系性や

総合性の認識、課題探求に

必要な基礎知識とその活用

法の修得、実践的な情報処

理能力と外国語基礎能力の

修得、専門基礎知識の修得

を重視して、授業科目を７

つのカテゴリーに区分し

て、講義、演習、実技の授

業形態により、全学生に統

一して実施する。 

 

（ｱ）７つのカテゴリーの全学

教育科目が各学部、学科の

教育に貢献している実情

を調査する。カテゴリー

「健康の維持・増進」の充

実を図るための健康・スポ

ーツ推進センターを設置

し、その運営方法を検討す

る。 

 

 

 

 

（ｱ） 

・ 各学部教育における全学教育科

目の必要性を調査し、「全学教

育がめざすもの」としてまとめ

た。 

内容は、中央教育審議会２００２

以降において求められた「新し

い時代に求められる教養教育の

在り方について（個人が社会と

係わり、経験を積み、体系的な

知識・知恵を獲得する過程で身

に付ける物の見方、考え方、価

値観）」の必要性が述べられた。

 

３
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当面の対応としては、現７カ

テゴリーを維持したまま現実的

な課題を検討することとなり、

平成21年度は、全学教育のカテ

ゴリー「学部教育への準備」の

科目内容について検討する。 

・ 健康・スポーツ推進センターを

設置して、スポーツ教育及びス

ポーツ施設、機器等の維持管理

に提言「健康・スポーツ推進セ

ンター理念の構築」を行い、今

後の運営の指針とした。 

・ 本年から、語学センターにおい

て第2外国語担当教員のミーテ

ィングを開催し、難易度の調整

を図った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

― （ｲ）及び（ｳ） （ｲ）及び（ｳ） ― 

 

 

22 
 

 

・ 看護学科では、特別選抜

合格者に対し、入学前に基

礎的な教育を実施する。 

・ 特別選抜合格者に対し、入学前

に看  護の基礎的な教育を３

回行った。（看  護学の各専

門分野で実施） 

 

 

３
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・ 栄養学科では、特別選抜

合格者に対する事前教育

を入学前に実施するとと

もに、栄養学の学習におい

て必須の科目である化学

の入学後教育の改善につ

いて検討を行う。 

 

・ 特別選抜合格者に対し、化学に

ついて事前教育を4回行った。 

（課題） 

化学の基本的な計算力が不

十分な学生に対する対策が必

要。 

 

 

３ 
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・ 保健福祉学科では、特別

選抜合格者に対し、適切な

教材を基礎に、入学前教育

を年２回実施する。 

・ 特別選抜合格者に対し、高齢者

福祉に関する教材を用い教育を

２回行った。 

 

 

３ 

 

 

 

 

25 
 

 

 

 

 

・ 情報工学部では、特別選

抜合格者を対象とする「入

学準備懇談会」について、

平成19年度の実施内容を

継続するとともに、事前教

育の充実について検討を

行う。 

 

・ 特別選抜合格者に対し、「入学

準備懇談会（事前教育を含む。）」

を２回行った。 

 

 

 

 

２ 
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（ｲ）学生の入学前における学習

歴の多様化に対応できるよ

うに、教育方法の見直しを

行う。 

 

 

（ｳ）特別選抜合格者に対する入

学前教育の充実について検

討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
・ デザイン学部では、特別

選抜合格者に対して行っ

ている入学前教育を、学科

毎に細部の点検を図り、充

  ・ 特別選抜合格者に対し、事前教

育を両学科それぞれに行うとと

もに、19年度に開始したアンケー

ト調査等を継続して実施した。 

 

３ 
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 実させる。  

（ｴ）  （ｴ） ―  

― 

 

27 
 

 

 

 

 

 

・ 看護学科では、カリキュ

ラム改正に合わせて、再

度、学内演習と臨地実習と

の連携教育について検討

する。 

 

 

 

・ 小グループ（4～6名）による学

内演習や臨地実習により、習熟

度に合わせた個別指導を行な

った。各専門領域においては講

義、演習、実習の連携教育につ

いて検討し、カリキュラム改正

との整合性について整理した。

 

３ 
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・ 栄養学科では、訪問回数

の少ない学生に対しては

さらなる研究室訪問の指

導を行なう。 

 

 

・ 一定の期間を設定して、学生が

アドバイザー教員の研究室を

訪問するように呼び掛けた。そ

の結果、１,２年生を中心にこの

期間だけで延べ77名が12研究

室を訪問した。 

 

 

３ 

 

 

 

 

 

29 
 

 

 

 

 

 

・ 保健福祉学科では、新カ

リキュラムの２年目に当

たるので、１年生対象の入

門ゼミに加え、２年生対象

の基礎ゼミを導入し、保健

福祉の基礎的な知識や方

法を教育する。３年生・４

年生のゼミナールは従来

通り。 

 

・ ２年生対象の基礎ゼミを初めて

実施した。5名の教員がテーマご

とに講義とグループワークを行

った。１年生の入門ゼミは教員

４名（前期5名）で担当し、前後

期ともテキストを用いグループ

ワークを行った。（３年生・４

年生のゼミナールは従来通り。）

 

３ 

 

 

 

 

 

 

 

30 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ｴ）教員とのコミュニケーショ

ンにより、授業の理解度を

深めるとともに、豊かな人

間性を培うオフィスアワー

制度などの少人数指導体制

を充実する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 情報工学部 

スポーツシステム工学

科：運動工学実験、システ

ム工学演習Ⅰ、Ⅱ、システ

ム工学実験など低年次開

講の実技系科目を対象に

検討する。 

情報通信工学科、情報シ

ステム工学科：平成19年度

の改革を継続するととも

に、その効果を検証し、問

題点の洗い出し等を行う。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ スポーツシステム工学科では、

運動工学実験で増テーマを行

い、スポーツと情報工学との接

点に触れる機会の増加を図っ

た。また、システム設計実験を

３年次に新規開講し、グループ

での取り組みによって共同プロ

グラミング等を行うとともに、

情報系では問題の設定から解決

までの一連の作業を自ら行う実

習を実施した。 

・ 情報通信工学科及び情報シス

テム工学科では、実験演習検討

委員会を組織し、問題点・改善

法などを協議し た。 

     （成果、問題点） 

    ショートレクチャーの有効性 

    ※ 実験前に、背景となる理

論等の簡易復習を行うこ

とで、学生の理解度向上が

見受けられた。 

 

２
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     学生のWeb依存の弊害 

    ※ 実験内容が理解できない

場合に、すぐWeb情報に頼

る等大学での授業が軽視

される傾向が見受けられ

る。 
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・ デザイン学部では、オフ

ィスアワー制度の活用を、

特に1・2年次生に対して推

進する。また、各コースの

紹介を含んだ1年次生対象

の「コース紹介プログラ

ム」の実施を通して、専門

教育への理解を深めさせ

る。 

3・4年次生には、重要性

を増すキャリア教育と連

動した専門教育の充実を

図る。 

 

・ 年度当初のオリエンテーション

の機会を通じ、オフィスアワー

制度の説明と周知を図り、その

活用を促した。 

・ 一部で、オフィスアワーを利用

して、エントリーシートの書き

方やポートフォリオ作成等の指

導を行った。 

 

 

 

 

 

 ３

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

― 

 

 

 

 

 

 

 

（ｵ）単位制度の実質化を図るた

め、履修登録できる年間の

単位数の上限を学科ごとに

設定する。 

○ 履修登録できる年間の単

位数の設定 

現状 ７学科（１年次のみ）

目標 全学科（全学年） 

  平成１９年度に実施 

 

 

 

 

 

 

 

  

― 
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 （ｶ）学士課程におけるシラバ

スを毎年見直して充実を

図るとともに、大学院課程

における各授業科目のシ

ラバスを作成する。 

 

 

 

 

 

（ｵ） 

・ デザイン学部では、学士

課程のシラバスの見直し

を継続して行い、整備され

たシラバス作りを推進す

る。 

・ 大学院におけるシラバス

の見直しを継続的に行い

大学院教育の充実を図る。

・ 看護学科では、大学院の

指導体制のさらなる充実

を図る。 

 

（ｵ）平成20年度も学士課程及び大

学院課程のシラバスの見直し

を行い、必要な修正を行った。

 ・ デザイン学部では、実習補助

の教員（助教・助手・教務職員）

の表記位置を改め、分かりやす

い表示とした。 

・ 看護学科(看護学専攻）では、

教育目標にあわせて教育内容

を修正するとともに、学士課程

及び大学院課程のシラバスの

見直しを行った。 

 

３
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（ｷ）教育研究の充実と社会のニ

ーズを的確に把握するた

め、学外の公的試験研究機

関や民間の研究所の施設・

設備と人的資源を活用する

連携大学院方式 の推進 等

（ｶ）新たな連携大学院の締結

に取り組むとともに、これ

まで締結している連携大

学院の実績の評価を行う。

 

 

（ｶ）本年度には、新たな連携大学院

の締結はなかった。 

栄養学科(栄養学専攻)では、こ

れまでの連携大学院実績につい

て自己点検、評価を次のとおり

行った。 

 

３ 
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に取り組む。 

 

○ 連携大学院方式の協定書

締結件数 

 

Ｈ18年度    6件 

目標( 終年度) 8件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 大学院前期課程において、平

成19年度から連携大学院の教

員による講義を段階的に取り

入れ、その充実を図ることが

できた。 

・ 大学院前期課程において、

連携大学院の教員による講

義を平成19年度から段階的

に取り入れ、その充実を図る

ことができた。 

・ 連携大学院における院生の交

流実績は、平成18年度入学生

が1名（岡山県生物科学総合研

究所教員による指導）、平成

20年度入学生が1名（中国学園

大学から）であった。 
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（ｸ）大学院の各研究科、専攻の

学生への研究指導体制の見

直しを、全学的視点で行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ｷ） 

・ 博士後期課程について平

成19年度に示した改革の

実施状況を点検する。ま

た、単位取得退学後に提出

する学位論文申請手続き

等の見直しを行う。 

・ 博士前期課程（修士課程）

に対する研究指導体制の

見直しを行う。 

 

 

（ｷ） 

・ 博士後期課程について、単位取

得退学後に提出された学位論文

については、第３回教育研究活

動委員会において、現行の学位

規程のとおり取扱うことが確認

された 

・ 博士前期課程（修士課程）につ

いて、厳正な学位審査体制が確

立されるように、教育研究活動

委員会において各専攻の取組み

を調査し、問題点を指摘すると

ともに、改善することを要請し

た。 

 

 

３

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

―   エ 成績評価 

 

エ 成績評価  

 

― 

（ｱ） 

・ 全学科ともシラバスのチェ

ックを実施する。 

 

（ｱ） 

・ シラバスのチェックは全学科に

おいて行った。 

 

３
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36 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ｱ）シラバスに掲載する各授業

科目の到達目標と成績評価

の内容をいっそう明確にす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 成績の５段階評価への移行

について、教務専門委員会で

検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 教務専門委員会において、成績

の５段階評価への移行について

検討を開始し、次年度に継続する

こととした。 

  平成20年度では、５段階評価へ

の移行はＧＰＡ制度導入と併せ

て議論すること、また、導入まで

に検討すべき事項の取りまとめ

を行った。 

 （今後検討すべき事項） 

  1. 成績評価の厳格化、明確化 

 

２ 
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    2. ＧＰＡ算出入方法 

   3. ＧＰＡ値の活用方法 

   4. 教員、学生への制度の周知 

 

 

 

 

37 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 看護学科では実習科目毎

の評価項目について継続

的に検討する。学科として

の卒業時の教育目標の達

成に向けて、シラバスの見

直しを行う。 

 

・ 実習科目毎に評価項目の見直し

を行い、平成21年度看護学実習

実施要綱に反映することとし

た。 

 

 

 

３ 

 

 

 

 

― （ｲ）  

 

― 

 

38 
 

 

 

 

・ 看護学科では、カリキュ

ラムの改正にあわせて、実

習体制、構造、指導体制に

ついて再度検討する。 

 

・ 平成21年度のカリキュラム改正

に伴う臨地実習の構造・体制を

見直すとともに、その達成度や

評価方法を専門分野ごとに明確

にした。 

 

３ 

 

 

 

 

 

39 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 栄養学科では、臨地実習

報告会を実施し、教員・臨

床指導者の評価、学生の自

己評価を用いて実習の達

成度評価を継続する。卒業

研究の達成度評価は、卒業

研究公聴会の実施や評価

表の作成について検討す

る。 

 

 

 

 

・ 臨地実習報告会を実施し、教員、

臨床指導者及び学生の3者によ

る達成度評価を実施した。 

・ 卒業研究の達成度評価を目的

に、その発表に係る公聴会(2日
間)を実施した。 

また、評価方法等については、

学生のプレゼンテーションに視

点を置いた評価表を作成すると

ともに優秀な発表者を表彰する

こととし、平成21年度からの試

験的実施が決定された。 

 

３ 
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（ｲ）学内外の実習・演習を含め

て達成度を明らかにし、厳

格な成績評価、修了認定を

行うとともに、成績評価分

析を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 保健福祉学科では、社会

福祉士養成に関わる従来

の「実習運営委員会」に加

え、介護福祉士と保育士の

養成に関わる実習運営・指

導体制を検討・整備する。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ より一貫的な実習教育を行うた

め、実習運営委員会に社会福

祉、介護福祉、保育の３部会を

設け、実習の指導体制を整備し

た。 

実習成果の評価は、全体計画

立案と併せて、３部会の代表者

会議が中心に行うこととした。

（課題） 

実習の成果は概ね良好と判

断されたが、社会福祉士養成

に関しては、その指導に多く

の教員が参加していることか

ら、教育の一貫性が損なわれ

ている側面があるとの指摘が

あり、その体制を見直すこと

とした。 

 

３ 
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41 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 情報工学部では、教育成

果の評価方法に関するプ

ログラム、評価処理技術等

を検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

情報工学部 

・ 12月に行った外部評価に合わせ

て、教育目標ごとの達成度評価

法の試行を組織的に行った。 

（概要） 

  情報通信工学科では、情

報・通信・電子の３カテゴリ

ーの年度毎の単位取得状況を

相関係数で評価した。 

情報システム及びスポーツ

システム両学科は個々の成績

から目標毎の達成度を数値化

し、それに基づき評価を行っ

た。 

 

 

３
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・ デザイン学部では、デザ

イン教育プログラムに対

する達成度の評価法を研

究し、成績評価に関する検

討を行う。 

 

デザイン学部 

・ デザイン教育プログラムに対す

る達成度の評価方法について、

他大学の実施状況等を調査し

た。 

 

 

２
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 Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

  １ 教育に関する目標 

 （３）教育の実施体制等に関する目標 

 

 

中 

期 

目 

 

標 

 

 ア 教職員の配置等 

     学生に質の高い教育を実施し、教育目標を効果的に達成するため、適切な教職員配置と専門性

の向上に努める。 

  イ 教育環境の整備 

     学生の学修効果を高めるため自習環境、附属図書館機能等の教育環境の整備・充実を図る。 

  ウ 教育の質の改善 

        学生に質の高い教育を提供するため、授業内容、授業方法等の改善に資する研修、研究を組織的

に行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人

自己

評価

 

― 

 

（３）教育の実施体制等に関する

目標を達成するためとるべ

き措置 

（３）教育の実施体制等に関する

目標を達成するためとるべ

き措置 

 

 

 

 

 

― 

 

― ア 教職員の配置等 

 

ア 教職員の配置等  

 

― 

 

43 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ｱ）本学の教育目標に則して、

新たな学問の展開や社会

状況に対応できるように、

適切な教員の配置に努め

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ｱ）人事委員会で学長のリー

ダーシップのもとで、全学

的視点及び中期計画の方

針に沿って、適切な教員配

置を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ｱ）人事委員会で学長のリーダシ

ップにより、学部の枠にとらわ

れない教員配置を実施した。一

例として、長期間空席となって

いる教員ポストを、全学的視点

で時限的に学部間で利活用す

る方針(このポストをバッファ

ポストと呼ぶ。)を定め実行し

た。 

  ・公募による教員選考 19名 

   （内バッファポスト該当者1名）

  ・内部昇任 6名 

(講師→准教授 4名、助手→

助教 2名) 

 

 

４ 
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（ｲ）職員は、適材適所の人事

方針により、在任期間の延

長、経験者の配属を図ると

ともに、研修参加を促し、

専門性の向上を図る。 

 

（ｲ）事務を適正かつ効率的に

処理するため、事務職員に

ついて適材適所の観点か

ら配置を見直すとともに、

専門性向上のため、経理担

当職員等の研修を実施す

る。 

 

（ｲ）公立大学協会等で実施される

研修を利用し、事務局職員の積

極的な受講を図ることができ

た。（リスクマネジメント研修

やエクセル等ソフトウェア操

作研修） 

 

 

３ 

 

 

 

 

 

 

 （ｳ）大学業務全般に精通して （ｳ）他大学の専門職員の採用 （ｳ）今後の事務局職員体制につい  
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45 
 

 

 

いる専門職員の採用を検

討する。 

 

 

状況を把握するとともに、

本学職員の採用に向け研

究する。 

 

て、事務局長を中心に検討を行

い、平成21年度以降に採用試験

を実施することとした。 

２ 

 

 

 

― イ 教育環境の整備 イ 教育環境の整備  

 

― 

 

46 
 

 

 

 

 

 

 

 

（ｱ）語学センターでは、学内

ＬＡＮを利用した英語の

自主学習ソフトの利用促

進と、貸し出し用教材の充

実を図るなど、学生が使え

る英語を習得できるよう

支援体制の一層の充実を

図る。また、学内で定期的

に実施しているＴＯＥＩ

ＣＩＰテストの広報に努

める。 

 

（ｱ）語学センターでは、ＰＣ

用ＯＳの進歩に合わせて、

ＡＬＣのバージョンアッ

プを検討する。 

 

 

 

 

 

（ｱ）ＡＬＣのバージョンアップを

行い、平成21年度から運用を開

始する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

47 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ｲ）情報教育センターでは、

学生の情報活用能力の向

上を図るため、学生の自主

学習や教員の教育活動の

支援体制の充実を図る。 

また、パーソナルコンピ

ュータの活用面で語学セ

ンターと相互協力する等、

両センターの運営効率化

について検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ｲ）情報教育センターでは、

学内ネットワークが正常

に運用できるように努め

る。 

       また、学生へのパーソナ

ルコンピュータの開放時

間の増加についての検討

をするとともに、語学セン

ターと協力して、パーソナ

ルコンピュータの更なる

有効活用を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

（ｲ）学内ネットワークの正常運用

に努めた。 

・ ネットワーク不通トラブルが 3件

あったが、早期に対応した。 

（代替機への切り替え、ソフトウ

ェアのアップグレード及びユニ

ット交換） 

・ スパムメール対策機器（サーバ）

を導入した。 

・ 語学センターとの協力の下、

情報処理演習室を学生へ週３

日開放した。 

    演習室開放時の利用者数 

     延7,549名（対前年146％）

・ 開放時間増加について学生に

アンケートを行ったところ、拡

大要望が多数あり、平成21年度

は開放日の拡大を行うことと

した。 

 

３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
48 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ｳ）附属図書館では、開館時

間の延長や土曜日開館を

継続・充実して図書貸出数

の増加を図るとともに、岡

山県内の図書館間相互貸

借システムへの参加、蔵書

の充実等により利便性の

向上に努める。 

○ 図書貸出冊数（年間） 

   現状（Ｈ18年度）23,000冊 

   目標（ 終年度）25,000冊 

（ｳ）附属図書館では、電子ジ

ャーナルの方向性をより

明確にする。 

また、非常勤講師の講義

を含めた学生図書の選定

を再検討する。 

 

 

 

 

 

 

 （ｳ） 

・ 電子ジャーナル「Infotorac 

Custom」の普及を全教員に周知

し利用向上を促進するととも

に、希望調査を実施して閲覧可

能な雑誌等を入れ替えた。 

・ 非常勤講師の授業に関連する学

生図書として、人文・社会科学

系の図書を購入・充実した。 

     ○ 図書貸出冊数（平成20年度） 

      26,694冊 

 

 

３ 
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（ｴ）デザイン学部では、時代

に即応したメディア機器

やネットワーク環境を整

備する。 

 

 

 

 

 

（ｴ）デザイン学部のネットワ

ーク環境が正常に運用で

きるように努めるととも

に、学生の利便性を考慮し

て学部内に無線LANのアク

セスポイントを段階的に

整備する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （ｴ） 

 ・ 学部内のネットワークとコンピ

ュータ設置状況を調査し、段階

的に無線ＬＡＮを導入するため

の導入計画を再度策定するとと

もに、小規模ながら設備の導入

(3,5階フロアー)を図った。 

（課題） 

セキュリティーを確保（IP

自動取得）するための対策が必

要であるが、高額のため予算措

置が難しい。 

（効果） 

学生が課題制作や就職活動

を行う際の利便性が高まる。ま

た、コンピュータ演習室のセキ

ュリティーが高まると同時に

飽和状態が緩和できる。 

 

３

 

 

 

― ウ 教育の質の改善 ウ 教育の質の改善  

 

― 

 

50 
 

 

 

 

（ｱ）個人評価調査書はこれま

で各教員の自己改革の手

段として活用されたが、今

後教員の個人評価の資料

とすることとし、その活用

方法を検討する。 

 

（ｱ）Ⅱ-１-(3)-ウ-(ｴ) [57] のとお

り。 

 

 

 

 

 

３ 

 

 

 

 

 

51 
 

 

 

 

 

 

前年度に発行した４件

の年報等（教育年報、社会

貢献年報、教育研究者総

覧、大学概要）の年度更新

を行い、各活動を整理し、

教育の質の改善に活用す

る。 

 

教育年報、社会貢献年報、教育

研究者総覧、大学概要の年度更新

を行い、教育の質の改善に活用し

た。 

特に、教育年報2008においては、

平成20年度に実施した外部評価

による自己点検を行い、今後の改

善に活用することとした。 

 

３ 

 

 

 

 

 

 

 

52 
 

 

 

 

教育の質の改善計画が、

全国的な競争の場で認め

られた場合、その担当教員

に研究費の支援を行う。

 

教育プログラム等採択報奨金の

交付基準を定め、平成20年度は現

代ＧＰの実践的チームガバナビ

リティ育成教育担当教員10名に、

研究費として、それぞれ300千円

を付与した。 

 

３ 

 

 

 

 

 

53 
 

 

 

 

 

特別研究費等の活用に

より、本学の特色ある、高

いレベルの教育研究活動

を推進する。 

 

 

教員提出の申請書及びヒアリ

ングにより学長が査定し、教育研

究活動の活性化を図った。 

地域貢献特別研究費 

23件（申請 25件）、30,000千円

独創的研究助成費 

45件（申請 48件）、32,000千円

 

３ 

 

 

 

 

 

 

（ｱ）本学の教育、研究、地域･

社会貢献及び管理運営に

関する評価等の総括を行

う評価委員会が、自己点検

の企画と実施に当たる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 学術論文・作品の発表、 ・ 看護学科（研究科）  
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学術講演および学会発表

について、前年度の水準の

維持・向上を図るととも

に、件数の増加を目指す。

 

 

 

 

 

 

 

 

     学術論文 8件 

     学会発表 18件 

  ・ 栄養学科（研究科） 

     著書 11件、論文 54件 

     国際会議発表 33件、 

     国内学会発表 105件 

  ・保健福祉学科（研究科） 

    学術論文25件、教科書11件、

       その他論文9件、学会発表24件
  ・情報工学部（研究科） 

    著書 6件、論文 50件 

    国際会議発表  50件 

    国内学会発表 145件 

  ・デザイン学部(研究科) 

    学会誌に掲載された学術論文2件

    学術報告書2件 

    学会発表16件 

    作品発表(個展、招待出品)22件 

（学部紀要、学内研究報告書を除く。）

３

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

55 
 

 

 

 

 

 

 

（ｲ）評価委員会が中心となり、

学生による授業評価を活

用しながら教育内容及び

授業方法の改善の取組を

推進する。 

 

 

 

 

（ｲ）学生による授業評価アン

ケートを実施し、教育年報

2008に報告するとともに、

試行的に実施している教

員業績評価に利用する。 

 

 

 

（ｲ）学生による授業評価アンケー

トを前後期で実施した。結果に

ついては、前期分を教育年報

2008に掲載し、後期分は教育年

報2009に掲載予定。 

なお、当該アンケートの結果

(平成19年度実施分)を、平成20
年度から開始(試行)した教員の

個人評価に活用した。 

 

３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

56 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ｳ）学内教員相互の授業参観

や新任教員に対する研修

会等を行うＦＤ（Faculty 

Development）活動により、

教員の教育技術水準の向

上を目指す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ｳ）授業参観と授業評価の連

携を推進するとともに、学

外者を招聘し、授業改善の

ための研修会を開催する。

   学部の独自性を考慮した

相互授業参観を実施する。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ｳ）ＦＤ活動の一環として、本年

度は平成20年9月30日に小林直

人氏（愛媛大学医学部総合医学

教育センター長）を招き教員を

対象に研修を行った。 

・ 学科長及び評価委員会委員

を対象に「愛媛大学ＦＤ活動

の取組について」の講演を行

った。（参加者19名） 

・ 一般教員を対象に「効果的

な授業の進め方」の研修を行

った。（参加者62名） 

     また、授業参観及び授業評

価を次のとおり実施した。 

・ 評価委員会において、ＦＤ

部会と授業評価委員会を統

合し、授業参観と授業評価の

連携を図った。 

   ・ 相互授業参観を実施した。

（前期授業）

     （授業公 開率） 

 

４ 
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         ※ 授業公開教員数/公開該当教員数

       保健福祉学部  94.4% 

        情報工学部    100% 

        デザイン学部 100% 

     （参観率） 

           ※ 参加教員数 /在籍教員数 

            保健福祉学部  76.0% 

       情報工学部    90.7% 

       デザイン学部 79.1% 

・ 学生による教員の授業評価

を例年通り実施した。 

     （前期） 

       実施科目数     297教科

        実施率         99.0%

        主要５項目評価  3.86±0.39

     （後期） 

       実施科目数    253教科

        実施率          98.1%

       ※ 被評価延教科目数 

      / 授業評価対象延教科目数

        主要５項目評価  3.89±0.40

       ※ 5点満点の平均値±標準偏差 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

57 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ｴ）教員の個人評価は、教育・

研究・社会貢献活動の適切

な評価方法・評価基準を定

めて実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

（ｴ）教員の個人評価に関する

スケジュール初年度とし

て、個人評価調査書の評価

及び教員へのフィードバ

ック法を検討する。 

 

 

 

 

 

 

（ｴ） 評価委員会において、「教員

の個人評価調査書」に基づく評

価方法が審議・承認された。 

平成20年度は評価実施の初年

度として、学長を含む教員の理

事が、平成19年度の「個人評価

調査書」を基に評価(試行)を実

施し、その結果を各教員へ示し

た。 

結果のフィードバック後、大学

として各教員の対応状況を把握

するまでに至っていない。 

 

２ 
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（ｵ）教員の個人評価等を有機

的かつ積極的に利活用す

るとともに、評価結果を適

切にフィードバックして、

教員の教育についての取

組を強化する。 

 

（ｵ）前年度に提案した取組の

具体案を策定し試行する。

また、正規の実施に至るま

でのスケジュールを検討

する。 

 

（ｵ）教員の個人評価を本年度から

開始(試行)し、今後２年間の試

行結果を踏まえ平成23年度か

ら本格的な教員の個人評価を

実施することとした。 

 

 

３ 

 

 

 

 

 

59 
 

（ｶ）教育年報を毎年発行し、

本学の教育活動の成果を

集約し、各種評価のための

資料を提供するとともに、

次年度に向けた教育の質

の改善の指針を提示する。 

 

（ｱ）教育年報2008は、2009年4
月末に発行し、これを大学

のホームページに公開す

る。 

 

 

 

 （ｶ）教育年報2008は平成21年4月末

に発行し、本学ホームページに

公開した。 

 

 

 

 

 

３ 
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 Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

  ２ 学生への支援に関する目標 

   キャンパス・マネージャー（学生企画提言委員）の意見等を生かしながら、学生が有意義な大学生活を送

れるよう学生の学習、生活、就職、経済面等に対する支援の充実を図る。 

 （１）学習支援、生活支援、就職支援等に関する目標 

 

中 

期 

目 

標 

  利用者である学生の視点に立って、学生の自主的な学習活動や課外活動を支援するほか、生活相談、

健康管理、就職対策等に係る支援体制の充実を図る。 

 

 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人

自己

評価

 

― 

 

２ 学生への支援に関する目標

を達成するためとるべき措置 

２ 学生への支援に関する目標

を達成するためとるべき措置

 

 

 

― 

 

 

― 

 

 

（１）学習支援、生活支援、就職

支援等に関する目標を達成

するためとるべき措置 

（１）学習支援、生活支援、就職

支援等に関する目標を達成

するためとるべき措置 

 

 

 

 

 

― 
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ア 教員が学生のために訪問

時間帯を設けて研究室に待

機し、授業等の疑問点や個人

的な悩みなどの相談を受け

るオフィスアワー制度、学生

毎にアドバイザー教員を決

め進路や学業などの相談を

受けるアドバイザー制度、心

配ごとや悩みを専門のカウ

ンセラーが聞く「ほっとルー

ム（学生相談室）」及び保健

室の専門の職員が応じる健

康管理体制などの充実を図

り、自主学習及び生活・進路

相談における指導体制を強

化する。 

 

ア 

・ 保健福祉学科では、教員全

般・実習・就職に関する卒業

生からの意見・情報を的確に

得るための、卒業生の組織化

について検討する。また、実

習先指導担当者に対する教

育プログラムの提供を検討

し、実習教育の充実を図る。

 

 

 

・ 情報工学部では、学期ごと

に学生個人の単位修得状況

等を整理するとともに、出席

調査を学科として行い、問題

を抱える学生の発見と対応

を組織的に進める。 

 

・ デザイン学部では、オフィ

スアワー制度の認知を徹底

し、その活用を奨励すると共

に、積極的な情報の収集と対

応を行う。 

特に１年生に対し、制度の

周知や学生からの要望を捉

 

・ 保健福祉学科では、卒業生の組

織化として、同窓会に登録した情

報を利用する手続きを等を策定

し、平成20年度卒業生から同情報

を利用できる体制を整えた。（今

後の卒業生に対しても同じ取り

組みを継続する予定。） 

また、実習先指導担当者に対し

ては、社会福祉と介護福祉の実習

指導者会議を各１回開催し、それ

ぞれ「実習モデル」「スーパービ

ジョン」についての解説を行っ

た。 

・ 情報工学部では、学科教授会に

おいて学生個人の単位取得状況

が示され、問題学生への早期ケ

アが図られた。 

また、問題行動のある学生の

情報を学生相談室および教員間

で共有し、想定される問題に対

処することとした。 

・ デザイン学部では、学科の学生

生活支援委員会を活用し、学生

の出席状況などの情報交換を行

い、支援を必要としている学生

 

３
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えるため、年に１回を目処に

学生と教員の懇談会を開催

する。また、出席・履修状況

の芳しくない学生の情報を

適切に収集する組織的な体

制を構築する。 

 

に対し、組織的な取り組みを行

うための体制作りを開始した。

また、1年次生及び20年度編入学

生を対象とした学生と教員との

懇談会を（1月に）実施した。 

 

 

・ キャンパス・マネージャー

と学生部長及び事務局との

懇談会を適宜開催し、学生意

見を把握しながら、それら意

見を学生生活等の支援に反

映させていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ キャンパスマネージャーとの懇

談会では、本学のホームページ

について意見等が出され、その

改善に努めた。特に、学生専用

ページの新設にあたっては、学

生の様々な提案を反映すること

ができた。 

・ キャンパスマネージャーとの学

内(施設、設備)点検ツアーでは、

食堂の給茶器の増設や学内道路

の一部舗装等要望を取り入れ、

学生の利便性、安全性が向上し

た。 

・ 全学部生を対象とした学

生生活アンケートを実施し、直ち

に対応できる意見や要望につい

て、大学運営の改善に反映した。

（主な改善点） 

1. 安全性確保のための学内の

樹木剪定 

2. 学生が利用可能なパソコン

の増設 

3 図書館の南側ガラス面への

断熱塗装(冷房効率向上のた

め｡） 

（課題） 

  大学周辺の環境整備（吉備線の増

発等他機関との調整が必要） 

 

 

・ 学生相談室と保健室が連携

して、学生相談室のＰＲを実

施し、学生へ周知徹底すると

ともに、気軽に学生相談室を

訪れるよう奨励する。 

 

 

 

・ 学生が気軽に学生相談室を訪

れることができるよう、春と秋

に「ほっとルーム」キャンペー

ンを行った。また、カウンセリ

ングが必要な学生に対しては、

学生相談室と保健室が連携し

て対応を行うとともに、新たに

非常勤精神科医を委嘱し、学生

相談体制の充実を図った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 看護学科では、ガイダンス

グループでの指導を強化す

るとともに早期に問題状況

に介入する。 

・ 看護学科では、ガイダンスグ

ループでの指導により、早期に

問題状況に介入した。 
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61 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 イ 

・ インターンシップ推進会議

を核として学生への啓発・奨

励に努めるとともにインタ

ーンシップを実施する企業

等の情報提供に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

・ インターンシップ推進会議を５

月に開催し、各委員を通じて学生

への啓発・奨励を行ったほか、参

加希望学生と受け入れ募集企業

との適切なマッチングに努めた。

参加者数 17名（平成19年度 12名）

 ※ 岡山県経営者協会実施分

 

（課題） 

参加学生の増加（インターン

シップの意義等をいかに学生

へ周知するか。） 

 

３

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

62 
 

 

 

 

・ 看護学科では、インターン

シップの積極的活用と、学生

個々の適性とを加味した指

導を行う。 

 

 

・ 病院等が実施するインターンシ

ップへの参加を積極的に推進し、

学生個々の適性を加味した指導

を行った。 

参加者数 20名 

 ※ 岡山県経営者協会実施分

を除く。 

 

 

３ 
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・ 情報工学部では、インター

ンシップ参加者が増えるよ

うに情報提供に努める。 

 

 

・ 各種機会を通じて、インターン

シップへの参加を促し、参加者数

を増加させた。 

実績は、Ⅱ－２―(1)―イ [61]（岡

山県経営者協会実施分）のとお

り。 

 

３ 

 

 

 

 

 

64 
 

 

 

 

イ インターンシップによる学

生のキャリア形成を支援する

ため、学内の「インターンシッ

プ推進会議」の活動を充実す

る。また、「大学コンソーシア

ム岡山」におけるキャリア教育

も活用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ デザイン学部では、就職支

援委員会が中心となり、学生

への就職情報共有化を図る

施策として「ポートフォリオ

展」を核とした就職支援セミ

ナーを開催する。 

 

・「ポートフォリオ展」や卒業生を

招いての「就活トークショー」等

を実施した。 

 

 

 

 

３ 
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ウ 県内企業の学内説明会の

実施、就職資料室の県内企業

コーナーでの情報提供など

により、県内就職を希望する

学生が就職活動を効果的に

展開できるよう充実を図る。 

 

 

  ○ 卒業生の就職率(%) 

     現状      93 
   目標( 終年度) 97 
※ 就職率＝就職者数 / 就職希望

者数 

 

 

ウ 

・ タイムリーな各種就職ガイ

ダンスや就職模擬試験等を

実施するなど、学生の要望に

沿った効果的な就職活動の

支援を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 外部講師を招き、各種就職ガイ

ダンスやセミナーを開催（４回）

したほか、希望者を対象とした自

己分析検査や就職模擬試験を実

施した。 

（課題） 

各種ガイダンスの内容に応

じて、一部開催時期の早期化が

必要。 

・ 就職相談員を10月から新たに配

置した。 

（効果） 

これまで事務局で対応が

困難であった模擬面接や個別

 

３
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指導等が可能となった。相談件

数 １４６件 

（課題） 

就職相談員制度の学生への

ＰＲ及びその積極的な活用 

・ 県内で開催される合同企業説明

会の周知を図ったほか、大都市部

で開催される合同企業説明会へ

就活バスを運行（４回）した。本

年度は、広島で開催される合同企

業説明会へ初めて就活バスを運

行し、中国地方の有力企業へ就職

を希望する学生の支援を行った。

平成20年度卒業生の就職率 95.8% 
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・ 看護学科では、学生の具体

的、個別的なニーズに対応す

るため、卒業生を迎えての就

職懇談会を実施する。 

 

・ 卒業生を招き８月に就職懇談会

を開催し卒業生から就職に関す

る情報を得た。また、学生の個々

の適性にあった就職が図られる

よう施設見学やインターンシッ

プへの参加等を支援した。 

 

３ 
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・ 栄養学科では、各種職域に

就職した卒業生を講師に招

いた就職支援セミナーを行

う。 

 

・ 卒業生による就職支援セミナー

を７月に開催し、全学年の学部

学生と大学院生が参加した。 

 

 

３ 
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・ 保健福祉学科では、従来の

就職懇話会、就職説明会に加

えて、キャリア支援のための

新たな体制の開発・整備につ

いて検討する。 

 

 

・ ４年生対象の就職説明会を５月

に開催するとともに、学生全員に

個別面談を実施した。また、３年

生対象の進路説明会を２月に開

催した。就職・進学委員会におい

て、インターンシップ導入による

キャリア教育について検討を開

始した。 

 

２ 
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・ 情報工学部では、学内で実

施する県内企業による就職

説明会への参加企業数を拡

大する。 

 

 

・ ＳＥＯ（システムエンジニア岡

山）主催の県内企業説明会の参

加企業拡大に向け、各種機会を

通じて情報発信を行った。 

参加企業 ２８社（Ｈ19年度28社）

 

２ 
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・ デザイン学部では、卒業生

を講師に招いたセミナー等

の就職支援活動を実施する。

・ 卒業生を招き、「就活トークシ

ョー」を開催し、就職に関する情

報を提供した。 

 

３ 
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エ 学生が単なる就職活動に

止まらず、幅広い人間形成や

職業観などを身につけるよ

うに、教員はカリキュラム全

体を通じてキャリア形成支

援に努める。 

エ １年次生向け全学教育科

目「フレッシュマン特別講

義」に、劇団員の非常勤講師

によるコミュニケーション

スキルに関する講義を設け、

学生の幅広い人間形成や自

エ Ⅱ-１-アの項目参照 

「フレッシュマン特別講義」に劇

団員の非常勤講師によるコミュニ

ケーションスキルに関する講義を

行った。 

また、平成21年度から全学教育

 

３
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己表現の向上を支援する。

 

 

科目「コミュニケーションティー

チング演劇演習」を開講すること

となった。 

 

 

 

 



 

- 42 - 

 

 Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

  ２ 学生への支援に関する目標 

 （２）経済的支援に関する目標 

 

中 

期 

目 

標 

   学資が十分でない学生に対して、学業に専念できるよう経済的な支援の充実を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中 期 計 画 

 

 

 

年 度 計 画 

 

 

 

実 施 状 況 

 

 

法人

自己

評価
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（２）経済的支援に関する目標を

達成するためとるべき措置 

学資等が十分でなく就学

が困難な学生については、授

業料減免制度の活用、各種奨

学金の斡旋などにより支援

する。 

 

 

 

（２）経済的支援に関する目標を

達成するためとるべき措置

・ 授業料減免制度について学

内掲示並びに説明会により

周知を図るとともに、適正な

審査のもと真に支援が必要

な者の減免を行う。 

・ 日本学生支援機構奨学金の

説明会を年度初めに実施し、

応募者の受付・推薦を行う。

また、各種奨学金についても

適宜情報提供に努める。 

 

 

・ 授業料減免について、学内掲示

及び説明会により周知を図り、申

請者には厳正な審査を行い授業

料を免除した。 

減免実績：123名（前期・後期

延べ人数） 

・ 日本学生支援機構奨学金につい

て、定期採用者及び大学院予約奨

学生募集の説明会を開催し、基準

を満たす学生について推薦を行

った。 

  採用実績：定期採用者103名 

        （応募者131名）

 

 

３ 
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 Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

  ２ 学生への支援に関する目標 

 （３）留学生に対する配慮に関する目標 

 

中 

期 

目 

標 

   国際社会に開かれた大学として、外国人留学生の受入を進めるほか、各種支援の充実に努める。 

 

 

 

 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人

自己

評価

 

― 

 

 

（３）留学生に対する配慮に関す

る目標を達成するためとる

べき措置 

（３）留学生に対する配慮に関す

る目標を達成するためとるべ

き措置 

 

 

 

 

 

 

― 
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ア 外国人留学生に対しては、

奨学金制度の調査・情報提

供、自転車の無償貸与や在留

許可更新手続きなどの支援、

少人数の学生を教員が担任

し、学習面等について指導助

言を行うチューター制度な

どによる支援の充実を図る 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 

・ 日本での学生生活に不慣れな

外国人留学生には、チュータ

ー制度を活用するとともに、

各種奨学金の情報提供に努め

る。 

 ・ デザイン学部では、担当教員

やゼミ指導教員を中心に、チ

ューター制度を活用しながら

奨学金制度の情報提供や学習

面、生活面での指導、助言等

の支援を行うための具体的な

行動計画の検討を行う。 

・ 留学生の要望を把握したうえ

で「日本語表現法」担当者が

個別にオフィスアワーなどの

時間を使って対応する。 

また、留学生のための日本

語教育に関する教材を、図書

館や語学センターに設置し、

留学生が気軽に視聴したり、

借り出せたりできるようにす

る。 

 

 

・ 日本での生活に不慣れな留学生

にチューターを配置し、生活や学

習の支援を行った。 

1名(4～7月、韓国ウソン大学校

からの転学生）      

 （課題） 

   留学生の多様化、増加に対応で

きるよう、組織的な取り組みの検

討が必要。 

 

 ・ 留学生に対する各種奨学金につ

いては、学内掲示により募集し、

選考・推薦を行った。 

   9名受給／留学生数14名（研究

生を除く） 

 

 ・ 留学生の生活や学習等に対する

支援として、アドバイザー教員や

オフィスアワー制度を活用した。

   学習内容や留学生の実情に応

じた学習面・生活面の支援を行う

ため、学部学科ごとの取り組みと

して、教員間での情報・意見交換

の場を設けたり、日本語の会話・

作文指導等を行った。 

 

・ 附属図書館では、外国人留学生

の日本語修得を支援するために、

日本語入門等の関連図書及び辞

書類の充実を図った。 

 

３

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 イ 保健福祉学部においては、 イ  留学生の積極的な受け入れ イ 留学生受入の具体的計画とし  
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74 
 

留学生の積極的な受入（編入

学を含む。）体制を構築する。 

 

 

 

 

 

 

 

のため、組織体制を整備する。

また、入試、広報関係の教員

で、留学生受け入れに繋がる、

具体的計画を作成する。 

 

 

 

 

 

て、学術交流協定校からの平成21

年度転学生受入に係る選考方法

等を作成した。 

この転学生（３年次に配属）の

受入れとして、又松大学校から積

極的な受入を行った。 

H21 年度転学生の受入状況 

・ 保健福祉学部１名（2 名） 

・ 情報工学部 １名（1名） 

・ デザイン学部２名（2 名） 

   ※ （ ）内は、過年度転学者を含

む転学による在籍者数の計 

 

３ 
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 Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

  ３ 研究に関する目標 

 （１）研究水準及び研究の成果等に関する目標 

 

中 

期 

目 

標 

 ア 教員自らの研究水準を高め、研究成果を国内的及び国際的に広く発信する。 

 イ 地域の課題や社会の要請に的確に応えるため、県民福祉の増進、文化の向上、産業の発展、地域振興

等に寄与する調査研究活動に取り組む。 

 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人

自己

評価

― 

 

３  研究に関する目標を達成す

るためとるべき措置 

 

３ 研究に関する目標を達成する

ためとるべき措置 

 

 

 

― 

 

 

― 

 

 

（１）研究水準及び研究の成果等

に関する目標を達成するた

めとるべき措置 

（１）研究水準及び研究の成果等

に関する目標を達成するため

とるべき措置 

 

 

 

 

 

― 
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ア 研究者としての教員の水

準向上 

教員が、学部学生や大学院

生の教育及び研究指導を行

うには、研究者として十分な

能力を備えることが前提で

あるので、各々の専門分野に

おける国内及び海外の場で

研究成果を積極的に発表す

る。その成果をもとに、学内

での競争原理を効果的に適

用して教員のレベル向上を

図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア  教員個人あるいは教員と学

生が共同して行う研究の成果

の発表は、当該学部長が把握

し、成果が専門教育や学生の

研究指導に反映されるよう適

切に指示する。 

平成20年度は、若手教員に

加え中堅教員にも教員の資質

を高めるための個別対応を拡

大する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 

・ 保健福祉学部では、各学科教員

及び学生の研究活動の活性化を

目的に、学科ゼミ及び専門領域ゼ

ミの実施をとおして、学生の研究

指導に反映できるよう指示した。

・ 情報工学部では、各教員の研究成果

は、教育研究者総覧2008等の成果書

作成において把握し、学部長が直接

アドバイスを行った。 

・ デザイン学部では、ゼミの機会

のほかに，卒業研究の中間および

終発表に際して学科ごとに，当

該学科の全学生に対し，個別に指

導のコメントを与えた。デザイン

学研究科では，修了研究の中間お

よび 終発表に際し，両専攻の教

員から，個々の学生に対し指導の

コメントを与えた。 

  また，ＦＤ活動の一環である教

員相互の授業参観においては、そ

の対象を若手・中堅教員を中心と

し，できるだけ新任教員が担当す

る授業を参観して、適切な指示を

行った。 

 

２
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ＯＰＵフォーラムは、前年

度と同じく開学記念日の５月

２９日に開催する。 

産学官連携支援団体の主催

する発表会・研究会について

は、開催情報の学内への早期

広報などにより、教員の研究

成果の積極的な発表を促す。

・ ＯＰＵフォーラム２００８（5月29
日）開催時に、教員の研究成果を

展示した。 

展示件数 65件（平成19年度 60件）

・ 産学官連携推進センターが関係

する発表会・研究会等で21件の研

究発表を行った。 

 

 

 

３

 

 

 

 

 

 

 

 

77 
 

 

 

 

看護学科では学科教員、大学

院生の研究活動の活性化を目的

とし、毎月１回程度の学科ゼミ

を開催するとともに、指導教員

及び指導体制の充実を図る。 

・ 毎月1回程度、講座毎に専門分野

別のゼミを開催するとともに、2
ヶ月に1回程度、学科ゼミを開催

し指導教員を中心とした指導体

制を強化した。 

 

 

３ 
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栄養学科では、積極的に学外

研究者を交えた研究セミナーを

開催する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 学外研究者による講演会として、

国内 2件及び国外 2件を実施し

た。 

 （国内） 

   「食の安全」本間清一教授（東

京農業大学、10月17日） 

「東アジアにおける機能性食

材のデータベースの内容と特

徴」 岡達三教授（鹿児島大学、

12月8日） 

 （国外） 

   方定志教授(四川大学、2月12日)

     Ki-Hong Yoon教授（ウソン大

学校、2月12日） 

 

 

３
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保健福祉学科では、研究プロ

ジェクト「認知機能（特に注意

機能）と加齢に関する研究」を

推進する。 

 

 

・ 教員６名参加で研究プロジェク

ト「認知機能（特に注意機能）と

加齢に関する研究」の研究計画を

策定・開始した。 なお、平成20
年度は、統制群となる若年者のデ

ータを収集した。 

 

３ 

 

 

 

 

 

80 
 

 

 

 

 

情報工学部では、学術論文及

び学術講演・学会発表の水準の

維持・向上を図り、数的には前

年度実績の維持・増加を図ると

ともに、質の向上を目指す。 

 

 ・ 積極的な発表を奨励し、前年度

を上回る発表実績が得られた。 

   論文          50件（H19：47件）

   国内学会発表 145件（H19：126件）

   詳細はⅡ－1－(３)－ウ－(ｱ) [54] 

のとおり。 

 

 

３ 
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デザイン学部では、教員の研

究成果や作品をＷｅｂ上で公開

できるように学部ホームページ

の充実を図る。 

 

 

・ 学部ホームページにおいて、学

生作品及び教員・学生の受賞情報

等を掲載したが、情報収集に時間

と手間が掛かりホームページの

更新を定期的に行うことができ

なかった。 

 

２ 
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（課題） 

情報収集のシステム化と定期

的な更新が必要であるが、予算

的な問題がある。 
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イ  大学として重点的に取り組

む課題 

産学官連携推進センター

は、「領域・研究プロジェク

ト」による学部横断的な研究

活動を推進する。そのために、

研究費予算の重点配分、プロ

ジェクトリーダーとの定期

的・日常的な情報交換、研究

会設立、企業との共同研究、

競争的資金申請など、種々の

面で研究活動の支援を行う。

 

イ 産学官連携推進センターでは、

学域横断的な「領域・研究プロジ

ェクト」本格運用の２年目に入

り、前年度の５領域/７プロジェ

クトを拡大し７領域/10プロジェ

クトを推進した。 

これらの内、７プロジェクトに

学長査定による地域貢献特別研

究費等を重点配分するとともに、

これらのプロジェクトに対し企

業との共同研究や競争的資金獲

得などを促した。      (プ

ロジェクトが獲得した外部資金) 

  31件（H19：14件） 

  77,088千円（H19：71,138千円）

 

 

３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

83 
 

 

 

 

 

 

保健福祉学部では、看護学

科、栄養学科、保健福祉学科

が連携して、県下各地域の保

健福祉分野の課題解決に向け

ての調査研究等を、県内の民

間企業や自治体と共同で進め

ることを検討する。 

 ・ 保健福祉学部として、次世代育

成支援（少子化対策関係）に係る

計画立案、調査研究を実施した。

 ・ 地域との連携による調査研究等

保健福祉推進センターにおいて

実施 

   Ⅱ－４－(1)－イ－(a) [97] のと

おり。 

 

 

３ 
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情報工学部は、共同研究、

受託研究、奨励寄附金等の維

持、増加を目指すとともに、

地域の抱える課題に対する岡

山県や県内自治体との連携を

推進する。 

 

 

 

・ 民間企業、自治体等との共同・

受託研究を進めた。 

共同研究 8件（H19：3件） 

受託研究11件（H19：8件） 

奨励寄付金に係る研究 16件 

              （H19：16件）

100社訪問 9件（H19：6件） 

次世代交流会参加1回（H19:1回）

 

３ 
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イ 大学として重点的に取り

組む課題 

前記アに述べた研究者個

人の研究活動とともに、学部

横断的な共同研究を行う研

究体制を組織する。それらに

より、県民福祉の増進、文化

の向上、産業の発展、地域振

興等の課題及び県政の重要

課題に関わる調査研究に重

点的に取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

デザイン学部では、地域社

会の課題に対して、学生も参

加した調査研究、ワークショ

ップ等実践的な教育・研究プ

ログラムを検討する。 

 

 

・ 「倉敷フォトミュラル」「PHOTO

STADIUM展示」等に参画し、企画

立案や実施(展示構成)等を行っ

た。 

・ メディアコミュニケーション推

進センターと連携して、「振り込

め詐欺防止」ＣＭ制作等数多くの

プロジェクトを学生とともに実

施した。 

 

 

３ 
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86 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 研究総覧の作成 

全学の教員の研究成果を

集約した研究総覧を作成し、

教員相互の情報交換及び評

価に向けて役立てるととも

に、学外への情報発信とす

る。 ただし、本学には多様

な研究分野が含まれている

ので、その評価は全学一律に

行うのではなく、類似の研究

分野の教員間に刺激を与え

るように行う。 

ウ 研究総覧の作成 

全教員を対象とした「教育

研究者総覧2008」を発行する。

保健福祉学部及びデザイン

学部では、年１回、学部紀要

を発行する。 

 

 

 

 

 

ウ 「教育研究者総覧2008」を発行

した。 

また、保健福祉学部及びデザイ

ン学部で、それぞれ学部紀要を発

行した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３
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エ 研究成果の管理 

岡山ＴＬＯを活用して教

員の発明に係る審査機能を

充実させるなど、知的財産の

管理・活用等を図る。 

 

 

 

エ 研究成果の管理 

本学の教職員と岡山ＴＬＯ

の職員で構成する職務発明審

査会による、教員の発明に係

る審査機能を充実させる。ま

た、必要に応じ外部専門家か

ら意見を聴取する。 

 

エ 本年度は職務発明審査会を7回

（H19：3回）開催し、結果は次のと

おりであった。 

  審 査    10件（H19：2件）

  ※うち､外部専門家の意見聴取 3件

  発明認定    9件（H19：2件）

  発明権利承継  5件（H19：1件）

特許出願    2件（H19：1件）

 

３
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オ 倫理審査 

倫理的な配慮を図るため、

教員が人間を直接対象とし

て行う医学、生物学及び関連

諸科学の研究を行う場合は、

必要に応じて倫理委員会の

審査を受ける。 

 

オ 倫理審査 

倫理委員会は研究活動に遅

延がないように必要に応じ開

催し、審査依頼された研究内

容について審議する。 

 

 

オ 本年度は倫理委員会を７回開催

し、審査依頼された２３件の研究を

承認した。 

  承 認   ２１件（H19：12件）

条件付承認  ２件（H19： 1件）

 

 

 

 

３
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 Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

  ３ 研究に関する目標 

 （２）研究実施体制等の整備に関する目標 

 

中 

期 

目 

標 

    教員の研究活動が促進されるとともに、研究成果が地域社会に還元される研究体制等の整備と教員

の研究能力の向上に取り組む。 

 

 

 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人

自己

評価

 

― 

 

 

（２）研究実施体制等の整備に関

する目標を達成するためと

るべき措置 

（２）研究実施体制等の整備に関

する目標を達成するためとる

べき措置 

 

 

 

 

 

― 
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ア 学外の公的試験研究機関

や民間の研究所の施設・設備

と人的資源を活用する連携

大学院方式を進め、教員の研

究活動の活性化にも資する。 

 

 

 

 

 

 

ア 栄養学科では、連携大学院

との連携を充実するために、

大学院教育のカリキュラムの

新設・見直しを行う。また、

保健福祉学科では、教育課程

の強化をねらいとして、学外

者による講演・講義を実施す

る。 

 

 

 

 

ア 

・ 保健福祉研究科栄養学専攻で

は、大学院教育のカリキュラム

の見直しを行うとともに、連携

大学院である中国学園大学大

学院から4名の教員を非常勤講

師として迎え、6科目を新たに

設定した。 

・ 保健福祉学科では、学外者に

よる講演・講義を14回実施する

とともに、教員・学生全員で日

本社会福祉学会第56回全国大

会（本学で開催）に参加した。

 

 

３
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イ 地域共同研究機構を主体

にした研究組織づくり 

前記３ (１) イで述べた共

同研究を全学で効果的に実

施するために、地域共同研究

機構が中心となり、学部横断

的な研究体制を組織化する。 

 

 

イ 産学官連携推進センター

は、「領域・研究プロジェク

ト」による学部横断的な研究

活動を推進する。今年度は、

各種支援を行うとともに、こ

の制度の学内周知につとめ定

着を図る。特に、将来を担う

若手教員に対してはリーダー

としての参加を促し、プロジ

ェクト活動の活性化を図る。

 

イ 「領域・研究プロジェクト」

では、産学官連携推進センター

が、若手教員にふさわしいプロ

ジェクトテーマを教員ととも

に創造する中で、７領域/10プ
ロジェクトに拡大した。 

また、その内、６プロジェク

トでは、准教授以下の若手教員

がリーダーとなる等、その活性

化が図られた。 

 

 

３ 
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ウ 学内の競争的研究資金の

配分については、本学が定め

る重点課題に対する解決に

向けた着想力及び研究者の

業績等を勘案して、研究成果

が国際的若しくは国内的に

ウ 「地域貢献特別研究費」の公

募前に「領域・研究プロジェ

クト」の公募・審査・承認作

業を終え、優先的な予算配分

を実施する。 

 

ウ 「領域・研究プロジェクト」

については、「地域貢献特別研

究費」の公募前に審査・承認作

業を行い、申請のあった７プロ

ジェクトにこれらの特別研究

費を優先的に配分した。 

 

３ 
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評価されるか又は地域社会

に還元される研究へ傾斜配

分するシステムの構築に努

める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（地域貢献特別研究費での実績）

・７件、9,600千円 

・査定率（採択額/応募額）

領域・研究プロジェクト分

：74.4％ 

     全体分    ：64.2％ 
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 Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

  ４ 地域貢献、産学官連携、国際交流に関する目標 

 （１）地域貢献に関する目標 

 

中 

期 

目 

標 

  地域共同研究機構を窓口として、大学の持つ人的・物的・知的財産を地域に還元する全学横断的な

取組を推進する。 

  また、高校と大学との連携を強化する取組を積極的に進める。 

 

 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人

自己

評価

 

― 

 

 

４ 地域貢献、産学官連携、国際

交流に関する目標を達成するた

めとるべき措置 

４ 地域貢献、産学官連携、国際

交流に関する目標を達成するた

めとるべき措置 

 

 

 

 

 

― 

 

 

 

― 

 

（１）地域貢献に関する目標を達

成するためとるべき措置 

（１）地域貢献に関する目標を達

成するためとるべき措置 

 

 

 

 

― 
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ア 各教員は、地域共同研究機

構の活動に積極的に協力する

とともに、その活動に参加す

ることにより、自らの研究分

野の拡大を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

ア 地域共同研究機構の活動へ

の参加・協力について積極的な

働きかけを行ったところ、教員

によって差はあるものの、若手

教員を中心に「領域・研究プロ

ジェクト」、アクティブラボ活

動及び共同・受託研究への積極

的な参加へとつながった。 

また、これらの活動をきっか

けに、デザイン学部の若手教員

が岡山県産業振興財団のベン

チャービジネスプランコンテ

ストで受賞した。 

 

 

３

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

― 

 

 

 

 

 

 

産学官連携推進センターは、

従来機能の強化に加え、地域貢

献のベースとなる教員の研究

活動の活発化・高度化を目指し

た「領域・融合研究活動」や「競

争的外部研究資金獲得活動」の

強化を図るための体制を確立

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

― 
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ア 学部を超えて共同研究等を

推進する全学的な組織である

地域共同研究機構の機能を強

化する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（a）地域共同研究機構の機能強

化・運用体制の見直し 

産学官連携推進センター

にコーディネータ１名を増

員するとともに、業務別担

当と学部別担当を併用した

（a）地域共同研究機構の機能強

化を図る ために、産学官連

携推進センターにコ ーディ

ネータ１名を増員し、業務別

担 当とクロスさせて、コー

ディネータの 学部別担当制

 

３ 
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業務担当制をセンターに導

入し、効率的な人的体制を

整備する。 

また、機構業務の拡大に

伴う人的パワーを強化する

ため、機構兼任教員の人

選・確保に努める。 

 

本学教員と地域企業との

共同研究を促進するため

に、地域共同研究機構のス

タッフと学長、事務局長を

含む事務局企画広報班との

作戦会議を３ケ月毎に開催

する。 

を導入した。 

機構業務拡大に対し、機構

兼任教員 の増員には到らな

かったが、これらを 補完す

るため、産学官連携推進セン

タ ー教員がワーキンググル

ープを編成し、組織的な対応

を行った。 

（ワーキンググループ） 

・アクティブキャンパスＷＧ

・提案型共同研究ＷＧ 

地域共同研究機構のスタッ

フと学長、 事務局企画広報

班等との作戦会議にお ける

効果としては、地域の金融機

関３ 行との包括協定締結、

若手教員を中心 とする提案

型共同研究の実現などがあ 

げられる。 
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（b）地域共同研究機構活動の学

内外への発進力強化 

地域共同研究機構は、従

来の学内メールマガジンに

よる情報発信に加え、本年

度はホームページの充実に

取り組む。具体的には、機

構内３センターの日常活動

をタイムリーに学内外に広

報するとともに、機構活動

に参加する教員を積極的に

紹介し、教員の参加意欲を

高める。 

 

（b）学内外への地域共同研究機

構の活動 広報として、ホーム

ページ、ＯＰＵフォ  ーラム、

社会貢献年報等各種冊子の

刊  行及びメールマガジン

等において、写 真を活用し

た分かり易い情報発信を行 

った。 

また、水島ソシエやコーデ

ィネータ 連絡協議会等の産

学官連携の場におい ても、

積極的に広報を行った。 

 

 

 

３ 
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（c）地域貢献活動強化の支援 

アクティブラボ、アクテ

ィブキャンパス、岡山ＴＬ

Ｏとの連携等、地域貢献に

関する全学的な諸活動を支

援する。 

 

 

（c）以下の活動の支援を行った。

・ アクティブラボは３５件実施

した。 

 ・ アクティブキャンパスは 

１１８件実施 した。 

 ・ 上記の外、これまでの業務

連携や 包括協定を基に、機構

内の３推進セ ンターが地域

活動の支援を行った。 

 

 

３
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（d）外部専門家の活用体制の整

備 

特許関連業務や大学発ベ

ンチャー立ち上げ支援等で

対応が困難な業務や、地域

（d）外部専門家の協力を得て次

の活動を 実施した。 

・ 客員教授の協力を得て、ア

クティブキャンパス「商品力

強化実践塾」(３回シリーズ)

 

３
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の団体との連携推進につい

ては、必要に応じて外部専

門家や客員教員の協力を得

て実施する。 

 

 

 

 

及びＯＲＩＣでのＩＴ研究会へ講師

を２回派遣した。 

・ 発明協会岡山県支部の協力

を得て、保健福祉学部教員の

特許１件の電子出願を行っ

た。 

・ 岡山県産業振興財団の協力

を得て、デザイン学部教員の

ベンチャー立ち上げを検討

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

― 

 

イ 保健福祉推進センターは、

以下の活動を行う。 

 

 

 

 

 

― 
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（a）第一線で活躍している保健

福祉分野の専門職を対象

に、研究会等を開催する。

・ 看護学科は、地域看護学研

究会、ホスピスケア研究会、

看護技術研究会、リスクマ

ネジメント研究会等の開催

に参画する。 

・ 栄養学科は、栄養学研究会

を継続し、地域の栄養士や

管理栄養士への情報発信と

研究への支援を行う。 

・ 保健福祉学科は、社会福祉

研究会、介護福祉研究会、

地域子育て支援活動研究会

及び保育ステップアップ講

座の開催に参画する。 

 

 

 

 

（a）保健福祉学部では、保健福

祉分野の専門職を対象に、保

健福祉推進センターの活動

として次のとおり研究会等

を開催した。 

・ 看護学科では、看護技術研究

会（8回）、地域看護学研究

会（4回）、ホスピスケア研

究会（6回）、リスクマネー

ジメント研究会（12回）を開

催し、そこでの研究成果の一

部を学会に発表した。 

・ 栄養学科では、栄養学研究会

を（5回）開催し、実践的研

修や食育研修を行うととも

に、研究活動を支援し、論文

投稿や報告書として成果を

得た。 

・ 保健福祉学科では、社会福祉

研究会（5回）、介護福祉研

究会（4回）、子どもと保育

研究会（5回）、保育ステッ

プアップ講座（4回）を開催

した。なお介護福祉研究会

は、前年度の研究成果を岡山

県保健福祉学会に発表し、社

会福祉協議会長賞を受賞し

た。 

 

 

３ 
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イ 保健福祉推進センターにお

いて、研究会活動を通した学

術支援等により、看護師、管

理栄養士、社会福祉士、保育

士等の専門家の活動能力の向

上を図るほか、市町村が開催

する保健福祉関連行事や研究

活動の支援を行う。また、県

民を対象とした、健康・福祉

に関する情報発信を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（b）市民を対象とした健康・福

祉に関する鬼ノ城シンポジ

ウムを開催する。 

 

 

（b）市民を対象とした健康・福

祉に関する鬼ノ城シンポジ

ウム「食卓を守るー食の安全

と安心―」(10月)を開催し、

時宜を得たテーマであり好

評を得た。（参加者数 250名）

 

３ 
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（c）地域の人々の体力向上や親

睦を目的としたグランドゴ

ルフ大会などを開催する。

 

 

 

（c）地域の人々の体力向上や親

睦を目的としたグランドゴ

ルフ大会を3回（共催を含

む。）開催した。 

    4月19日 1,478名（県協会

と共催） 

   9月16日   340名 

   11月 1日   186名 

 

 

３
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（d）市町村と協力し、一日保健

福祉推進センターを開催す

る。 

 

（d）一日保健福祉推進センター

を2回開催し、高齢者問題と

子育てについて、地域住民と

ともに学習した。 

 

 

３
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（e）教員の講師派遣を積極的に

行う。 

（e）医療・保健・介護・福祉活

動への講師派遣を18回行っ

た。 

 

 

３
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（f）ホームページを充実し、PR

活動を積極的に進める。 

（f）地域共同研究機構のデザイ

ンを統一し、ホームページの

充実を図った。 

 

 

３

 

ウ メディアコミュニケーショ

ン推進センターは、以下の活

動を行う。 

 

 

 

 

 

― 

 

 

 

― 
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（a）県市町村など公共団体を積

極的に訪問し、３件以上制

作支援活動を行う。 

（a）公共団体を対象とした相談

会を７件、市町村等の支援を

１８件実施した。 

 

 

３ 
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（b）デジタルコンテンツを制作

するための講座を２回以上

開催し、人材育成に努める。

 

 

 

（b）岡山県立図書館、岡山県生

涯学習センターにおいてデ

ジタルコンテンツ制作講座

を９日間実施した。 

（課題） 

参加者の知識や技術レベル

の差が大きく、一元的な指導

が困難 

 

 

３ 
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（c）メディアコミュニケーショ

ン推進センターのホームペ

ージを充実し、活動状況を

県内外に情報を発信すると

ともに広報活動を積極的に

進める。 

 

（c）メディアコミュニケーショ

ン推進センターのホームペー

ジを全面的に更新した。 

（課題） 

定期的に更新するためには、

外部への業務委託が必要。 

 

３ 
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ウ メディアコミュニケーショ

ン推進センターにおいて、市

町村、学校等が行う広報等に

おけるデジタル映像の制作指

導や技術の向上等を支援する

とともに、本学の設備を有効

に活用して同センターが主体

となってデジタル映像を制作

し県下に発信する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（d）公共団体が開催する事業に

積極的に関わり、広報等に

おけるデジタルコンテンツ

（d）公共団体が開催する事業に

関わり、コンテンツ制作支援

を ７件行った。 また、公共

 

３ 
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の制作指導や技術向上等を

支援する。 

団体主催事業の審査を３件、

委員委嘱を４件引き受けた。

 

 

 

 

107 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ  県内高校との協議は、高校

側からの本学への要望を聞く

情報交換の場として積極的に

活用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 県内高等学校長との懇談会を 

1回（7月25日）行った。 

・ 高等学校進路指導担当教員と

の意見交換会を1回（6月30日）

行った。 

・ 栄養学科では、全教員が分担

して県内の県立高校を訪問し、

栄養学科の教育方針を含めた

説明を行うとともに、高校側か

らの意見を聴取した。 

また、高大接続教育の一環と

して、笠岡高校において「食品

の働き」について講義を行っ

た。 

 ・ デザイン学部では、総社市と

の包括協定を受け、平成21年度

から総社高校との高大連携事

業実施に向けて具体的な検討

に入った。 

   また、建築、グラフィック、セラ

ミック及びテキスタイル分野での

高校出張講座を実施した。 

 

 

３ 
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メディアコミュニケーショ

ン推進センターとして高大連

携を図るため、高等学校の単

位授業を１科目担当する。ま

た、高校生向けに公開する授

業を設ける。 

 

県立岡山工業高校デザイン科

で単位授業を1科目実施した。

また、県立玉島高校の生徒に

授業を公開（１回）した。 

 

 

３ 
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エ 県内高校の校長や進路指導

担当教員と定期的に協議・情

報交換を行い、双方向での学

習効果を高める取組を推進す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

デザイン学部では、デザイ

ンに関する高校生の理解を深

め興味を促すために、県内高

校へデザインに関する出張講

座等を実施する。 

 

平成20年度は造形デザイン学

科３コースが担当し、各１回実

施した。また、デザイン工学科

の１コースが広島県で実施し

た。（平成19年度 6回） 

 

 

３ 

 

 

オ 移動型情報発信基地の整備  

 

―  

― 
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オ 移動型情報発信基地の整備 

県下各組織・施設からの要

望に応え、また、本学からの

主体的取組により、移動型の

情報発信基地（アクティブキ

ャンパスという）を設け、そ

の活動に大学として支援を

し、これを定着させる。 

 

 

看護学科は総社市との地域

ケア研究会において、地域に

おける健康課題に対応できる

可能性について検討する。ま

た、アクティブキャンパスと

して、保健師実践講座を年３

回実施する。 

総社市との地域ケアとして、

地域における健康問題に関し

て「地域看護学研究会」を６回

実施した。 

また、アクティブキャンパス

として、「保健師活動実践講

座」、「リスクマネジメント研究

会」等により計２１回実施した。

 

３ 
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栄養学科では、地域住民・

生徒などを招き、また、地域

に出かけて栄養学に関する知

識の普及活動を継続する。 

 

 

 

 

 

アクティブキャンパスとし

て、「栄養士のためのスキルア

ップ講座」、「移動栄養教室」を

計１３回実施した。 

また、学内開放の学科教員の

企画による栄養バランスと体

組成に関する知識の普及とバ

ランス食の試食を行うととも

に、学科教員が自治体・地域に

出向き、教室および講演により

栄養や健康に関する普及活動

を計６回実施した。 

 

 

３
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保健福祉学科は、アクティ

ブキャンパスとして公開講座

を開講する。 

また、介護技術講習会を実

施する。 

 

アクティブキャンパスとして

「公開講座・歌の翼にのせて」、

「コミュニティカフェ総社」等

を計２４回実施した。 

また、介護技術講習会は４

月に計32時間のコースを開催

した。 

 

 

３ 
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情報工学部は、１００社訪

問、ＯＰＵフォーラム、客員

教授ミーティング、地域経済

団体、県庁関連部局などによ

り小企業のニーズを把握す

る。 

また、学部の研究内容に関

連した県内小企業に出向き、

シーズの紹介等を行う。 

 

 

 

小企業のニーズの把握を目的

に１００社訪問に９回、アクティ

ブキャンパスとして「商品力強

化実践塾」に２回参加した。 

また、学部の研究内容の紹介

として、ＯＰＵフォーラム２００８で

は、情報工学部ブースに７件、

領域・研究プロジェクトに４件、地

域貢献特別研究に４件を展示

した。現時点では共同研究締結

に至っていないが、これを機

に、企業と連携した研究の気運

が高まっている。 

 

 

３ 
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デザイン学部は、地域の要

望に応じ、生涯学習講座や各

種教育機関及び企業団体での

講演会や技術指導援助等を積

極的に進める。 

アクティブキャンパスとし

て、作品展示やワークショップ

等により計５５回実施した。 

   その他に１００社訪問に５回

参加し、地域企業とのコンタク

トに努めた。 

 

 

３ 

 

 

 

 

 

― 

産学官連携推進センター

は、以下の業務を行う。 

 

 

 

 

― 
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  ○アクティブキャンパスの 

開催回数 

  目標( 終年度) 

 年間100回以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（a）前年度に作成した過去のア

クティブキャンパスの分析

結果を学内に伝達し、学部

学科で作成する年間計画へ

 （a）アクティブキャンパスについ

て、事務の効率化として手続き

マニュアルを作成するととも

に、社会活動委員会やホームペ

 

３ 
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の反映を促す。また、事務

手続きの簡素化や、機構ホ

ームページでの活動紹介を

行い、教員の実施意欲の向

上を図る。 

 

 

 

 

ージに活動実績を紹介するこ

とで、教員が地域貢献活動を積

極的に行うことを促した。 

   また、産学官連携推進センタ

ー会議において、産学官連携推

進センターのワーキンググル

ープが過去の実績を分析し、今

後の活動方法を後援・共催型か

ら本学教員の主体的企画型に

シフトさせていくことを決定

した。 
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（b）本年度のアクティブキャン

パス実施回数は、６０回以上

を目標とする。 

その活動を支援し定着を

図るために、機構ホームペ

ージなどで制度や活動実態

の学内外ＰＲを行うととも

に、地域社会の要望・ニー

ズ情報を収集し学内の関係

部局に伝達する。 

（b）Ⅱ－４－(１)－ア－(c) [95] の

とおり 

 アクティブキャンパス実績 

 １１８回 

 

 

 

 

 

 

 

 

３
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 Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

  ４ 地域貢献、産学官連携、国際交流に関する目標 

 （２）産学官連携の推進に関する目標 

 

中 

期 

目 

標 

 地域共同研究機構を核として、大学の研究内容等を情報発信するフォーラムの開催や企業訪問等によ

り、産学官連携の充実を図る。 

 また、岡山ＴＬＯと技術移転のための緊密な連携を図りながら、研究成果の地域への還元に努める。

 

 

 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人

自己

評価

 

― 

 

（２）産学官連携の推進に関する

目標を達成するためとるべ

き措置 

（２）産学官連携の推進に関する

目標を達成するためとるべき

措置 

 

 

 

 

 

― 
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ア 地域共同研究機構内の産

学官連携推進センターにお

いて、産学官連携研究活動を

時限的に財政支援を行って

育成する「領域」と呼ぶ研究

組織を設置する。 

 

 

 

 

 

ア 産学官連携推進センターに

おいては、従来の学域を超え

た新たな融合研究を計画的に

推進・支援する「領域」活動

の更なる進展に向け、「領

域・研究プロジェクト」への

優先的予算配分の継続をはじ

め、各プロジェクトの目的達

成に向けた多様な支援を行な

うことにより「領域」活動の

実績と定着化を推進する。 

 

ア Ⅱ－３－(２)－ウ [91] のと

おり 

本プロジェクトによる科学研

究費、共同研究費及び受託研究

費等外部研究費の合計（学内研

究費を除く。） 

    ３１件 ７７,０８８千円 

 

 

 

 

 

３

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

― 

イ  

 

― 
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イ 教員が企業等を訪問し、研

究 内容の紹介や技術相談、

情報交換を行うアクティブ

ラボ（出前研究室）を進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 看護学科は、臨床実習受け皿

となっている保健・医療・福祉

施設でのケアの質の向上を支

援する研究指導体制を検討す

るとともに、県が実施する実習

指導者講習会の講師として、積

極的に参画する。 

 

 

 

 

 

 アクティブラボとしての支援

活動はなかったが、臨地実習施

設を中心とした看護の研究支援

を次のとおり行った。 

・ 臨地実習施設を中心とした

看護の研究支援５施設（岡山

赤十字病院 外4院）において

計１３回実施した。 

・ 岡山県が実施する講習会等

の支援実習指導者研修会「保

健師・大学課程」へ講師を派遣

 

 

２ 
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栄養学科では、大学院に関

する項目を充実させ、また、

技術相談体制を整え、相談へ

のアクセスが解りやすく親し

みやすいものへ改変すること

を検討する。 

 

・ アクティブラボ開催 ５件 

また、技術相談の体制を整

え、ホームページ等を親しみ

やすいものへ修正した。 

 

 

２
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保健福祉学科は、以下の業

務を行う。 

 （a）日本社会福祉学会第56回
全国大会を開催する。 

 （b）自治体や学術団体・職能

団体の講習会・研修会等へ

積極的に協力する。 

 （c）保健・医療・福祉施設、

福祉関連企業、行政機関か

らの技術相談、研究指導相

談、講師派遣依頼に積極的

に応じる。 

 

 

 

 

（a）日本社会福祉学会第56回全国

大会を本学で開催し、学外か

ら1,333人の参加を得た。 

（10月11日、12日）

 （b）備中県民局主催の「子育てカ

レッジシンポジウム」を共催

し、本学で開催した。 

（12月13日）

 （c）アクティブラボとして、技術

相談等を実施した。 

１件（情報工学部、デザイ

ン学部と合同） 

その他に、技術相談12件、

研究指導相談56件、講師派遣

依頼70件に応じた。 

 

 

２ 
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情報工学部は、県内中小企

業のニーズに合致した提案型

共同研究の推進を図る。 

 

 

他の学部教員と合同で企業訪

問を実施し、技術相談や共同研

究を実施した。 

・ アクティブラボ ８件（内１件

は保健福祉学科、デザイン学

部と合同） 

・ 提案型共同研究へ参加し

た。 

 

 

２ 
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デザイン学部は、メディア

コミュニケーション推進セン

ターの情報を活用して、官庁、

各種団体、企業に対して講師

の派遣や産学官連携事業を積

極的に進め、3件以上の連携事

業を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

メディアコミュニケーション

推進センターの情報をもとに、

官庁、各種団体、企業に対して

講師の派遣や産学官連携事業を

積極的に進め、3件以上の連携事

業を実施した。 

・ 「デジタルコンテンツ人材育

成に関する研究」,岡山県安

全・安心まちづくりセンター,
受託研究 

・ 「地域情報の発信に関する研

究」,岡山県産業振興財団,受託

研究 

・「真庭いきいきテレビのロゴ

タイプ」,久世エスパス振興財

 

３ 
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団,受託研究 他 

   ・ アクティブラボ ２３件（内1
件は保健福祉学科、情報工学

部と合同） 

 

 

― 

 

地域共同研究機構では、以

下の業務を行う。 

 

 

 

 

― 
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（a）平成20年度も20件以上を目

標にアクティブラボの推進

活動を行う。教員への個別

依頼の他、教員の実施意欲

高揚のために、機構ホーム

ページを活用してアクティ

ブラボ活動を紹介する。 

 

 

 

 

 

 

（a）産学官連携推進センターが中

心となって企業・団体と教員の

マッチングを図り、共同研究等

を視野に入れたアクティブラ

ボを実施した。また、これら活

動状況をホームページや産学

官連携推進センター会議で学

内に紹介した。 

（アクティブラボ） 

・件数  ３２件 

・訪問先 ２７社 

・教員  １５名（内９名が新規）

 

３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

124 
 

 

 

 

 

 

 

（b）アクティブラボの候補対象

となる企業・団体を、企業

ニーズデータベース等の資

料分析や、必要により直接

的なコンタクトなどを行っ

て選定する。その企業・団

体の情報は、学内の関係部

局に伝達し各学部学科での

活動に反映させる。 

 

（b）アクティブラボの訪問先候補

として、100社訪問キャラバン

隊や技術相 談等で企業・団体

等のニーズを把握  した。 

     また、その情報を産学官連携

推進センターから学内に伝

達するとともに、必要に応じ

て個別教員への連絡を行っ

た。 

 

３ 
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（c）地域共同研究機構のホーム

ページを拡充し、教員のア

クティブ・ラボ活動を学内

外に積極的に紹介し、多く

の教員の参加意欲を促して

いく。 

（c）アクティブラボの活動をホー

ムペー ジに紹介し、教員の参

加意欲を促し  た。 

     また、地域共同研究機構のホ

ームページを見直し、その充

実を図った。 

 

 

３ 
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ウ 民間企業出身者を非常勤

職員として活用し、共同研究

や受託研究の質的・量的拡大

に取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 提案型共同研究のポイント

は、企業等の現在のニーズか

ら将来のニーズを予測し、課

題と解決策を提示できること

である。本年度は、モデル企

業を選別し実際に働きかける

中で問題点を把握し、他企業

へも応用が可能なひな形づく

りを目指す 

 

 

ウ 産学官連携推進センターでは、

「新商品の企画･開発」領域にお

いて、民間出身の非常勤職員の活

用による提案型共同研究推進チ

ームを立ち上げ、対象とするモデ

ル企業を１社選定して共同研究

をスタートさせた。 

現在、企業のプロジェクトチー

ムと本学チームで開発テーマの

ブレインストーミングを重ね、開

発目標を共有して進行している。

 

４ 
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看護学科は、現行の倉敷中

央病院等との研究指導体制を

今後とも強化する。 

倉敷中央病院等実習病院と協

力し、院内研究を推進した。 

 

 

２ 
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情報工学部では、岡山県産

業振興財団、岡山県工業技術

センター、岡山商工会議所な

どと連携をさらに密にし、地

域企業の具体的支援策を検討

する。 

 

・ 岡山リサーチパーク研究・展

示発表会等を連携推進の機会

とし、地域企業への支援を行っ

た。 

・ 解析支援ﾈｯﾄOKAYAMAとの連携

体制を整えた。 

 

３ 
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デザイン学部では、民間企

業の発想を産学官の共同研究

に活かす。また、地域活性化

のためのコミュニケーション

デザイン活動を推進する。 

 

 デザイン工学科プロダクトデ

ザインコースでは、自動車製品

メーカーとの研究委託プロジェ

クトとして産学共同研究を実施

し、同社での社員対象の発表会、

また、東京ＡＸＩＳギャラリーで

 一般対象の発表展示会を行っ

た。 

 

 

３ 
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エ 大学の研究内容やその実

績を学外に広報し、企業との

交流を促進するＯＰＵフォー

ラムを本学で定期的に開催す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ 地域共同研究機構は、以下

の業務を行う。 

（a）ＯＰＵフォーラムを、前年度

と同じく開学記念日の5月
29日に開催する。今年度は、

領域・研究プロジェクトと

地域貢献特別研究費関係の

全研究を紹介するととも

に、本学と関係の深い企

業・団体の展示を行うなど、

地域社会の期待に応える内

容とする。 

（b）ＰＲ冊子類、ホームページ、

マスコミ、電子メール等、

多様な媒体を活用して、研

究内容やその実績を学内外

に広報する。特に、地域共

同研究機構のホームページ

は、アクティブキャンパス

や多様な産学官連携活動の

実態をタイムリーかつわか

り易く提示できるように改

良する。 

（c）前年度同様、共同研究等の

きっかけ作りに資するため

に、ＯＰＵフォーラムで展示し

た研究の内容をまとめた要

旨集を作成・配付する。 

デザイン学部では、ＯＰ

エ 

 

(a) ＯＰＵフォーラム２００８を、開学

記念日の５月 ２９日に開催した。

 （参加者：779名） 

本年度は、領域・研究プロジ

ェクトと地域貢献特別研究費関

係を中心に教員の研究65件と、

本学と関係の深い企業・団体の

12件の展示紹介を行うととも

に、保健福祉学部の特長を活か

した内容のフォーラムを開催し

た。 

また、特別講演として、中野

裕弓氏による「ホスピタリティ

ーマインド －おもてなしの心

がビジネスマインドを輝かす

－」の講演を行った。 

(b) 教育研究者総覧、ホームペー

ジ、広報メディア等の多様な媒

体を活用して、研究内容やその

実績を学内外に広報した。 

(c) ＯＰＵフォーラムに合わせて、

展示する研究内容をまとめた要

旨集を作成し、フォーラムや企

業訪問時に配布した。 

 

 

 

 

４
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Ｕフォーラムにおいて、研

究成果を学内に公開するこ

とにより、他学部及び企業

との交流を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

131 
 

 

 

 

 

オ 岡山ＴＬＯと技術移転の

ための意見交換を行うなど

緊密な連携を図りながら、大

学の有する研究成果の地域

への還元に努める。 

 

オ 岡山ＴＬＯとの連携に関し

て、本学の発明審査会開催時

に岡山ＴＬＯから意見を聴取

する他、ＴＬＯの行う各種活

動に参加し、発明に関する情

報収集を行う。 

 

オ 岡山ＴＬＯに本学の研究発明

に対する評価を依頼した。また、

岡山ＴＬＯとの包括協定に基づ

き、初めて本学の発明を岡山Ｔ

ＬＯに承継し、特許出願を行っ

た。 

 

 

２ 
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 Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

  ４ 地域貢献、産学官連携、国際交流に関する目標 

 （３）国際交流に関する目標 

 

中 

期 

目 

標 

 国際化に対応する人材を育成するため、国際交流協定を締結している外国の大学との間で、学生や

教員の相互派遣等による教育・研究交流を推進する。 

 

 

 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人

自己

評価

 

― 

 

（３）国際交流に関する目標を達

成するためとるべき措置 

（３）国際交流に関する目標を達

成するためとるべき措置 

（３）国際交流に関する目標を達

成するためとるべき措置 

 

― 

 

 

132 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 看護学科では、英国ウエ－

ルズ大学バンガー校及び、東

アジアにおける韓国、中国と

の学術交流を今後も進める。

 

 

 

 

 

 

ア 国際交流協定を締結してい

る中国延辺大学、英国バンガ

ー大学との共同研究を推進し

た。 

この他、保健福祉学部が独

自に協定等を行っている次の

大学と学術交流（共同研究当）

を行った。 

・韓国の啓明大学校、群山

大学校、 

・中国の東北師範大学、中国

医科大学口腔病院、 

・英国のリバプールジョンムア

ーズ大学 

 

 

３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

133 
 

 

 

 

 

 

栄養学科では、東アジアに

おける学術交流協定校を中心

にして、積極的に研究者を招

き、研究セミナーを開催する。

 

 

 

国際交流協定を締結してい

る中国四川大学及び韓国ウソ

ン大学校との合同 セミナー

を、9月に韓国ウソン大学校開

催した。 

     また、2月に韓国ウソン大学校

Ki-Hong Yoon教授と中国四川

大学方定志教授による講演会

を実施した。 

 

３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

134 
 

 

 

 

 

 

 

ア 国際交流協定を締結して

いる大学との間で、学生の語

学研修及び学生や教員の幅

広い分野での教育交流、共同

研究等を展開する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保健福祉学科では、交流協

定校等との教員間の共同研究

を展開し成果を公表するとと

もに、語学研修を相互に実施

する。 

 

 

 

 

国際交流協定を締結してい

る韓国ウソン大学校、その他に

中国東北師範大学、韓国群山大

学校・啓明大学校と３件の共同

研究を推進した。 

また、中国上海社会科学院社

会学研究所、仏パリ第５大学と

も共同研究を行っている。語学

研修は参加者がいなかった。

 

３ 
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135 
 

 

イ 東アジアにおける大学との

新たな学術交流協定を締結す

ることを目指す。 

イ 中国延辺大学と国際交流協

定を締結した。 

      平成２０年度末締結大学数 

６大学 

 

３ 

 

 

 

136 
 

 

 

 

 

 

栄養学科では、東アジアに

おける学術交流協定校におけ

る研究者を中心にして、海外

の研究者を招き、共同研究、

教育プログラムの開発などの

実施について検討する。 

 

・ 辻英明教授が平成19年度に

引き続き、四川大学方定志

教授とお茶の有効成分につ

いての共同研究を実施し

た。また、中国四川大学及

び韓国ウソン大学校と本学

が共同で食の安全を実践し

うる人材養成に関するプロ

グラム案を編成した。 

 

 

３

 

 

 

 

 

 

 

137 
 

 

 

看護学科と保健福祉学科で

は、韓国と中国における新た

な大学院間の国際交流協定の

締結を目指す。 

 ・ 保健福祉学部では、中国東北

師範大学及び韓国群山大学校

と学部間協定を結んだ。 

 

 

３ 

 

 

 

 

138 
 

 

 

 

情報工学部では、平成21年
度からの国際交流協定を締結

する大学からの学生受入につ

いて、選抜方法等の具体的な

検討を開始する。 

国際交流協定締結校からの

学生受け入れ（選抜）方法等を

策定した。また、12月にはウソ

ン大学に本学教員が出向き、選

抜試験と面接を行った。 

 

 

３ 

 

 

 

 

 

139 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 国際交流協定を締結する

大学を、東アジアを中心に拡

大することに努める。 

 

   ○ 国際交流協定締結大学数 

   現状（Ｈ18年度） ３大学 

   目標（ 終年度） ７大学 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

デザイン学部では、内蒙古

大学芸術学院と国際学術交流

協定を締結し、交流の充実を

図る。 

また、デザイン学部は、国

際交流協定を締結した大学と

の合同学生作品展覧会を開催

すると共に、デザイン工学科

建築デザインコースとウソン

大学建築学科による国際学生

ワークショップを実施する。

さらに、国際交流協定を締結

した大学からの学生の受入に

ついて、具体的に準備を進め

る。 

 

 中国内蒙古大学芸術学院と

の交流協定は締結に至らず継

続協議となったが、教育交流

は引き続き実施した。 

 本学部卒業・終了制作展に

内蒙古大学芸術学院及び国際

交流協定校である韓国ウソン

大学校２学科の参加や教員を

対象とした合同セミナーを開

催した。 

 また、学生の受入について

は、ウソン大学校から本学部

(建築デザインコース)への転

学部生を２名迎えた。 

 

 

２ 
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 Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

  ４ 地域貢献、産学官連携、国際交流に関する目標 

 （４）県内の大学間の連携・協力に関する目標 

 

中 

期 

目 

標 

  県内の大学が地元経済界、自治体と連携・協力し、地域の教育・学術研究の充実・発展を図るとと

もに、産学官連携による活力ある人づくり・街づくりに取 り組む大学コンソーシアム岡山の活動に

参画する。 

  また、県内の他大学の大学院と連携して、教育・研究を拡充する。 

 

 

 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人

自己

評価

 

― 

 

 

（４）県内の大学間の連携・協力

に関する目標を達成するた

めとるべき措置 

（４）県内の大学間の連携・協力

に関する目標を達成するため

とるべき措置 

 

 

 

 

 

― 

 

 

 

140 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県内の大学や研究機関等

と共同事業を行い、地域社会

との連携に努めるとともに、

「大学コンソーシアム岡山」

が行う、単位互換制度への授

業科目の提供や、社会人教育

（シティ･カレッジ）への講

師派遣等を行う。 

また、大学院教育の充実や

研究活動の拡充のため、他大

学大学院との連携を図るた

めの諸協定の締結を進める。 

 

 

大学コンソーシアム岡山の

「吉備創生カレッジ」として、

平成20年度前期に本学より３

件の講義を提案する。また、

単位互換制度への授業科目と

して８科目を提供する。 

 

 

 

 

 

 

 

大学コンソーシアム岡山の

吉備創生カレッジとして、前期

３件及び後期１件の講義を提

供した。受講者は、１０名～１５

名であった。 

また、単位互換制度への授業

科目として、前期８科目及び後

期８科目を提供したが、他大学

からの受講者は無かった。 

  （課題） 

単位互換制度授業科目の

設定について、県内大学生

のニーズも考慮しつつ本学

の特徴的な科目を提供する

必要がある。 

 

 

２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

141 
 

 

看護学科では、県下の看護

系４大学との教育研究につい

ての交流を進める。 

県下の看護系4大学と教育

研究について交流を行った。

 

 

２ 

 

 

 

142 
 

 

 

中国学園大学現代生活学研

究科より大学院生を受け入

れ、両大学間での教育研究を

活発に行う。 

栄養学専攻では、中国学園

大学大学院助手の教員1名を

本学博士前期課程の大学院生

として受け入れた。 

 

 

３ 

 

 

 

 

 

143 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 情報工学部では、「岡山県

工学教育協議会」が開催する

「工学教育シンポジウム」に

参加し、教育改革に関する情

報収集を行う。 

 

県内の研究機関が開催する

研究会等に参加し、教育改革に

関する情報収集を行った。 

・「工学教育シンポジウム」/

岡山県工学教育協議会主催

・「大学電気工学教育研究集

 

２ 
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会」/大学電気教員協議会主

催 
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 Ⅲ 業務運営の改善及び効率化に関する目標 

  １ 運営体制の改善に関する目標 

 

 

中 

 

期 

目 

 

標 

 

 

 

 

 

 

（１）理事長（学長）、学部長等を中心とする機動的な運営体制の構築 

   戦略的、機動的な大学運営を行うため、理事長（学長）が、その指導力、統率力を発揮して、

責任ある意思決定を迅速に行い、全学的な業務を的確に遂行するための仕組みを整える。   

   また、学部等においても、大学全体としての方針に基づいて、それぞれの教育分野の特性にも

配慮した運営体制を構築する。 

（２）全学的な視点による戦略的な大学運営の仕組みづくりの推進 

      理事長（学長）のリーダーシップのもと、法人の目的を達成するため、法人が特に力を入れる分

野・領域を選定し、競争原理に基づいた効率的な資源配分を行う。 

（３）地域に開かれた大学づくりの推進 

      大学の活動内容が広く住民に周知され、住民や地域社会の要請が大学運営に適切に反映されるよ

う、大学情報の積極的な提供、外部有識者等が大学運営に参画する仕組みの充実など、地域に開か

れた大学づくりに資する取組を進める。 

（４）評価制度の活用等による業務運営の改善に向けた継続的取組の推進                        

   各種評価制度や監事による業務監査を活用し、継続的な業務運営の改善を図る。 

 

 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人

自己

評価

 

― 

 

 

Ⅲ 業務運営の改善及び効率化

に関する目標を達成するため

とるべき措置 

Ⅲ 業務運営の改善及び効率化に

関する目標を達成するためとる

べき措置 

 

 

 

 

 

― 

 

 

 

― 

 

１ 運営体制の改善に関する目

標を達成するためとるべき措

置 

１ 運営体制の改善に関する目標

を達成するためとるべき措置 

 

 

 

 

― 

 

 

― 

 

 

（１）理事長（学長）、学部長等

を中心とする機動的な運営

体制の構築 

（１）理事長（学長）、学部長等

を中心とする機動的な運営体

制の構築 

 

 

 

 

 

― 

 

 

 

144 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 全学的な経営戦略の確立 

 

大学運営は、学内コンセン

サスの確保に留意しながら

理事長（学長）が全学的な立

場でリーダーシップを発揮

し、学部の枠を超えて学内の

資源配分計画を戦略的に策

定する。 

 

 

 

 

 

 

ア 全学的な経営戦略の確立 

・ 学内を競争(competition)と

協働(collaboration)の場と

位置づけ、競争意識をもって

各教員が教育研究活動に取り

組むとともに、異なる専門分

野の協働作業を促進させる戦

略（これをＣＣ戦略と呼ぶ）

を浸透させる体制を整える。

・ 地域貢献特別研究費及び独創

的研究助成費の配分に関し

て、規模及び決定方法は平成

１９年度と同様で、本学の戦

略的研究、特色ある研究を推

進するように重点配分する。

  ア 

・ ＣＣ戦略は、本年度のグロー

バルＣＯＥの申請において

「大学の将来構想」の中に記

述するとともに、本学ホーム

ページ「学長メッセージ、

NO20-9（平成20年11月4日発

表）」においても訴え、学内

浸透を図った。 

・ 本年度の地域貢献特別研究費

及び独創的研究助成費を公募

し、ヒアリングをもとに交付

を決定した。 

・地域貢献特別研究費 

23件（申請 25件）、30,000千円 

 

３
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・ ＧＰ等全国的に認められた教

育プログラムに採択された教

員に対し、教育プログラム採

択報奨制度を設ける。 

・ 併せて教員配置を全学的に管

理し、適正な配置を行う。 

・独創的研究助成費 

45件（申請 48件）、32,000千円

・ 教育プログラム等採択報奨金

の交付基準を定め、平成20年

度は現代ＧＰの実践的チーム

ガバナビリティ育成教育担当

教員の研究費として、それぞ

れ300千円を付与した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

― 

 

イ 理事長（学長）補佐体制等

の整備 

イ 理事長（学長）補佐体制等

の整備 

  イ 

 

― 

 

 

145 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ｱ）副理事長及び理事に「総

務・財務」、「経営」、「教

育研究」、「産学官連携」

等の担当業務を設定し権

限と責任を明確化する。ま

た、外部からの積極的な人

材登用に努める。 

 

 

 

 

 

副理事長、理事の業務分掌

と役割を明確にし、連携体制

を整え、権限と責任を明確化

する。また、全学的な方針に

基づいた学内の組織運営を迅

速かつ円滑に行うため、事務

局長（総務・財務）、学生部

長（教育研究）及び地域共同

研究機構長（産学官連携、外

部資金獲得）は、各々の所掌

分野に関して学長と連携を密

にする。 

 

・ 副理事長及び２名の理事（教

員）は、理事長（学長）と連

携を密にして、それぞれに分

担された業務を迅速かつ円滑

に実施した 

・ ２名の理事(教員)は、学長と

協力して教員の個人評価調査

書に基づく評価の試行を実施

した 

 

 

 

 

 

３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

― 

 

 

 

（ｲ）理事長がリーダーシップ

を発揮するため、経営・企

画部門を強化するなど、理

事長を支える体制を整備

する。 

 

  平成１９年度に実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

― 

 

 

 

 

― 

 

 

 

 

 

ウ 学部長の役割 

各学部長は、研究科長を兼

務し、それぞれの教育研究分

野の特性に配慮し、かつ学部

全体の意思決定及び運営を

効率的に行う体制の構築に

努める。 

 

  平成２０年度計画なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

― 

 

 

 

 

 

 

― 

 

（２）全学的な視点による戦略的

な大学運営の仕組みづくり

の推進 

（２）全学的な視点による戦略的

な大学運営の仕組みづくりの

推進 

 

 

 

 

 

― 

 

 

146 
 

 

 

 

 

ア 予算等の配分 

全学的、中長期的な視点に

立ち、大学の目標と教育研究

上の重点分野に留意しつつ、 

教育研究の実績を踏まえて

予算や人員の配分を行うシ

ステムを整備する。 

ア 予算等の配分 

平成21年度以降において

も、予算編成の基本方針を堅

持する。ただし具体的な予算

案には、実績を考慮した柔軟

な対応を含めるものとする。

県評価委員会が平成19年度

ア 平成21年度予算編成方

針は、第３回経営審議会（Ｈ

20年10月22日）を経て、第４

回役員会（Ｈ20年10月28日）

で審議され、承認された。 

岡山県の財政構造改革大綱

2008の影響を受けることとな

 

３
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業務実績を評価した結果を分

析し、平成21年度の学内予算

配分に反映させる。 

 

 

ったが、その編成に係る基本

方針は従来どおり堅持した。

経費の削減を行う中で、業務

内容による予算配分の見直し

を行い、中期目標達成に向け

た予算を編成した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

147 
 

 

 

 

 

 

イ 各種委員会の役割の明確

化 

効率的で実効性のある委

員会を運営するため、各種委

員会を所掌分野に応じて、役

員会、経営審議会、教育研究

審議会のいずれかに置き、委

員会の役割を明確にする。 

イ 各種委員会の役割の明確化

各種委員会の機能及び構成

員については、実績を見なが

ら見直しを行う。 

 

 

 

イ 各種委員会の役割の明確化

教育研究活動委員会の下

に、国際交流実施専門委員会

（委員長 学生部長）を設置

し、国際交流事業の実施及び

学生の国際交流事業の企画等

を通じて、本学の国際交流活

動に貢献した。 

 

 

３

 

 

 

 

 

 

 

148 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 教員組織と事務組織との

連携強化 

機動的な大学運営を行う

ため、組織における役割分担

を明確にしながら、教員組織

と事務組織の連携強化を図

る。 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 教員組織と事務組織との連

携強化 

既存の教務システムを更新

し、学生サービスの向上を図

る。 

過去の予算執行状況や予算

残額の情報をより的確に把握

できるよう物品・旅費請求シ

ステムの改良を行い、教職員

の予算執行等がより効率的に

実施できるよう努める。 

 

 

ウ 

・ 物品・旅費請求システムの改

良を行い、効率的な予算執行

と教職員の事務負担の軽減を

図った。 

（改良点） 

・ システムの予算執行状況

表示と実際の予算執行の

間のタイムラグを解消す

るため、執行予定経費の仮

入力により、未発注品等を

含めた予算執行総額が把

握できる仕組みを整備し

た。 

  ・ 既存の教務システムの更新

を行い、学生サービスの向

上を図るとともに業務の改

善に繋げた。 

 

 

３

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

― 

 

（３）地域に開かれた大学づくり

の推進 

（３）地域に開かれた大学づくり

の推進 

 

 

 

 

― 
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ア 大学情報の積極的な提供 

法人としての経営管理に

関する情報を、様々な広報媒

体を活用し公開を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

ア 大学情報の積極的な提供 

・ 教員の顕著な教育・研究活動

は、マスコミを通じて積極的

に広報する。 

・ 本学の重要なイベントには、

その事前及び事後においてマ

スコミを利用した広報を積極

的に行う。 

また、近隣の町内組織への

案内も積極的に行う。 

・ 大学概要は、毎年刊行する。

 ア 大学情報の積極的な提供 

・ 本学の重要なイベント及び

教員の顕著な活動を、本年

度は３７件マスメディアに

情報提供するとともに、近

隣の町内組織への案内も行

った。 

・ 大学概要2008を刊行した。

・  総社市役所の玄関スペー

スに本学専用のコーナーを

設け、また広報誌「そうじ

 

４
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・ 本学と総社市との間の包括協

定に基づき、庁舎の玄関スペ

ース及び広報誌の１ページ等

を利用して、本学のＰＲ、情

報発信を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ゃ」裏表紙に毎号本学の紹

介記事を掲載することによ

り、地元総社市民に本学の

ＰＲ、情報発信を行った。

  ・ 附属図書館企画展「総社が

生んだ傑物 古川古松軒」の

開催 

郷土の先人の足跡を写真

で紹介した企画展を図書館

と総社市総合文化センター

の２会場で開催。併せて総

社市図書館で「古松軒を語

る会」を開き、その模様は

倉敷ケーブルテレビで生涯

学習の番組として放映され

た。 

  ・ 図書館報の創刊 

    図書館の魅力と情報を学

生・教員、他大学に向けて

発信する媒体として図書館

報を創刊。第２号には包括

協定を提携した総社市長の

特別寄稿を掲載し、市民へ

も配布した。なお、図書館

報の名称を広く募り「OpuL

（オープル）」とした。（今

後、年2回発行予定） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

150 
 

 

 

 

 

イ 外部有識者等が大学運営

に参画する仕組みの充実 

大学運営に学外の幅広い

意見を反映させるため、理事

や審議会等の委員に学外の

有識者や専門家を積極的に

登用する。 

 

イ 外部有識者等が大学運営に

参画する仕組みの充実 

各種会議の外部有識者の登

用を進め、大学運営の透明性

及び公正性を高める。 

 

イ 外部意見の幅広い反映を目

的に、各種会議での外部委員

登用の拡大等を検討したが、

当面は現状維持とした。法人

化直後の２年間は体制整備等

に特化したことから、今後の

運営状況を考慮することとし

た。 

 

 

２ 

 

 

 

 

 

 

― 

 

 

（４）評価制度の活用等による業

務運営の改善に向けた継続

的取組の推進 

（４）評価制度の活用等による業

務運営の改善に向けた継続的

取組の推進 

 

 

 

 

 

― 

 

 

 

151 
 

 

 

 

 

 

ア 自己点検結果並びに認証

評価機関及び地方独立行政

法人評価委員会による評価

結果を踏まえ、大学の組織及

び業務全般について、継続的

な見直しを行う。 

 

 

ア 評価結果を踏まえた改善策

を役員会、経営審議会、教育

研究審議会等において検討

し、業務の見直しを行う。 

 

 

 

ア 平成19年度の本学業務実績

に対する県評価委員会の評価

結果に改善の勧告等はなかっ

た。ただし、評価委員会の中

で聴取した意見等について

は、各業務を担当する学内委

員会に持ち帰り、審議・見直

しを行った。 

 

３ 
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「岡山県立大学教員の再任

に関する取扱要領」を策定

 

  

152 
 

 

 

 

 

 

 

 

イ 監事による法人業務の監

査結果を大学運営に適切に

反映する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 監事及び会計監査人の監査

結果を、教育研究審議会、経

営審議会及び役員会において

改善策を検討し、大学運営に

適切に反映する。 

 

 

 

 

 

イ 平成19年度監査報告及び平

成20年度期中監査において、

役員会等に附議する事項はな

かったが、期中監査において

事務的な指導があり、その対

応を学内に周知した。 

・ 購買(発注)証拠書類の適

正な管理 

・ 図書の納品遅延対策とし

て、発注後未検収リスト

等の定期的確認 

 

 

３ 
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 Ⅲ 業務運営の改善及び効率化に関する目標 

  ２ 教育研究組織の見直しに関する目標 

 

中 

期 

目 

標 

 教育研究活動が、時代の変化や地域社会の要請に柔軟に対応できるよう自己点検・評価や外部評価

等を踏まえ、教育研究組織を見直すとともに適切な教員配 置を行う。 

 

 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人

自己

評価

 

― 

 

２ 教育研究組織の見直しに関す

る目標を達成するためとるべき

措置 

２ 教育研究組織の見直しに関す

る目標を達成するためとるべき

措置 

 

 

 

 

 

― 

 

 

153 
 

 

 

 

（１）学内の各教育研究組織が、

十分役割を果たし、地域社会

に貢献できるよう、あるべき

組織の編成や見直しを継続的

に点検・検討する委員会を機

能させる。 

 

（１）大学組織を継続的に点検・

検討する仕組みを構築する。

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）教育研究活動の質的向上を

図り、競争力のある大学づく

りを実現するため、組織の充

実を図る。 

 

（２）教育研究活動が、時代の変

化や地域社会の要請に柔軟に

対応できるよう、組織の充実

を図る。 

 

（１）及び（２） 

大学組織の点検は、主とし

て学長が提起し、必要な規程

等の改正を所掌する委員会等

で行った。 

一例として、平成21年度か

ら教授会及び大学院研究科委

員会の構成を、これまでの教

授だけでなく准教授を参加さ

せることが、第６回教育研究

審議会 （10月23日）及び第４

回役員会（10月28日）で承認

された。 

 

 

３
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（３）全学教育科目に関する教育

活 動を円滑かつ有効に実施

するため、全学教育研究機構

の機能の充実を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３） 

・ 全学教育研究機構及び各学部

において、教授会は教育課程

を編成し、教育研究活動委員

会へ提出する。（前期末を目

途とする） 

・ 教育研究活動委員会は教育課

程案を審議・決定する。 

・ 教育課程承認後、教務専門委

員会は全学教育及び各学部専

門教育の開講に関する具体的

事項を審議・決定する。（12
月末を目途とする） 

 

（３） 

・ 次年度の教育課程の編成は、

それぞれの教授会と教務専門

委員会及び教育研究活動委員

会の間で遅退なく審議・決定

された。 

・ 全学教育と学部専門教育間の

関係見直しは、教育研究活動

委員会で審議され、「全学教

育がめざすもの」という報告

書にまとめた。 

今後、全学教育科目の内容

の具体的な見直しは、この報

告書に基づいて次年度以降に

継続される。 

 

 

３

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

155 
（４）全学横断的な産学官連携及

び 学部間の連携による研究

（４）学部間の連携強化による研

究 を推進するため、地域共同

（４）地域共同研究機構の領域の

研究プロジェクトは選考によ

 

３ 
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を推進するため、地域共同研

究機構の機能の充実を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研究機構の領域の選考とその

活動の評価を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

り、平成20年度は１０件（内新

規４件）が採択された。 

各プロジェクトの活動の中

間結果の報告会を９月２４日に

実施したが、このプロジェク

ト活動の成果として、共同研

究６件、受託研究６件、教育

奨励寄附金７件が成立し、地

域社会との連携を深めている

ことが評価される。 

  （課題） 

  研究の進捗、成果が芳し

くないプロジェクトに対す

る今後の対応について検討

が必要。 
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 Ⅲ 業務運営の改善及び効率化に関する目標 

  ３ 人事の適正化に関する目標 

 

 

中 

期 

目 

標 

 

 

（１）法人化の特長を生かした弾力的な制度の構築       

   法人の自主的・自律的な運営により教育研究活動や学外での地域貢献活動を活性化させるため、

非公務員型の特長を十分生かし、柔軟で弾力的な制度を構築する。       

（２）能力・業績等を反映する制度の確立   

      教員の能力・業績等が適切に反映される制度を導入することにより、教員の意欲の向上を図る

仕組みを確立し、教員の資質向上、ひいては教育研究の活性化に資する。     

（３）全学的な視点に立ち公正・公平で客観的な制度の構築 

   学部の枠を越え、全学的な視点に立った戦略的・効果的な教員人事を行うとともに、公正性、透

明性、客観性が確保される制度を構築する。 

 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人

自己

評価

 

― 

 

３ 人事の適正化に関する目標を

達成するためとるべき措置 

３ 人事の適正化に関する目標を

達成するためとるべき措置 

 

 

 

 

― 

 

 

― 

 

（１）法人化の特徴を生かした弾

力的な制度の構築 

（１）法人化の特徴を生かした弾

力的な制度の構築 

 

 

 

 

― 

 

 

156 
 

 

 

 

 

 

ア 法人の公的な性格を踏まえ

て適正な業務運営の確保を図

りつつ、教育研究活動や地域

貢献活動に従事する教員の職

務の特性を生かすため、裁量

労働時間制や変形労働制等の

弾力的な勤務形態の導入を検

討する。 

 

ア  勤務時間管理の弾力化を図

るため、教員の教育研究活動

の評価と関連して、裁量労働

制の導入について研究する。

 

 

 

ア 裁量労働制は、教員の教育

研究活動に係る評価制度が確

立しないと実効的な運用が

できないため、当面見送るこ

ととし、他大学の実施状況等

を引き続き調査することとし

た。 

 

１ 

 

 

 

 

 

 

 

― 

 

 

 

イ 多様な知識や経験を有する

教員の交流により教育研究の

活性化が図られるよう、任期

制教員の範囲の拡大を図る。 

  平成１９年度実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

― 

 

 

 

 

― 

 

 

 

 

 

ウ 地域貢献活動や産学官連携

活動など、教員による積極的

な学外活動が促進されるよ

う、本来の教育研究業務に支

障のない範囲で、兼職・兼業

規制の緩和を図る。 

  平成１９年度実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

― 

 

 

 

 

 

 

157 
 

エ 事務職員については、当面

は県からの派遣職員で対応す

るが、民間企業経験者や大学

イ 他大学の民間企業経験者や

大学事務の経験者などについ

ての採用状況を把握し、その

イ 事務局長を中心に事務局職

員体制の検討を行い、平成21
年度以降に採用試験を実施す

 

２ 
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事務の経験者など、多様な人

材を活用する方策も検討す

る。 

 

利点や問題点等の研究を行

う。 

 

ることとした。 

 

 

 

 

 

 

158 
 

 

 

 

オ 男女共同参画社会の実現に

向け、女性教職員の登用拡大

を図るため、女性が働きやす

い勤務形態、勤務環境の整備

に努める。 

 

ウ 男女共同参画社会の実現に

向け、女性教職員の登用拡大

を図るため、必要な検討を行

う。 

 

 

ウ ハラスメントについての研

修会を開催し、その防止に関

する意識啓発を行い、女性も

働き易い職場づくりに努め

た。 

 

 

３ 

 

 

 

 

 

― 

 

（２）能力・業績等を反映する制

度の確立 

（２）能力・業績等を反映する制

度の確立 

 

 

 

 

― 

 

 

― 

 

 

ア 教員を対象に、能力・業績

等が適切に反映される多面的

で適正な人事評価制度を導入

する。 

ア 教員を対象に、能力・業績

等が適切に反映される多面的

で適正な人事評価制度を検討

する。 

 

 

 

 

 

 

― 

 

 

 

159 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ｱ）「目標管理」と「業績評価」

による総合的な評価とす

る。 

評価領域は、「教育」、

「研究」、「地域貢献」、

「管理運営」の4つの領域

とし、学生による授業評価

や学外での研修実績・成果

も「業績評価」に加味する。 

さらに、学部・学科の特

性や教員の役割を踏まえ

た適正な人事評価制度を

整備する。 

 

（ｱ）スケジュール初年度とし

て、個人評価調査書の評価

及び結果の教員へのフィー

ドバック法を検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

（ｱ）Ⅱ－１－(３)－ウ－(ｴ) [57] 

のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 
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（ｲ）公正性・透明性・客観性を

高め、評価に対する信頼性

を確保するため、不服申立

の仕組みを導入する。 

 

 

 

（ｲ）公正性・透明性・客観性を

高め、評価に対する信頼性

を確保するため、人事評価

制度に不服申立の仕組みを

検討する。 

 

 

 

（ｲ）不服申立制度の事前段階と

して、評価実施前に各教員

からの意見を聴取する機会

を設けることとし、「個人

評価調査書に対する意見書

（自己主張）」の提出を各

教員に求め、個人評価の参

考とした。 

   意見書提出 66名（40.2%）
 

 

３ 

 

 

 

 

 

 

 

― 

 

 

イ 教員の意欲の向上を図るた

め、能力・業績等が適切に反

映されるシステムを構築す

る。 

イ 教員の意欲の向上を図るた

め、能力・業績等が適切に反

映されるシステムを検討す

る。 

 

 

 

 

 

 

― 

 

 

 

161 
（ｱ）人事評価制度の導入に伴

い、教員を対象に人事評価

（ｱ）教員の人事評価制度の具体

案を検討する。 

（ｱ）人事評価のベースとなる教

員の個人評価については、本

 

２ 
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を実施し、その評価結果を

研究費の配分、昇任等に反

映する。 

また、国立大学法人等の

動向を踏まえつつ、給料・

勤勉手当への反映につい

ても検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

年度から開始(試行)し今後２

年間の試行結果を踏まえ、平

成23年度から本格的な教員の

個人評価を実施することとし

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

162 
 

 

 

（ｲ）年俸制の導入も視野に入れ

た給料構成の検討など、能

力・業績主義の観点から、

給与体系・構造の見直しを

検討する。 

（ｲ）人事評価制度の本格実施を

念頭に、他大学の給与体系

等について、調査・研究を

行う。 

 

（ｲ）本年度は、人事評価のベー

スとなる教員の個人評価を

開始(試行)したところであ

り、他大学の給与体系等の

調査には至っていない。 

 

 

２ 
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（ｳ）特に優秀な成果を上げた教

員に対して、法人独自の表

彰を行い、内外に公表する。 

 

 

 

 

（ｳ）職員表彰規程により、特に

優秀な成果をあげた教職員

の表彰を行い、大学ホーム

ページ等により内外に公表

する。 

 

 

 

（ｳ）職員表彰規程により、本年

度はデザイン学部造形デザ

イン学科の３名の教員に、

10年以上継続してテキスタ

イルコース研究発表会を学

外で実施してきたことに対

して、職務上特に顕著な功

績があったものとして表彰

した。 

 

 

３ 

 

 

 

 

 

 

 

164 
 

 

 

 

 

 

ウ 事務職員についても能力・

業績等が反映される人事評価

制度を導入する。 

事務職員には、岡山県の人

事評価制度を踏まえつつ、勤

務意識の向上や能力の発揮

に資する制度を導入する。 

ウ 事務局幹部職員について、

岡山県の人事評価制度の導入

を検討する。 

 

 

 

 

ウ 事務局幹部職員について、

岡山県の人事評価制度の導入

を検討し、次年度から、県か

らの派遣職員について、県の

評価制度により試行すること

となった。 

 

 

 

２ 

 

 

 

 

 

 

 

― 

 

（３）全学的な視点に立ち公正・

公平で客観的な制度の構築 

（３）全学的な視点に立ち公正・

公平で客観的な制度の構築 

 

 

 

 

― 
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ア 適切な定数管理のもと、全

学的な視点に立って、限られ

た人材を戦略的・効果的に配

置する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 教員採用に関しては、人事

委員会で学長のリーダーシッ

プのもとで、全学的視点及び

中期計画の方針に沿って教育

研究分野を検討するととも

に、適切な教員配置を実施す

る。 

 

 

 

 

 

 

ア 人事委員会では、各学部に

よる教員欠員の報告後の次回

以降の委員会で、空席をどの

教育研究分野で補充するかを

審議している。本年度は、学

部内で専門分野を変更して公

募を行う例がかなりあったほ

か、公募に対して応募はあっ

たものの、選考の過程で適任

者無しとして、再公募をかけ

る例もあり、これは、前職の

専門を踏襲することなく、制

度の変革や時代のニーズに適

応して真に本学に必要な人材

 

３ 
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を求める人事を行った結果で

ある。 

 

 

166 
 

イ 教員の人事に関しては、そ

の公正を期するため、役員会

及び教育研究審議会において

人事に関する方針及び基準を

明確にする。 

イ 「岡山県立大学教員の任期

に関する規程」による任期１０

年の教員の再任条件を検討す

る。 

イ 任期付教員の再任条件は、

人事委員会で７回にわたる審

議の結果決定され、教育研究

審議会で承認の後、ホームペ

ージ上に公表された。 

 

 

３ 
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ウ 理事長は、前記イに基づき

全学的な視点に立った適正な

教員の採用・昇任のための選

考を行う。 

 

 

 

 

 

ウ 定められた人事に関する方

針及び基準に従い、人事委員

会及び教育研究審議会におい

て、公正な選考に関する 終

意思決定を下す。そのために、

選考委員会は厳正公平な選考

資料を提出する。 

 

 

 ウ 人事委員会では、選考委員

会による候補者の選考が公平

で適正なものか否かを審議

し、その選考経過の説明が不

十分であるとして資料の再提

出を求める例があった。しか

し、教育研究審議会において

は、人事委員会で十分審議の

上、案件を付議しており、適

正なものとしてすべて承認さ

れた。 

 

 

３ 
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 Ⅲ 業務運営の改善及び効率化に関する目標 

  ４ 事務等の効率化、合理化に関する目標 

 

中 

期 

目 

標 

   効率的かつ合理的な事務処理を行うため、事務処理の簡素化、外部委託の活用を含め、事務組織及び

業務等について不断の見直しを行う。 

 

 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人

自己

評価

 

― 

 

 

４ 事務等の効率化、合理化に関

する目標を達成するためとる

べき措置 

４ 事務等の効率化、合理化に関

する目標を達成するためとるべ

き措置 

 
 

 

 

 

― 

 

 

― （１）業務の見直し （１）業務の見直し  

 

― 

 

168 
 

 

 

 

ア 外部委託の活用 

外部委託することにより

経費節約が可能な事務につ

いては、外部委託を行い事務

処理の効率化・合理化を図

る。 

 

ア 外部委託の活用 

効果的・効率的な運営を行

うため、外部委託可能な業務

について検討し、可能なもの

について実施する。 

 ア 外部委託の活用 

  現時点で実現可能なものはな

かった。 

 

 

 

 

２
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イ 業務マニュアルの作成等 

事務処理の効率化・合理化

を図るため、徹底的な事務処

理の見直し、業務マニュアル

の作成、情報の共有化を行

う。 

 

 

イ 業務マニュアルの作成等 

重要度、緊急度を考慮しな

がら、業務マニュアルの作成

を行う。 

経理業務に係る業務フロー

図を基に、標準的な業務処理

手順等をまとめた事務処理マ

ニュアルを作成する。 

イ 平成19年度に作成した経理関

係業務に係る業務フロー図を基

に、教職員が、適正かつ効率的

な予算執行を行うための教職員

用の経理業務マニュアルを整備

した。これにより、経費執行に

係る教職員の疑問等を解消し事

務処理に係る負担の軽減を図っ

た。 

 

 

３

 

 

 

 

 

 

 

 

170 
 

 

 

 

ウ 弾力的な雇用 

繁忙期において、短期雇用

の事務職員を採用するなど

弾力的な雇用を行い、事務処

理の迅速化・効率化を図る。 

ウ  弾力的な雇用 

入試事務等の業務の繁忙期

において、弾力的な職員採用

を行う。 

 

ウ 必要に応じて適切な時期に臨

時職員の採用試験を実施し、その

結果に基づき採用を行った。短期

雇用については、ハローワークを

活用し、必要人員を確保した。

 

３

 

 

 

 

 

171 
 

 

（２）事務組織の見直し 

簡素で効率的な業務運営

を図るため、事務組織につい

ては継続的に見直しを行う。 

 

（２）事務組織の見直し 

簡素で効率的な事務組織と

するため、継続的に見直しを

実施する。 

 

 

 効率的な事務運営のため適正

な職員の配置を行うとともに、

事務内容を見直し、臨時職員を

活用するなど効率的に運営した

。 

 

 

 

３ 
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 Ⅳ 財務内容の改善に関する目標 

  １ 自己収入の増加に関する目標 

 

 

中 

期 

目 

標 

 

 

 

（１）学生納付金 

   入学金・授業料等の学生納付金は、法人の業務運営における も基礎的な収入であることを踏ま

え、他大学の動向、社会情勢等を勘案し、適正な料金設定を行う。 

（２）外部研究資金等の獲得 

    教育・研究に係る水準のさらなる向上を目指し、外部研究資金等の獲得に努める。 

    このため、科学研究費補助金をはじめとする文部科学省及び厚生労働省等の競争的研究資金への取

組や産学官連携・地域連携による共同研究・受託研究への取組等を進め､外部研究資金等を積極的に

導入する。 

（３）その他の自己収入確保 

   大学資源の有効活用により、自己収入確保に向けた取組を推進する。 

 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 
実 施 状 況 

 

法人

自己

評価

 

― 

 

Ⅳ 財務内容の改善に関する目

標を達成するためとるべき措

置 

Ⅳ 財務内容の改善に関する目標

を達成するためとるべき措置 

 

 

 

 

― 

 

 

― 

 

１ 自己収入の増加に関する目

標を達成するためとるべき措

置 

 

１ 自己収入の増加に関する目標

を達成するためとるべき措置 

 

 

 

 

― 

 

― （１）学生納付金 （１）学生納付金  

 

― 

 

172 
 

 

 

 

 

ア 入学金・授業料等の学生納

付金は、県の認可に係る上限

額の範囲内で、他大学の動

向、法人収支の状況、社会情

勢等を勘案し、適正な受益者

負担の観点から定期的な見

直しを行う。 

 

ア 他大学の動向を注視すると

ともに、法人の収支状況等を

勘案して適正な学生納付金の

設定について検討する。 

 

 

ア 入学金・授業料等の学生納付

金の見直しは、社会情勢や他の

国公立大学の動向を考慮し、そ

の時期ではないと判断した。 

 

 

 

３ 

 

 

 

 

 

 

173 
 

 

 

 

イ 学生納付金の納付につい

ては、コスト（手数料）、手

続の簡便性、安全性、学生の

便宜等の観点から収納方法

の工夫を図る。 

 

イ 新入生等に対して授業料の

口座振替制度の周知に努め、

口座振替利用率の一層の向上

を図る。 

 

 

イ 学生に対し、授業料の口座振

替納付制度について周知を行

い、振替率の向上を図った。 

※ H20授業料口座振替率８７％ 

        （H19：84％）

 

３ 

 

 

 

 

― （２）外部研究資金等の獲得 （２）外部研究資金等の獲得 

 

 

 

― 

 

174 
 

 

ア 外部研究資金獲得のため、

専門の委員会を毎月開催し、

理事長をトップ として、科

学研究費補助金をはじめと

ア 「社会活動委員会」において、

外部研究資金に関する情報の

共有や、資金獲得の仕組み、

学部・学科の特色に応じた戦

ア 社会活動委員会において、毎

回共同研究、受託研究及び奨励

寄付金の申請に対する承認を議

題としているため、各学部ごと

 

２ 
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略を討議し、全体として採択

率の向上を目指す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の実績(申請状況等)が明らかと

なり、それが各学部への刺激と

なった。結果として、平成20年
度の実績は、奨励寄附金の件数

を除いた他の申請件数、金額が

前年度を上回ることとなり、こ

れら外部研究費獲得において、

終年度の目標獲得件数を平成

20年度に初めて３種ともに上回

った。 

文科省科学研究費補助金で

は、平成19年度と比較して平成

20年度は、新規申請者の全教員

に対する割合は４２％とあまり変

わらなかった。一方、新規採択

率（申請者数に対する割合）は１

７％と、平成19年度の３０％に比

べて大きく落ち込んだ（平成19
年度は全国で２５位、公立大学中

２位）。 

平成20年度の採択率悪化はあ

る程度予想されており、学長は

教員にその点で警鐘を鳴らすと

ともに、平成19年度不採択者の

申請書に改善のアドバイスを行

っていたが結果に結びつかなか

った。しかし、今後も採択に向

けての努力は継続されねばなら

ない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

175 
 

 

 

看護学科では、今後は若手

研究者の積極的な取り組みを

支援していく。 

 

看護学科の科学研究費補助金

新規応募件数 

新規申請件数 8件 

（Ｈ19年度 5件）

 

 

３ 

 

 

 

 

176 
 

 

 

する文部科学省及び厚生労

働省等の競争的研究資金等

の獲得に向けた戦略的取組

を強化する。 

 

 ○科学研究費補助金応募件数

（年間） 

 

     現状   目標 

  (H13-18平均) ( 終年度) 

保健福祉学部 

 21件  42件以上 

情報工学部 

  23件  40件以上 

デザイン学部 

  2件   4件以上 

 

 

 

 

 

栄養学科では、文科省科学

研究費補助金申請率の100％
を維持するとともに、採択率

の向上に向けて努力する。 

栄養学科の科学研究費補助金

新規応募件数 

新規申請件数 11件 

（Ｈ19年度 12件）

※ 申請率 85% 

 

 

３ 

 

 

 

  

177 
 

 

 

保健福祉学科では、科学研

究費補助事業等について、例

年の実績を確保するよう申請

に努める。 

保健福祉学科の科学研究費補

助金新規応募件数 

新規申請件数 11件 

（Ｈ19年度 10件）

 

 

３ 

 

 

 

 

178 
 

 

 

 

 

 

 

 

情報工学部では、科学研究

費補助金の獲得・拡充のため

に、申請書作成検討会を複数

情報工学部では、科学研究費

補助金の獲得・拡充のために、

申請書作成検討会を複数回実施

 

３ 
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回実施する。 した。 

新規申請件数 30件 

（Ｈ19年度 24件）

 

 

 

179 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

デザイン学部では、デザイ

ン教育のリソースを地域に求

めるべく展開しつつ、文部科

学省の「平成２０年度質の高

い大学教育推進プログラム」

事業に、地域におけるデザイ

ンプロジェクトを主題とした

案により応募する。科研費補

助金事業については、デザイ

ン系大学の応募事例を研究

し、申請書作成検討会を開催

する。 

また、デザイン学部教員の

研究テーマと「系・分野・文

化・細目表」を検討し、教員

自らの研究計画の内容に照ら

して適合する分野で積極的に

申請する。 

 

デザイン学部では、年度計画

に沿って、有志教員による申請

書作成検討会を持ち、「コミュ

ニティデザイン活動による実践

的教育」のタイトルのもと「質

の高い大学教育推進プログラ

ム」に応募した。 

科学研究費補助金申請は、両

学科３件ずつ行った。 

      新規申請件数 6件 

（Ｈ19年度 7件）

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 
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前年度のグローバルＣＯＥ

獲得に向けた戦略的取組の結

果、１件の申請を行う。提案

した拠点形成の充実のため全

学的協働活動を継続する。 

 

文科省の平成20年度「質の高

い大学教育推進プログラム（教

育ＧＰ）」及び平成20年度「グ

ローバルＣＯＥ」事業に対して、

それぞれ１件ずつ申請していた

が、いずれも不採択に終わった。

なお、平成21年度「グローバル

ＣＯＥ」事業(3月応募)に対して

は、申請を行っていない。 

 

２ 
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イ 研究助成金の公募情報に

ついて、きめ細かく周知を図

るなど地域共同研究機構の

機能強化を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 地域共同研究機構では、以

下の業務を行う。 

（a）本学にふさわしい外部資金

公募情報を、配布資料や学

内メールマガジン等できめ

細かく伝達するとともに、

主要な公募の年間予定表を

作成し教員に配布する。 

（b）産学官連携推進センターの

「外部競争的研究資金情報

コーナー」の充実を図る。

 

 

イ 

 

(a)本学にふさわしい国・県等の外

部資金公募の年間予定表を作成

し、産学官連携推進センターの

幹事を通じて学内に配布した。

また、個々の公募情報は、学内

メールマガジン等でその都度学

内に伝達した。特に、JSTのシー

ズ発掘試験等では、個別教員に

対して申請の支援も行った。 

(b)外部競争的研究資金情報コー

ナーについては、情報を更新し

充実につとめた。 

 

 

 

 

３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

182 
 ウ 産学官連携をさらに進め、

共同研究・受託研究・教育研

ウ 企業ニーズデータベースな

どに基づき、 新の企業ニー

ウ 技術相談やアクティブラボ等

を元に把握した企業等のニーズ

 

３ 
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究奨励寄附金の外部研究資

金の獲得をより一層推進す

る。 

 

○ 外部研究資金獲得件数 

（年間） 

 

   現状     目標 

  (H13-18平均) ( 終年度) 

共同研究 

  17件   28件以上 

受託研究 

   7件   14件以上 

教育研究奨励寄附金 

  19件   25件以上 

    

ズの状況をチェックし、ニー

ズの鮮度・必要度を確認する。

得られた 新ニーズ情報は、

学内メールマガジン等で全教

員に知らせ、共同研究希望教

員を募るとともに、アクティ

ブラボなどの企業訪問への教

員の参加を促す。 

 

 

 

 

情報を、産学官連携推進センター

の幹事等を通じて学内に伝え、関

係教員によるアクティブラボ活

動等を促して共同研究等の促進

を図った。 

本年度は、新規教員の参画もあ

り、共同研究等の件数は以下のと

おりであった。 

外部資金名  H19  H20 

   共同研究   23  31 

   受託研究   21  38 

   奨励寄付金  32  30 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

183 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

メディアコミュニケーショ

ン推進センターは、ブランド開

発やデザインにおいてロイヤ

リティによる外部資金獲得を

より一層図るため、研究内容や

実績を発信する。 

 

   平成16年度から取り組んでい

る後楽園プロジェクトにおい

て、「梅ジャム」のパッケージ

デザインを制作し、ロイヤリテ

ィ方式で受け入れることとし

た。当プロジェクトにおいては、

ロイヤリティ制の定着が見受け

られる。 

 

 

３ 

 

 

 

 

 

 

184 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ 外部研究資金獲得を促進

するため、資金を獲得した教

員に対し、教育研究上の優遇

措置を付与する仕組みを検

討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ 

（a）学内メールマガジン発信、

ホームページ掲載、学内回

覧等により、外部研究資金

獲得教員の情報を発信し、

教員のモチベーションを高

める。 

（b）外部資金を多く獲得した教

員に対するインセンティブ

の検討については、個人評

価制度構築の中で、表彰制

度等の導入を含め、検討を

行う。 

 

エ 

(a) 科学研究費補助金の獲得情報

は、社会活動委員会やホームペ

ージにより学内に周知した。 

(b) 外部資金を多く獲得した

教員に対するインセンティブにつ

いては、平成23年度から本格実

施する「教員の個人評価制度」

におけるインセンティブと合わ

せて実行することとした。 

 

 

 

 

 

２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

― （３）その他の自己収入確保 （３）その他の自己収入確保  

 

― 
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185 
 

 

大学の人的、物的、知的資

源の有効活用のもと、地域社

会の要請に対応した専門分

野の有料の講習会・研究会等

を実施する。 

 

 

寄附金取扱規程による一般

寄附の募集について検討す

る。 

保健福祉推進センターで

は、介護福祉職員を対象とし

た介護技術講習会を有料で開

催する。 

デザイン学部は、メディア

コミュニケーション推進セン

ターと連携して一般向け有料

講座を１件開講する。 

アクティブキャンパスでの

講座等でも、可能なものにつ

いて有料化を検討する。 

 

・ 一般寄附については、大規模

なイベントや施設設備（当面は

開学20周年）に併せて企画する

こととした。 

・ 産学官連携推進センターでは、

地域共同研究機構客員教授の

協力を得て「商品力強化実践塾

（アクティブキャンパス）」を有

料で開催した。 

・ 保健福祉推進センターでは、

介護福祉職員を対象とした介

護技術講習会を有料で開催し、

24名の参加があった。 

・ デザイン学部では、有料講座

の開催には至らなかったが、一

部の講座において、受講者に材

料費の一部負担を求めた。 

 

 

３ 

 

 



 

- 84 - 

 

 Ⅳ 財務内容の改善に関する目標 

  ２ 資産の管理運用に関する目標 

 

中 

期 

目 

標 

 教育・研究の水準の向上の視点に立って、施設の有効かつ効率的な活用に努めるとともに、適正な維

持管理を図る。 

 また、地域貢献の一環として、教育・研究に支障のない範囲で、大学施設の地域開放を拡大する。 

 長期的かつ経営的視点に立った金融資産の効率的・効果的な運用を図る。 

 

 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人

自己

評価

 

― 

 

２ 資産の管理運用に関する目

標を達成するためとるべき措

置 

 

２ 資産の管理運用に関する目標

を達成するためとるべき措置 

 

 

 

 

― 

 

 

186 
 

 

 

 

（１）大学施設を有効に活用する

ため、施設設備の利活用状況

の調査を定期的に行い、不十

分な状況の場合には使用の

見直しを行う。 

（１）他大学の状況を把握し、大

学施設の有効利用について検

討を行う。 

 

 

（１）施設使用状況一覧表を作成し、

学内外者の利用状況を把握し

た。 

 

 

 

 

２ 

 

 

 

 

  

187 
 

（２）教育研究の水準の向上の視

点に立って、教育研究施設等

の計画的な維持管理、補修を

行う。 

 

（２）施設の修繕計画及び高額機

器の整備・購入計画を基本に

修繕・購入を行い、学生教育

等の質の充実を図った。 

 

（２）施設の修繕計画及び高額機器

の整備・購入計画を基本に修繕

・購入を行い、学生教育等の質

の充実を図った。 

 

 

３ 

 

 

 

188 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）大学施設は、教育・研究等

大学運営に支障のない範囲

で利用者に応分の負担を求

めつつ、学外への貸付を行う

ことを検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）大学施設の貸付基準の検討

を行い、適正な使用料設定を

検討する。 

健康・スポーツ推進センター

は、本学スポーツ施設の地域

への有効利用について検討す

る。その後、施設利用の有料

化についても検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３） 

・ 健康・スポーツ推進センターを

設置し、スポーツ施設、機器等

の維持管理に提言を行った。 

健康・スポーツ推進センター

理念の構築 

施設管理主任の明確化 

施設利用に関する各種要項

の整備 

地域スポーツ大会等への協

力 

  （経過） 

    施設開放に向けての安全管

理については一部解決を見た

が、体育施設の貸付基準の検

討および適正な使用料設定に

ついては引き続き検討するこ

ととなった。 

    スポーツを通じた健康面で

の地域貢献スポーツ大会等は

引き続き実施する。 

  （課題） 

 

２
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    体育施設使用状況を逐次確

認できる方法を財源の確保と

併せて検討する必要がある。

・ 施設使用状況一覧表を作成

し、平成20年度の学内外者の

利用状況を把握した。 

   ※ 学外者利用実績41件（各

種試験会場等） 

・ 使用料設定において、光熱

水料のうち、空調に係る経費

について見直しを行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

189 
 

 

（４）資産運用、資金管理につい

ては、法律で認められた範囲

内での競争原理を活かした

余裕資金の運用を図るなど、

安全性、安定性等を考慮しつ

つ、効果的に行う。 

 

（４）資金管理規程に基づき、資

金の安全かつ効率的な運用・

管理を行う。 

 

（４）平成19年度決算において、法人

の経営努力分として認められた

目的積立金等について、安全性及

び効率性を考慮し、定期預金によ

る運用を行い財務収入の増加を

図った。 

 

 

３ 

 



 

- 86 - 

 

 Ⅳ 財務内容の改善に関する目標 

  ３ 経費の抑制に関する目標 

 

中 

期 

目 

標 

  自律的な大学運営を行う上で、予算の効率的・弾力的執行により、管理的経費の節減を図る。 

 また、教職員一人ひとりのコスト意識の啓発を図る。 

 

 

 

 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人

自己

評価

 

― 

 

３ 経費の抑制に関する目標を

達成するためとるべき措置 

３ 経費の抑制に関する目標を達

成するためとるべき措置 

 

 

 

 

― 

 

 

190 
 

 

 

（１）設備維持管理等の契約期間

の複数年度化や契約の集約

化など、契約方法の弾力化を

通じて、経費を削減する。 

（１）契約期間の複数年度化や契

約の集約化などについての方

策について検討する。 

 

（１）入退室管理システム設備及び

電話交換機設備の保守管理を複

数年（７年間）で契約をした。

教務システムの更新にあたり、機器

整備、ソフト開発及び保守を５年間

に渡る一括契約とした。 

 

 

３ 

 

 

 

  

191 
 

 

 

 

（２）費用の節減、事務の効率化

が図れる業務に関しては、簡

素化・合理化や外部委託の拡

大を図るなどの業務改革を

行い、効果的・効率的な運営

を行う。 

 

（２）効果的・効率的な運営を行

うため、業務の簡素化・合理

化や外部委託について検討

し、可能なものから順次実施

する。 

 

 

（２）外部委託の可能性について検

討したが、現時点で実現できる

ものはなかっ 

  た。 

 

 

 

２ 

 

 

 

 

 

192 
 

 

 

 

 

（３）教育研究の水準の維持・向

上に配慮しながら、適切な規

模の教職員配置を実現する

ため、組織運営の効率化、非

常勤教職員も含めた人員配

置等について不断の見直し

を行う。 

（３）組織運営の効率化を図るた

め、教職員及び非常勤講師の

配置の検討を行う。 

 

 

 

（３）人事委員会において、学部か

ら提出のあった教員や非常勤講

師の採用協議について、その配

置の必要性の検討を行い、承認

を行った。 

 

 

 

３ 

 

 

 

 

 

 

 

193 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）経費の効果的・効率的活用

を図るため、教職員に対し、

コスト意識の涵養に取組む。 

 

 

 

 

 

 

 

（４）中間決算書(案）を作成し、

監査法人の確認を受けた上

で、教職員への情報提供等を

行うことにより、経費の効率

的な執行及び節減に努める。

 

 

 

 

 

（４）中間決算書(案)の作成を行い、

監査法人の指導を受けて、本決

算の正確かつ適正な実施に向け

た試行を行った。また、平成19
年度決算を用いて教職員への経

営状況の開示を行い、効率的な

経費執行を促進した。 

また、毎月、棟別電力使用量

等の公表を行うことにより、エ

ネルギー使用量の節減を行っ

た。 

 

 

３ 
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 Ⅴ 自己点検・評価及び改善並びに当該情報の提供に関する目標 

  １ 評価の充実に関する目標 

 

中 

期 

目 

標 

 教育研究活動及び業務運営について、大学の自己点検・評価体制を整備し、定期的に自己点検・評価

を実施する。 

 また、外部評価を受け、その結果を教育研究活動及び業務運営の改善に活用する。 

 

 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人

自己

評価

 

― 

 

 

Ⅴ 自己点検・評価及び改善並び

に当該情報の提供に関する目

標を達成するためとるべき措

置 

Ⅴ 自己点検・評価及び改善並び

に当該情報の提供に関する目標

を達成するためとるべき措置 

 

 

 

 

 

― 

 

 

 

― 

 

１ 評価の充実に関する目標を

達成するためとるべき措置 

１ 評価の充実に関する目標を達

成するためとるべき措置 

 

 

 

 

― 

 

 

194 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）大学が教育研究の質的な充

実を図るとともに、教育研究

活動の透明性を高めるため、

運営や教育・研究活動を自己

点検・評価するシステムとし

て、評価委員会を役員会の下

に配置し、定期的に自己点

検・評価を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）平成19年度に発行された年

報等を基にして、自己点検・

評価を行う。 

      平成21年度に予定している

認証評価に備えて、外部評価

を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）評価委員会において外部評価

の実施方法等を決定し、これに

基づき各学部(学科)は、平成19

年度に行った自己点検・評価(教

育年報2007掲載)を基に外部評

価を実施した。 

課題として次のような意見を

聴取しているが、中には全学的

な対応が必要なものもあり、今

後の検討が必要である。 

保健福祉学部（学科ごとに実施）

・ ＦＤ（授業参観や学生による授

業評価）による授業向上効果

の分析(栄養)、また大学院課

程におけるＦＤの検討(看護、

保健福祉) 

・ アドミッションポリシーに沿

った学生の受け入れが出来て

いるかの検証(看護、保健福

祉) 

・ 院生の異動状況において，入

試の選抜で合格率が100％で

あること，ならびに休学・退

学者が多いのが気になる(栄

養) 

・ 大学院課程での学位論文に係

る評価基準の作成(保健福祉)

 

情報工学部 

・ カリキュラムがよく練られて

 

３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

- 88 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

いるが、情報通信工学科など

必修が少ない学科では履修モ

デルを示せばどうか 

  ・ 大学院生の発表件数がやや少

ない。国際会議への積極的な

参加を奨励されたい。 

  ・ 全学教育の実効がより上がる

ような議論の必要性 

  ・ 教員の欠員に係る早急な対応

  ・ 学生による授業アンケート等

について、その結果や改善策

等の公開・フィードバック法

の検討 

 

デザイン学部 

・ 施設・設備の魅力を保護者や

志願者にアピールできるよう

な広報の検討 

・ 自己点検評価を自己改善とす

るため、学部レベルの目標を

より具体化するとともに、デ

ザイン学部の独自性の創出の

必要性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

195 
 

 

 

 

（２）客観的な評価を行うため、

認証評価機関による第三者

評価を受ける。 

 

 

（２）試験答案の保存に関する全

学的統一ルールを定め、それ

に基づいて実行する。 

 

 

（２）試験答案の保存に関する全学

的統一ルールは、平成19年度に

引き続き教務専門委員会で審議

され、基本的には各教員が在学

中の学生の答案を責任を持って

保存することとされた。 

 

 

３ 

 

 

 

 

 

196 
 

 

 

 

 

 

（３）前記（２）の結果を踏まえ

た改善策を役員会、経営審議

会、教育研究審議会等におい

て検討し、教育研究の質の一

層の向上を図る。 

 

 

（３）平成２０年度前期に、教育年

報、社会貢献年報及び研究総

覧の平成１９年度版を基に、役

員会、経営審議会、教育研究

審議会で自己点検・評価を行

う。 

 

 

（３）役員会、経営審議会及び教育

研究審議会において、「平成19
年度に係る業務の実績に関する

報告書」の審議を行うとともに、

平成19年度の実績をまとめた各

種年報により自己点検・評価を

行った。 

 

 

３ 
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 Ⅴ 自己点検・評価及び改善並びに当該情報の提供に関する目標 

  ２ 情報公開の推進に関する目標 

 

中 

期 

目 

標 

 公立大学法人としての社会に対する説明責任を果たし、大学運営の透明性を確保するため、広報体制

の強化を図り、教育研究活動や業務運営に関する積極的 な情報提供に取り組む。 

 

 

 

 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人

自己

評価

 

― 

 

２ 情報公開の推進に関する目

標を達成するためとるべき措

置 

 

２ 情報公開の推進に関する目標

を達成するためとるべき措置 

 
 

 

 

― 

 

 

197 
 

 

 

 

（１）総括的な広報責任者を置

き、全学的視野に立ち戦略的

に広報活動を展開できる体

制を強化する。 

 

（１）広報専門委員会（委員長：

学生部長）と連携を密にしな

がら、学内情報を掌握し、全

学的視野で本学の情報を効果

的にＰＲする。 

（１）報道機関への情報提供の指針

及び報道発表のフロー図を策

定し、学内教職員に周知すると

ともに、情報発信素材の把握に

努めた。 

 

 

３ 
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（２）県民への説明責任を果たす

ため、中期目標、中期計画、

年度計画、財務諸表、評価結

果等の情報提供をホームペ

ージ、冊子等を通じて積極的

に行う。 

 

 

（２）ホームページ、冊子、マス

コミ等を通じて、中期目標、

中期計画、年度計画等の情報

を広く公開・公表する。また、

法人運営組織の諸会議に関す

る情報等についても広く公

開・公表する。 

 

（２）本学の法人運営に係る各種情

報(中期目標・計画、年度計画

実施状況、法人運営に係る諸会

議等)をホームページ、「大学

概要」により公表した。 

また、ホームページの法人情

報の掲載項目(区分)を改善（リ

ニューアル）した。 

 

 

３ 
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 Ⅵ その他業務運営に関する重要事項に関する目標 

  １ 施設設備の整備に関する目標 

 

中 

期 

目 

標 

  長期的視点に立った施設設備の整備計画を策定し、省エネルギー等にも配慮した整備を推進する。 

 

 

 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人

自己

評価

 

― 

 

 

Ⅵ その他業務運営に関する重要

事項に関する目標を達成するた

めとるべき措置 

Ⅵ その他業務運営に関する重要

事項に関する目標を達成するた

めとるべき措置 

 

 

 

 

 

― 

 

 

 

― 

 

１ 施設設備の整備に関する目標

を達成するためとるべき措置 

１ 施設設備の整備に関する目標

を達成するためとるべき措置 

 

 

 

― 

 

 

199 
 

 

 

 

 

（１）教育研究機能を充実させる

ため、設備の整備や高額機器

の購入については、長期的な

計画を策定し、効率的に実施

する。その際、ユニバーサル

デザインに配慮する。 

 

 

 

（１）教育研究施設について、平

成19年度に策定した長期的な

修繕計画に基づき修繕を行

い、その際、ユニバーサルデ

ザインに配慮する。 

高額機器については、平成

１９年度に策定した整備・購

入計画に基づき、計画的な機

器等の整備・購入を進める。

（１）夜間通行上の安全確保のた

め、西側調整池横に照明設備４

基を設置した。 

平成19年度に策定した高額

備品の整備・購入計画を前倒し

て実施し、教育環境を整備し

た。 

 

 

 

３ 
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（２）電気通信設備、給排水衛生

設備、空調設備等の更新時に

は、省エネルギー効果の高い

設備の導入を行い、エネルギ

ー使用の効率化を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）光熱水使用料の使用データ

を学内に公表するなど、啓発

活動に努める。 

また、設備等の更新時には

省エネルギー効果の高い設備

等の導入を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）7月の部局長会議及び教育研

究審議会において、夏期の重油

及び電気料金の予算の大幅超

過の見込みが示されたので、省

エネルギー対策として、集中冷

房運転時間の縮減及び8月13日
～15日の全日運転停止を決定

した。10月の部局長会議で9月
までの重油及び電力使用量実

績が示され、冷房運転停止効果

が大であることがうかがわれ

た 

本年度の実績を踏まえて、次

年度以降の光熱費削減のため

の方策を決定した。 

  （内容） 

・ 各学部の電気使用量削減

努力に対し、電気料金削減

額の一部を学部に還元す

 

３ 
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る仕組みを整備した。 

・ 夏期期間の冷房運転を10
～16時とした。 

・ お盆期間の冷房運転を停

止 

・ 毎月第１,３日曜日の空調

運転をは行わないことと

した。 

 

 

 

 

 



 

- 92 - 

 

 Ⅵ その他業務運営に関する重要事項に関する目標 

  ２ 安全衛生管理に関する目標 

 

中 

期 

目 

標 

    教育研究現場での安全を確保し、快適な修学環境・職場環境を形成するために、安全衛生管理を計

画的に行うとともにその体制を確立する。 

 

 

 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人

自己

評価

 

― 

 

２ 安全衛生管理に関する目標

を達成するためとるべき措置 

２ 安全衛生管理に関する目標を

達成するためとるべき措置 

 

 

 

 

― 

 

 

201 
 

（１）労働安全衛生法や消防法等

関係法令を踏まえた全学的

な安全衛生管理体制を確

立・強化する。 

 

 

 

（１）全学的な安全衛生管理体制

のもとで、安全衛生教育の充

実に取り組む。 

 

 

 

 

 （１）関係法令に基づき、安全衛

生管理体制を整備・運営すると

ともに、教職員を対象に研修会

等を行った。 

  ・ メンタルヘルスに関する研修

会を9月26日に実施した。（中

田謙二医師/約40名参加） 

・ 消防訓練を10月17日に実施し

た。（総社市消防署員指導の

下、通報訓練、消化訓練及び

ＡＥＤ取扱い講習を実施） 

 

 

３ 

 

 

202 
 

 

 

（２）施設設備の定期点検を確実

に実施し、安全に維持するた

めの全学的な管理体制を強

化する。 

 

（２）緊急性・安全性等の観点か

ら適切に施設設備の機能保全

及び維持管理を行う。 

 

（２）学内各所を点検するとともに、

緊急性・安全性を 優先に、施

設設備の修繕等を行った。 

 

 

 

３ 

 

 

 

 

203 
 

 

 

（３）化学物質等の毒物劇物等の

適切な管理及びその廃棄物

の適正な処理を行う。 

 

（３）化学物質等の毒物劇物等の

適切な管理等について啓発活

動を実施するとともに、教職

員による自主点検に努める。

 

（３）教職員は自主点検及び学生へ

の指導・啓発に努めた。 

（実験室での事故 ０件） 

 

 

 

３ 
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 Ⅵ その他業務運営に関する重要事項に関する目標 

  ３ 人権に関する目標 

 

中 

期 

目 

標 

   教職員と学生の人権意識の向上を目指した取組を積極的に実施する。 

 

 

 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人

自己

評価

 

― 

 

３ 人権に関する目標を達成す

るためとるべき措置 

３ 人権に関する目標を達成する

ためとるべき措置 

  

― 

 

 

 

204 
 

 

 

 

 

 

セクシャルハラスメント、ア

カデミックハラスメント等の

人権侵害を防止するため、相

談、啓発、問題解決等に全学的

に取り組む体制を整備する。 

 

人権を所掌する総務委員会に

おいて、教職員を対象とした人

権等に関する研修会を企画・実

施する。 

総務委員会において、人権侵

害と疑念をもたれるような行為

の防止策及び対処法に取り組

む。 

 

全教職員を対象とした人権等に

関する研修会「キャンパスハラス

メント その問題点と防止策」を平

成20年9月26日に実施した。（水田

美由紀弁護士/約50名参加） 

セクシャルハラスメントの適切

な対処法修得を目的に、その相談

員等を各種研修会に参加させた。

 

 

３ 
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  Ⅶ 予算、収支計画及び資金計画 

※財務諸表及び決算報告書を参照 

 

 

 

  Ⅷ 短期借入金の限度額 

 

 
中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人

自己

評価

  

   短期借入金の限度額 

 

  限度額  ３億円 

 

 

   短期借入金の限度額 

 

    限度額  ３億円 

 

 

 

 

     該当なし 

 

 

― 

 

 

 

 

 

 

  Ⅸ 剰余金の使途 

 

 
中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人

自己

評価

  

    決算において剰余金が発生

した場合は、教育研究の質の向

上及び組織運営の改善に充て

る。 

 

 

    決算において剰余金が発生し

た場合は、教育研究の質の向上

及び組織運営の改善に充てる。 

 

 

平成１９年度剰余金のうち２８９

百万円を目的積立金として積み

立てた。 

 

― 

 

 

 

 

 

 

 Ⅹ 重要な財産の譲渡等に関する計画 

 

 
中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人

自己

評価

  

   な し 

 

 

   な し 

 

 

   該当なし 

 

 

― 
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  XI その他規則で定める事項 

 

 
中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人

自己

評価

  

 １ 施設及び設備に関する計

画  

     な し 

 ２ 中期目標の期間を超える債

務負担 

   な し 

 ３ 地方独立行政法人法第40条

第4項の規定により業務の財

源に充てることができる積

立金の使途 

      な し 

 ４ その他法人の業務運営に関

し必要な事項 

   な し 

 

 

 １ 施設及び設備に関する計画

     な し 

 ２ 中期目標の期間を超える債

務負担 

   な し 

 ３ 地方独立行政法人法第40条

第4項の規定により業務の財

源に充てることができる積立

金の使途 

     な し 

 ４ その他法人の業務運営に関

し必要な事項 

   な し 

 

 

 

  該当なし 

 

  該当なし 

 

 

 

  該当なし 

 

 

  該当なし 

 

 

― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



４　平成２０年度の事業年度評価に係る項目別評価結果表

中期計画 (B～E) 評　点 大項目

項　　　　目 項目数 項目数計 総得点 平均値 別評価
(B～E計) (G)/(F)

(A) (B) (C) (D) (E) (F) (G) (H) (I)

3% 82% 15% 100%

5 116 22  143 

5% 81% 14% 100%

3 48 8  59 

7% 86% 7% 100%

1 12 1 14 

82% 18% 100%

23 5 28 

12% 76% 12% 100%

2 13 2 17 

87% 13% 100%

 13 2  15 

83% 17% 100%

10 2 12 

100% 100%

1 1 

100% 100%

2 2 

88% 12% 100%

 15 2  17 

86% 14% 100%

12 2 14 

100% 100%

3 3 

4% 77% 19% 100%

2 40 10  52 

100% 100%

25 25 

13% 47% 40% 100%

2 7 6 15 

87% 13% 100%

7 1 8 

25% 75% 100%

1 3 4 

4% 67% 25% 4% 100%

1 19 7 1 28 

11% 78% 11% 100%

1 7 1  9 

100% 100%

2 2 

100% 100%

3 3 

50% 50% 100%

1  1 2 

100% 100%

2 2 

④

172 

④

51 

43 

(1)教育の成果

2.9 

3.0 42 

(2)教育内容等

最小項目別評価の評点内訳

(3)教育の実施体制等

１教育

Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上

14 

４点 ３点 ２点 １点

３研究

(1)研究水準及び研究の成果等

(2)研究実施体制等の整備

４地域貢献、産学官連携、国際交流

２学生の支援

(1)学習支援、生活支援、就職支援
等

(2)経済的支援

(3)留学生に対する配慮

Ⅲ 業務運営の改善及び効率化

１運営体制の改善

(1)理事長(学長)、学部長等を中心
とする機動的な運営体制の構築

(2)全学的な視点による戦略的な大
学運営の仕組みづくりの推進

(1)地域貢献

(2)産学官連携の推進

(3)国際交流

(4)県内の大学間の連携・協力

(3)地域に開かれた大学づくりの推
進

(4)評価制度の活用等による業務運
営の改善に向けた継続的取組の推進

72 

44 

17 

7 

2 

5 

13 

5 

4 

13 

2.8 

3.0 

2.9 

2.8 

79 

1 3.0 

3.0 6 

8 2.9 

2.9 

49 

40 

3 3.0 

2.8 

9 

148 

5 3.0 

2.7 

75 

41 

32 

1 

2 2.9 

2.3 

2.7 

23 

9 

4 

11 3.0 

3.0 6 

27 

2 

3 3.0 

3.0 6 

9 

2 3.0 6 

公立大学法人岡山県立大学自己評価

412 2.9 

34 

3 

76 

－ 97 －



中期計画 (B～E) 評　点 大項目

項　　　　目 項目数 項目数計 総得点 平均値 別評価
(B～E計) (G)/(F)

(A) (B) (C) (D) (E) (F) (G) (H) (I)

最小項目別評価の評点内訳

４点 ３点 ２点 １点

公立大学法人岡山県立大学自己評価

100% 100%

3 3 

50% 42% 8% 100%

 6 5 1 12 

34% 33% 33% 100%

1 1 1 3 

33% 67% 100%

2 4 6 

100% 100%

3 3 

75% 25% 100%

3 1 4 

73% 27% 100%

 16 6  22 

79% 21% 100%

 11 3  14 

100% 100%

2  2 

73% 27% 100%

8 3 11 

100% 100%

1 1 

50% 50% 100%

2 2 4 

75% 25% 100%

3 1 4 

100% 100%

 5   5 

100% 100%

3 3 

100% 100%

2 2 

100% 100%

 6   6 

100% 100%

2 2 

100% 100%

3 3 

100% 100%

1 1 

※２段表示：上段（構成割合％）、下段（個数）を表している。

④

④

④

(3)その他の自己収入確保

１自己収入の増加

(1)学生納付金

２教育研究組織の見直し

３人事の適正化     

(2)外部研究資金等の獲得

(1)法人化の特長を生かした弾力的
な制度の構築

(2)能力・業績等を反映する制度の
確立

(3)全学的な視点に立ち公正・公平
で客観的な制度の構築

４事務等の効率化、合理化

Ⅳ 財務内容の改善

２安全衛生管理

２資産の管理運用

３経費の抑制

Ⅴ 自己点検・評価及び改善並びに当該情報
の提供

２情報公開の推進

Ⅵ その他業務運営に関する重要事項

１施設設備の整備

３人権

１評価の充実

4 3.0 9 

5 

13 2.4 

2.0 

29 

6 

3 

5 2.3 

3.0 

14 

9 

7 

15 

4 2.8 

2.7 

2.8 

11 

60 

2 3.0 

2.7 30 

4 

4 

4 

1 3.0 

2.5 

2 

3 

5 

6 

15 

6 

1 

3 

2 

3.0 

9 

3 

3.0 

2.8 

3.0 

3.0 

3.0 

11 

9 

39 

6 

10 

3 

18 

6 

3.0 

3.0 

－ 98 －
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別紙 

 予算、収支計画及び資金計画 

 

 １ 予算 

                                                               （単位：百万円） 

 

区      分 

 

 

予算額 

 

 

決算額 

 

差 額 

 

(決算－予算）

 

  収入 

    運営費交付金 

  自己収入 

   授業料及び入学金検定料収入 

      雑収入 

  受託研究等収入及び寄附金収入 

 

              計 

 

             
   ２，４４７

   １，０５０

       ９９５

        ５５

        ６５

 

  ３，５６２

 

               
 ２，４４７ 

   １，１６２ 

   １，０９４ 

       ６８ 

        ９１ 

 

   ３，７００ 

 

               
         －

       １１２

         ９９

       １３

         ２６

 

       １３８

 

 支出 

  教育研究経費 

  人件費 

  一般管理費 

  受託研究等経費及び寄附金事業費等 

 

       計 

 

 

             
     ８６２

  ２，２１７

      ４１８

        ６５

  
 ３，５６２

 

 

               
     ８５９ 

   ２，１６８ 

       ５０１ 

        ８７ 

 

   ３，６１５ 

 

 

              
     △３

     △４９

         ８３

         ２２

 

     ５３
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 ２ 収支計画 

                                                                        （単位：百万円） 

 

区      分 

 

 

予算額 

 

 

決算額 

 

差 額 

 

(決算－予算）

 

費用の部 

 経常費用 

  業務費 

   教育研究経費 

   受託研究等経費 

      寄附金経費 

   役員人件費 

   教員人件費 

   職員人件費 

  一般管理費 

  財務費用 

  雑損 

  減価償却費 

 臨時損失 

 

収入の部 

 経常収益 

  運営費交付金 

  授業料収益 

  入学金収益 

  検定料収益 

    受託研究等収益 

  寄附金収益 

  財務収益 

  雑益 

    資産見返負債戻入 

   資産見返運営費交付金等戻入 

   資産見返寄附金戻入  
     資産見返物品受贈額戻入 

 臨時利益 

 

純利益 

総利益 

 

 

 ３，４９９

  ３，４９９

  ３，１０４

    ８２２

    ４９

       １６

    ３２

 １，８１２

     ３７３

    ３１７

      －
      －
    ７８

          －
 

 ３，４９９

 ３，４９９

 ２，３０７

      ８５７

      １０１

       ３６

       ４９

       １６

          １
       ５４

       ７８

       １３

－

        ６５

         －

          －
          －

 

 

   ３，４６６ 

   ３，４６３ 

   ３，１０６ 

      ８４３ 

         ６３ 

           － 

         ３１ 

   １，８０３ 

       ３６６ 

       ２５６ 

           １ 

           － 

         １００ 

       ３ 

 

   ３，５５０ 

   ３，５４７ 

   ２，１６８ 

       ９４２ 

       １１５ 

         ６０ 

        ７３ 

         ２１ 

           １ 

         ６５ 

         １０２ 

          ２９ 

２ 
    ７１ 

３ 

 

       ８４ 

       ８４ 

 

 

△３３

△３６

２

 ２１

１４

△１６

△１

△９

△７

△６１

１

－

２２

３

５１

４８

△１３９

８５

１４

２４

２４

５

－

１１

２４

１６

２

６

３

  

８４

８４

 注)費用の部「寄附金経費」は、教育研究経費の決算額に含めて計上しています。 
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 ３ 資金計画 
                                                                     （単位：百万円） 

 

区      分 

 

 

予算額 

 

 

決算額 

 

差 額 

 

(決算－予算）

 

資金支出 

 業務活動による支出 

 投資活動による支出 

 財務活動による支出 

 翌年度への繰越金 

 

資金収入 

 業務活動による収入 

  運営費交付金による収入 

  授業料及び入学金検定料による収入 

  受託研究等収入 

  寄附金収入 

    その他の収入 

 投資活動による収入 

 財務活動による収入 

 前年度よりの繰越金 

   

 

 

 ３，７７３

 ３，４２１

     １４０

         －
     ２１２

 

 ３，７７３

  ３，５６１

 ２，４４７

   ９９５

      ４９

      １６

     ５４

         －
         １
      ２１１

 

 

 

   ４，９６１ 

   ３，２７２ 

       ７８９ 

           ７ 

       ８９３ 

 

   ４，９６１ 

   ３，７０３ 

   ２，４４７ 

   １，０９４ 

         ９１ 

           ２４

    ４７ 

         ２９０ 

           － 

         ９６８ 

 

 

 

１，１８８

△１４９

６４９

７

６８１

１，１８８

１４２

－

９９

４２

８

△７

２９０

△１

    ７５７
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